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はじめに 
 

事例集１では、JICA が過去に実施した公共投資管理強化に向けた技術協力事業

の背景と成果、そしてそこからの課題や教訓をまとめました。この事例集の目

的は、公共投資管理能力強化の協力事業を形成し実施する際に、手掛かりとな

る情報を提供することです。 

  

まとめの対象としたのは、以下の案件です。 

 

表 1  JICA が実施してきた公共投資管理強化技術協力事業一覧 

国  名 技術協力事業名 実施期間 

ラオス 公共投資プログラムの運営監理能

力向上プロジェクト 

2004 年 11 月～2007 年 10月（3 年） 

公共投資プログラム運営監理能力

強化プロジェクト 

2008 年 3 月～2011 年 8 月（3 年 6 ヵ月） 

国家社会経済開発計画に基づく公

共投資計画策定支援プロジェクト 

2012 年 3 月～2016 年 9 月（4 年７ヵ月） 

マラウイ 公共投資計画能力向上プロジェク

ト（フェーズ１） 

2009 年 7 月～2011 年 7 月（2 年１ヵ月） 

公共投資計画能力向上プロジェク

ト（フェーズ 2） 

2013 年 4 月～2017 年 9 月（４年 6 ヵ月） 

インドネシア 業績評価に基づく予算編成能力向

上支援プロジェクト 

2010 年 5 月～2014 年 2 月（3 年 10 ヵ月） 

 業績評価に基づく予算編成能力向

上支援プロジェクト (フェーズ 2) 

2014 年 9 月～2017 年 11 月（3 年 3 ヵ月） 

バングラデシュ 公共投資管理システム強化プロジェ

クト 

2014 年 2 月～2018 年 6 月（4 年５ヵ月） 

 

本事例集では、各プロジェクトが「標準的な公共投資管理に求められる機能」（ハ

ンドブック本体、第 2段階で説明）のどの機能に対する能力強化であったかを、

以下の図で示しました。図の中で、プロジェクトが能力強化の対象とした機能

を色付けして示しましたので、参照にしてください。 
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図 1  標準的な公共投資管理に求められる機能 
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1. ラオス 
ラオスでは 2004 年 10 月以降、3 フェーズ 11 年間にわたり公共投資管理の技術

協力を実施しています。この技術協力事業は 3 フェーズいずれも公共投資管理

の分野で、同じカウンターパート機関を対象として実施したため、ここでは一

連の技術協力事業として説明します。 

 

1.1 技術協力の背景 

ラオスは、国家社会経済開発計画（National Socio-Economic Development Plan：

NSEDP）が掲げる国家目標の達成に向けて、政府開発援助（Official Development 

Assistance: ODA）と政府予算を財源とする多くの公共投資事業を実施していま

す。これらの公共投資事業は各省庁・各県・各種基金によって形成・実施され、

公共投資計画という形で集約されたうえで、毎年開発予算として計上されます。

JICA の技術協力事業を開始する前は、政府予算で実施される事業については、

計画・審査から評価に至るまでの公共投資管理の仕組みが整備されていません

でした。また、運営管理に携わる行政官の能力が不足していたため、資源配分、

事業の優先度付け、実施監理、評価などが適切に行われていませんでした。こ

うした課題の解決に向けて、2004 年 11 月に JICA は「公共投資プログラムの運

営監理能力向上プロジェクト（PCAP1）」を開始しました。これ以降、2008年 3

月からフェーズ 2、2012 年 3 月からフェーズ 3 を実施し、2016 年 9 月に一連の

技術協力事業を完了しました。 

 

1.2 技術協力の大枠と成果 

以下の表は、各フェーズの上位目標、プロジェクト目標、成果を一覧にしたも

のです。 

 

表 1-1  支援の概要（ラオス） 

フェーズ１ 
公共投資プログラム（PIP）運営監理能力向上プロジェクト（PCAP1） 

期間：2004 年 11 月～2007年 10 月（3 年） 

 上位目標 公共投資プログラム（Public Investment Program: PIP）の効果と効率

性が改善される。 

プロジェクト目標 ラオス政府主導の公共投資事業が適切に審査、モニタリング、評価される。 

成  果 1) ラオスの公共投資事業に則した審査、モニタリング、評価方法が開発される。 

2) 公共投資事業の監督機関職員が運営、審査、モニタリング、評価技術を習

得する。 

3) 新たに確立された手法に基づき、モニター県及びモニター省庁において適切に

公共投資事業が運営監理される。 

4) 公共投資事業の審査、モニタリング、評価を実施する運営体制の人的ネット

ワークが整備される。 

フェーズ２ 
公共投資プログラム（PIP）運営監理能力強化プロジェクト フェーズ 2

（PCAP2）       
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期間：2008 年 3 月～2011年 8 月（3 年 6 ヵ月） 

 上位目標 中央省庁及び各県のセクター部局が、予算計画と各セクタープログラムに合致し

た形で公共投資事業を実施する。 

プロジェクト目標 計画投資省（Ministry of Planning & Investment: MPI）と県計画局

が、本プロジェクトで普及・改善された手法にしたがって、公共投資事業を審査

し、ラオス政府が設定する開発予算上限の枠内でPIPの全体計画を編成すると

ともに、それらをモニタリングし、評価する。 

成  果 1) 全県の計画局職員と全中央省庁の計画担当部局職員が本プロジェクトで開

発した公共投資事業の運営監理の知識と技術を習得する。 

2) PIP 運営監理手法に、予算・財務管理手法が導入され、制度化される。 

3) PIP 運営監理の法的枠組みが整備される。 

4) 計画投資省職員、全県の計画局職員と中央省庁計画担当部署職員が

ODAのラオス国内予算実施分（カウンターパートファンド）、郡レベルのPIP、

セクタープログラムの運営監理につき知識と技術が向上する。 

フェーズ３ 

国家社会経済開発計画に基づく公共投資計画策定支援プロジェクト

（PCAP3） 

期間：2012 年 3 月～2016年 9 月（4 年 7 カ月） 

 上位目標 中央省庁及び各県・郡のセクター部局により、NSEDP の目標に合致する中期

的な枠組みを踏まえた適切な公共投資事業の運営監理が実施される。 

プロジェクト目標 計画投資省とその出先機関にあたる県計画投資局や郡計画事務所において、

中期的な枠組みの中で公共投資事業の運営監理能力が強化される。 

成  果 1) 中期公共投資計画と財務管理ガイドラインの枠組みが策定される。 

2) 公共投資事業を適切に運用・維持管理するための仕組みが構築される。 

3) ODA案件情報の運営監理方法が改善される。 

4) 郡レベル公共投資事業の運営監理方法と能力強化の仕組みが構築され

る。 
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図 1-1  支援の概要（ラオス）フェーズ 1 
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図 1-2  支援の概要（ラオス）フェーズ 2 
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図 1-3  支援の概要（ラオス）フェーズ 3 

 

各フェーズの終了評価時点で、以下の表のとおり成果の達成度合いが確認され

ました。 

 

表 1-2  支援の成果（ラオス） 

フェーズ 各成果の達成度合い（概要） 

フェーズ１ 本プロジェクトは、政府の事業類型に合わせて事業申請及び事業審査のフォーマットを開

発し、新しい事業の申請・審査プロセスをマニュアル化した。最終年度の 2007/08 年度

の予算プロセスでは、対象となったモニター県とモニター省庁 28 の中規模（タイプ 2）事

業のうち 16 事業につき、マニュアルにしたがって申請・審査手続きが行われた。ただし、完

全な形でインセプションレポートないしプログレスレポートが計画投資省に提出された中規

模事業は、4 件にとどまった。2005/06 年度にはマニュアルに沿った形で事業審査を経て

PIP に活用された事業は存在しなかったが、2007/08 年度には大・中・小規模（タイプ

1、2 及び 3）の公共投資事業を合わせて 115 件に増加した。 

フェーズ２ 公共投資事業の審査・モニタリング・評価の手法とフォーマットの開発・改訂と普及や研修

を通して、計画投資省ならびに県計画局の公共投資事業管理の能力向上に貢献した。

一部中央省庁/機関への普及、適正な予算見積り・予算執行計画に従った PIP事業の

実施プロセスは改善の余地が残った。また、2009 年の公共投資法の制定により公共投

資事業の審査が義務づけられ、開発された手法とフォーマットが政府の制度の中で明確に

位置付けられた。 

フェーズ３ 計画投資省は、「ビジョン 2030、10 ヵ年社会経済戦略（2016‐2025）、第 8 次

NSEDP（2016-2020）のガイドライン」を公布し、その中に中期公共投資計画

2016-2020 の策定ガイドラインが盛り込まれた。また、個別公共投資事業の終了時評

価と事後評価の実施に向けて、省令が発出された。省令を踏まえて 3 件の終了時評価

調査と4件の事後評価調査がパイロットで実施された。ODA事業カウンターパートファンド

申請書（Simplified Project Information Sheet: SPIS）の活用は一部に留まり

ODA事業情報のラオス側とドナーによる共有は不十分で改善の余地があった。また、郡レ

ベルの公共投資事業は、関連首相令公布後の承認件数が未確定であるものの、プロセ

スそのものはマニュアルやハンドブックに則って進んでいることが確認された。全体的に見れ

ば、中期公共投資計画に基づいて計画投資省・県計画局・郡計画事務所及び関連省

庁が公共投資事業を適正に監理するための制度・組織・人材の基盤が構築された。 

出所：各技術協力プロジェクトの終了時評価結果より調査チーム抜粋 
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1.3 技術協力からの教訓 

各フェーズの終了評価時点で、以下の表のとおり教訓が導き出されました。 

 

表 1-3  支援の教訓（ラオス） 

 フェーズ 1 (1) 内容 

1 日本型技術協力プロ

ジェクトの長所とその活

用 

インタビューにおいて、本プロジェクトのユニークな特長や強みを強調する

者が多かった。このプロジェクトは、他のドナーのプロジェクトと異なり、非常

に実用的で現場に則したアプローチをと っている。実地訓練

（On-the-Job Training: OJT）がその最も良い例で、多くのスタッフ

がこの取り組みを高く評価し他ドナーとの違いを指摘している。また、マニ

ュアルやハンドブックは計画投資委員会（Committee for Planning 

and Investment ： CPI ） 、 各 省 庁 、 県 計 画 ・ 投 資 局

（Department of Planning and Investment: DPI）やその他の

プロジェクトオーナーのニーズに合わせて作成されている。評価チームは、

この現場指向のアプローチが日本の技術協力プロジェクトの顕著な強み

であると考える。 

2 ラオス政府のニーズと

能力に合った PIP 運

営監視システムの開

発・運営・改良の重要

性 

ラオスのニーズや能力に合わせることは重要であるが、それを実際に達成

することは難しい。多くのドナーが様々なマニュアルやハンドブックを開発し

たが、実際に利用されたり、組織に内部化されたものは非常に少ないの

が現状である。例えば、アジア開発銀行が、PIP マネージメントマニュアル

を数年前に開発したが、このマニュアルはラオス政府職員の観点から理

解し使うには難しいものとなっている。したがって、ラオス政府職員がよく理

解して利用でき、プロジェクト終了後に自身で更新できる審査・モニタリン

グ・評価システムの開発が非常に重要である。 

3 ラオスのガバナンス・シ

ステムに合ったプロジェ

クトの立案と実施の必

要性 

既存の制度を利用することは、物事を始めて実施していくうえで最も効

率的な方法であるので、ラオスのガバナンス・システムに沿ったプロジェクト

活動とすることが最善の策である。たとえば、ラオス政府のマネージメント

はトップダウンである。また、県知事はこれら PIPプロジェクトを含む決定を

行う権限を持っている。このようなガバナンス・システムに注意を払うこと

は、プロジェクトの活動を準備し実行するうえで重要なことである。 

 フェーズ 2 (2) 内容 

1 プロジェクトのデザイン プロジェクト目標及び各プロジェクト目標の指標設定においては、限られ

たプロジェクト期間内での達成可能性や、プロジェクト終了時に望まれる

状態について十分に考慮したうえで、過度に野心的な内容とならないよ

う留意する必要がある。 

2 公共投資事業監理の

制度化 

プロジェクトはラオスの既存の政令に基づいて公共投資事業監理のマニ

ュアルとハンドブックを開発した。プロジェクトで開発されたこれらの手法

は、政令を基にして公共投資法として法律に格上げされて制定された

た。また、公共投資法に続く実施細則の制定により、さらに詳しく制度化

された。 

3 タスクチームに基づいた

プロジェクト運営 

計画投資省は、プロジェクト実施に向けて計画投資省評価局、計画投

資省計画局、計画投資省国際協力局の 3 局の調整を行う必要があっ

た。このため、計画投資省の副大臣をプロジェクトディレクターとして各局

の局長及び副局長をメンバーとするプロジェクト運営委員会を設置し、プ

ロジェクトの運営を行った。また、研修やマニュアルの改訂、公共投資法
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や実施細則のドラフト作成、自己評価など、個々のタスクについて横断

的なタスクチームを形成しプロジェクトの実施を効果的に行った。これによ

り、計画投資省の職員の広範なプロジェクトへの参加を確保することがで

きた。 

4 研 修 と 実 施 訓 練

（OJT）の組合せに

よる能力開発 

プロジェクトでは公共投資事業監理の手法や書式の使い方について県

や主な省庁に研修を行った。この研修は、実際の公共投資事業の計画

作成や審査のプロセスで実地訓練（OJT）による指導と組み合わせた

ことにより、能力強化が効果的に行われた。 

5 プロジェクトへの鍵とな

る人材の継続的なか

かわりとコミットメント 

プロジェクトディレクターである計画投資省の副大臣や運営委員会のメン

バー、トレーナーなどの鍵となる人材には PCAP の初めからかかわっている

人材が多く残っていた。これらの人材がプロジェクトに継続的にかかわり、

高いコミットメントをもっていたことが円滑なプロジェクト実施につながった。 

 フェーズ 3 (3) 内容 

1 新しい取り組みにおけ

る法的支援の重要性 

新しい取り組みや新しいツールを実際に実務の現場で活用するときに

は、政府文書をタイムリーに発出して、活用を義務付けることが重要であ

る。 

2 国の文脈に基づいた

仕組みの開発プロセス 

新しい取り組みや新しいツールをパイロット組織で試験的に活用し、その

プロセスをモニターして、それらの有効性を検証した。この開発プロセス

は、その国の文脈を反映させた新しい取り組みやツールを開発するために

適切なプロセスである。 
注 1：出所 JICA (2007) PCAP 終了時評価調査報告書 

注 2：出所 JICA (2011) PCAP2 修了時評価調査報告書 
注 3：出所 JICA (2015) PCAP3 修了時評価調査報告書 
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2. マラウイ 
JICA は、2009 年 10 月から 2 フェーズ 8 年間にわたり、マラウイで公共投資管

理の技術協力事業を実施しました。2 フェーズとも事実上同じテーマに基づき、

同じカウンターパート機関を対象として実施しているため、この事例集では、

これらをひとつの技術協力の流れとして説明します。 

 

2.1 技術協力の背景 

マラウイは、マラウイ成長開発戦略（Malawi Growth and Development Strategy: 

MGDS）を策定し、持続的経済成長やインフラ整備を通じた貧困の削減を目指し

ています。戦略実現のためには、開発資源を MGDS の重点分野に効率的に活用

することが不可欠です。このため、開発計画協力省は 5 年間の公共セクター投

資プログラム（Public Sector Investment Program: PSIP）を策定し、公共投資事業

を管理しています。プロジェクト開始当時、開発計画協力省は、セクター省庁

が作成した公共投資事業のプロポーザルを審査し、年度公共セクター投資プロ

グラムを策定した後に、財務省と協議を行い、年度開発予算を確定することに

なっていました。しかしながら、開発計画協力省が使用していた審査マニュア

ルがアップデートされておらず、他の省庁との連携が不足していました。また、

職員が不足していることから、効果的な公共セクター投資プログラムが策定さ

れているとは言い難い状況でした。このような背景から、JICA は、2009年 7月

から 2011 年 7 月にかけて、公共投資計画能力向上プロジェクト（Capacity 

Enhancement for Public Sector Investment Program: CEPSIP1）を実施しました。こ

のプロジェクトは、開発計画協力省をカウンターパート機関として、同省の開

発計画・運営・管理能力の向上と情報管理システムの強化を通じて公共セクタ

ー投資プログラム策定プロセスを強化することを目的としています。CEPSIP1

では、主に新規に申請される公共投資事業を対象としました。2013 年 3 月から

2017 年 9 月まで実施された公共投資計画能力向上プロジェクトフェーズ II

（CEPSIP2）では、公共セクター投資プログラムの 8割を占める継続事業まで対

象を拡大して実施しました。 
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2.2 技術協力の大枠と成果 

以下の表は、各フェーズの上位目標、プロジェクト目標、成果を一覧にしたも

のです。 

 

表 2-1  支援の概要（マラウイ） 

フェーズ１ 
公共投資計画策定能力向上プロジェクト（CEPSIP1） 

期間：2009 年 7 月～2011年 7 月（2 年 1 ヵ月） 

 上位目標 公共セクター投資プログラム（PSIP）プロセスが、マラウイ政府内の開発・予算

システムに組み込まれ、開発リソースが効率的に活用される。 

プロジェクト目標 PSIP プロセスにおける開発計画・協力省（Ministry of Development 

Planning and Cooperation: MoDPC）の（開発計画・運営・管理）能力

が強化される。 

成  果 1) MoDPC がライン省庁を含めた関係者に対して PPM（Programme and 

Project Management）の指導ができるようになる。 

2) PSIP 情報管理システムが強化される。 

フェーズ２ 
公共投資計画策定能力向上プロジェクトフェーズ II（CEPSIP2） 

期間：2013 年 4 月～2017年 9 月（4 年 6 ヵ月） 

 上位目標 開発プロジェクトサイクルが効率的、効果的になる。 

プロジェクト目標 公共財政経済管理の枠組みの中で公共セクター投資プログラム（PSIP）がよ

り効率的かつ調和的に運用される。 

成  果 1) 公共セクター投資プログラム（PSIP）情報管理システムのデータベース、マニ

ュアル、ハンドブック等が改善される（特に、継続事業の実施パフォーマンス

を考慮した審査に関して）。 

2) 公共セクター投資プログラム（PSIP）プロセスとセクター省庁・財務省予算局

の開発事業の計画・予算プロセスがより調和する。 

3) 公共セクター投資プログラム（PSIP）ユニットセクター省庁が、改善された公

共セクター投資プログラム（PSIP）に係るデータベース、マニュアル、ハンドブ

ックを活用する能力を獲得する。 

出所：JICA（2009）CEPSIP 案件概要表、JICA（2016）CEPSIP2 終了時評価 
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図 2-1  支援の概要（マラウイ）フェーズ 1 
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図 2-2  支援の概要（マラウイ）フェーズ 2 

 

各フェーズの終了時点で、以下の表のとおり成果の達成度合いが確認されまし

た。 

 

表 2-2  支援の成果（マラウイ） 

フェーズ 各成果の達成度合い（概要） 

フェーズ１ 公共セクター投資プログラム（PSIP）業務手順の改善、ウェブを利用したデータベースの

構築、各種マニュアル作成、関連省庁との連携強化等に取り組んだ。その結果、セクター

省庁からの事業プロポーザルの内容及び提出期日に改善がみられたほか、PSIP の承認

を得ない開発予算が減少するなど、PSIP は開発事業の準備、計画、予算化のプロセス

としてより適切に機能するようになった。 

フェーズ２ プロジェクト開始前は、PSIP プロセスの根幹となる PSIP 案件審査に必要な案件情報が

セクター省庁から集まっていなかった。プロジェクトの活動を通じて、毎年一定の質が確保さ

れた案件情報が PSIP データベースに保管され、この情報に基づいて一定基準での審査

が行われるようになった。PDM上では、PSIP案件情報の期限までの提出率（PSIP コン

プライアンス）を測るプロジェクト目標指標 2 が 81%と、目標値の 90%に今一つ追い付

かなかった。しかしながら、案件情報の質が格段に向上し、セクター省庁とのコミュニケーシ

ョンも緊密になっているので、PSIP プロセス全体としては大きな流れが出来た。 

出所：JICA（2012）CEPSIP2 詳細設計調査報告書、JICA（2017）CEPSIP2 業務完了報告書 
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2.3 技術協力からの教訓 

フェーズ 2 終了時評価報告書と完了報告書において、以下の教訓が示されてい

ます。 

表 2-3  教訓の概要（マラウイ） 

終了時評価報告書に記載された教訓（1） 

1 現地事情に合わせ

たシステム開発 

本プロジェクトでは、PSIP データベースの構築が成果の一部となっており、同

データベースを基にして、公共財政管理の枠組みの中で PSIP プロセスの効

率的・調和的運用がプロジェクト目標となっている。一般的に途上国におけ

るデータベースの構築は、相手国側の情報技術（ Information 

Technology: IT）インフラ整備状況、カウンターパートの技術力、維持管

理にかかる財政負担などにより、持続的な成果を残すことが容易ではない。

しかし、本プロジェクトでは、マラウイの PSIP のプロポーザルや審査状況に合

わせて、カウンターパートのみならず多様な関係者のニーズにきめ細かく対応

する形で、求められるデータベースを時間をかけて構築してきたことがデータベ

ースの有用性につながっている。また、実際に毎年の PSIP プロセスに合わせ

て構築したデータベースを活用し、そこから見えてきたニーズ・課題を反映する

形でデータベースを再構築してきたこともデータベースの使い勝手につながって

いる。さらに、一義的には PSIP のためのデータベースでありながら、そこから得

られる情報を他の省庁（大統領府や会計検査院）の他の目的で活用す

るメリット感を出していることも同データベースの有用性につながっている。こう

した真に相手側のニーズや技術力に合ったデータベースとすることで、カウンタ

ーパート省庁のみならず e-Government 部という相手国政府全体として

維持管理を検討する体制がとられることにより、データベースの持続性が最大

限確保されることとなった。 

 

2 寄り添い型による効

果的・効率的支援

体制の構築 

PSIP プロセスというカウンターパート機関のみならず、予算局やセクター省庁

を含めた多様な機関が関与して初めて成り立つ仕組みを強化するには、関

係機関間の調整メカニズムが極めて重要になる。一般的に中央省庁・部局

間の調整は会議やワークショップによりなされることが多いが、このための経費

や時間がボトルネックとなり、調整がスムーズにいかないといった課題がある。

本プロジェクトでは、できる限り会議やワークショップを減らし、PSIP ユニットの

スタッフが直接セクター省庁に出向いて PSIP プロポーザルの作成指導をした

り、予算局との交渉を行ったりしてきた。こうした方策により、会議やワークショ

ップにかかる予算は節約され、より高い効果が現れた。中央省庁のほとんどの

庁舎がCapital Hillという一定区域内に存在するマラウイならではであるが、

技術的にも予算的にも持続的な調整・支援体制を残す意味では、こうした

会議やワークショップのみに頼らない方策を残す意義は大きい。 

 

3 外的要因をプロジェ

クト・デザインに内部

化することで醸成で

きる、プロジェクトに

対する幅広い認知 

プロジェクトでは、マラウイの公共財政経済管理の枠組みの一つである PSIP

による、他の枠組みを擁する施策との連携促進の模索を通して、枠組みを

調和化するための環境整備に取り組んだ。例えば、「プロジェクト財務管理

情報ツール（Public Financial Management- Information Tool: 

PFM-IT）」の設計・普及に会計局や中央内部監査ユニットと連携したり、

PSIP データベースと予算局が管理する「統合財政管理情報システム

（ Integrated Financial Management Information System: 
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IFMIS）」や債務援助管理局が管理する「援助管理プラットフォーム（Aid 

Management Platform: AMP）」との連携を検討したりした。プロジェク

トの悲願であった IFMIS との連携については、試行接続の設計と、4桁の統

一プロジェクトコードの使用を合意するまで達成した。狭義のプロジェクト・デ

ザイン・マトリックス（Project Design Matrix: PDM）の考え方では、

PSIP ユニットの所掌の外にある部局/体系側との歩み寄りを、外的要因とし

て対応を控えることもできた。しかしながら、本プロジェクトでは、これをプロジェ

クトの課題を根本的に解決するために不可欠な課題と位置づけ、敢えて「外

的要因との調和の確保」に取り組んだ。視野を広げて取り組んだプロジェクト

の働きかけの結果、「マラウイの全ての開発プロジェクトは PSIP を経由して策

定されるべきであり、PSIP プロセスはマラウイの開発プロジェクトの戦略的な

計画・管理ツールにふさわしい『国の仕組み』である」という認知を、ステークホ

ルダーの間で広く醸成することができた。 

 

業務完了報告書に記載された教訓（2） 

1 カウンターパートの

ニーズに合わせた

第三国研修を視

察型から研修型

への変更 

本プロジェクトの当初計画では、アフリカの第三国での研修を視察型で実施

する想定であった。しかしながら、カウンターパートは、視察型よりもプロジェクト

審査・プロジェクト管理に係る講習に参加したい、できれば人事局で実績と

認められるような研修機関が開催する認定研修コースにしてほしい、と提案

してきた。第三国研修も、カウンターパートの経歴やレベル、協力内容によっ

て、視察型だけでなく、今回のように手法を学ぶ講習型も視野に入れた方

が、プロジェクトの成果に寄与する度合いが大きいこともある。特にマラウイ政

府の場合は、以前に実施されていたエコノミスト職員の新人研修、中堅職

員への研修の実施が途絶えていたこともあり、このような講習型研修へのニー

ズが高かった。本プロジェクトでは、研修結果をプロジェクトの活動に結び付け

てもらうため、第三国研修に派遣する各カウンターパートメンバーと覚書を締

結し、研修目的の確認、研修成果を帰国後にプロジェクト活動にどう役立て

るかをまとめた Action Plan の作成、研修報告書の提出を約束させる、とい

う工夫をした。このように視察型ではなく、講習型の研修を実施する場合は、

事前にカウンターパートの研修ニーズ・アセスメントを行うと共に、第三国の研

修機関の情報を幅広く集めることが必要となる。 

 

2 先方政府の予算

規模に合わせた活

動形態の調整 

プロジェクトの終了が近づいたら、持続性を考えて先方政府の予算規模に沿

った形での作業に移行していくのが望ましい。例えば、研修等、特に予算規

模が大きい作業は、回数を減らしたり、小規模化して既存の会議室を利用

したり、訪問型ガイダンスに切り替えることで代替可能である。 

 

3 先方政府の自助

努力の引き出し

方 

PFM-IT は、プロジェクトが扱う主要ツールではなく、補助ツールという位置づ

けであった。このため、興味を示した省庁に対して、プロジェクト専門家やスタ

ッフが出張してお金をかけずに研修を行い、その範囲でできる普及をするとい

う姿勢を保持してきた。その結果、ツールが当該組織に真に有効な装置であ

るかぎり、時間に余裕を持って辛抱強く働きかければ、プロジェクトが提供する

技能・ツールの普及について、各省が研修開催費用を別途に捻出してでもツ

ール活用への道筋をつける、という自助努力につながることが分かった。

PFM-IT の研修は、2015 年 12月に大統領内閣府が自主開催したことを

発端に、2016 年 3 月には、農業省次官の支持のもとで、同省の予算を支

出して開催された。 
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4 システム導入と受

入能力のアセスメ

ント 

IT 支援に関しては、カウンターパート個人の IT 技能レベル、政府全体で政

府内ネットワーク（Government Wide Area Network: GWAN）など

IT環境を維持管理できる能力・財務的な体力があるのかなど、総合的に評

価した上で、どのレベルのツールを導入するかを判断することが重要である。

例えば、マラウイ政府の場合、IFMISという大きなソフトウェアは個人の IT技

能レベル、政府全体の IT環境能力・財務的な体力を明らかに超えているも

ので、政府管理が困難であり、システム導入・カスタマイズに係る外注費用の

みならず、その維持費用も継続的に発生する。また、そのシステムをフルに活

用・定着させるには今後かなり長い時間を要すると思われる。一方、PSIP デ

ータベースはカウンターパート個人の IT 技能レベルは適正に評価して開発し

ているが、政府全体で共通に利用するネットワークインフラ GWANは安定性

や性能に問題があり、それを維持管理する能力・財務的な体力も不充分で

あることがわかっていた。本プロジェクトではその状況を見越した改善策を打ち

出してきた（Excel テンプレートの導入など）が、GWAN の稼働率は予想

以上に悪く、PSIP データベースを十分に利用することが困難になったことか

ら、政府の GWAN 環境整備計画を加速化するよう、再三アピールしてき

た。IT 支援でシステムを導入する場合は、政府管理体制を整え、実際的に

必要となる技術レベルとのバランスも十分検討すべきである。大規模システム

とは別に、会計等の個別管理に有効な作業ツール（例えば、PFM-IT）

も、必要性と普及可能性の観点で採用の可否を判断することが肝要であ

る。 

 

5 出口戦略を念頭

に置いた技術移

転とカウンターパー

ト主導へのシフト 

技術移転はプロジェクト前半では懇切丁寧に実施し、後半徐々にカウンター

パート主導を念頭においた技術移転に切替え、最後はプロジェクト終了に向

け専門家はあくまで助言に徹することが理想である。とはいえ、実際にはプロ

ジェクト終了後専門家不在となった場合を想定して、カウンターパートが専門

家に依存せず主体的に業務を行うことはやはり至難の業である。何故なら問

題が発生した時、専門家に解答を得ることが最も容易であるためである。た

だし背景や理由を伴わずに得た安易な解決法は、今後専門家不在の維持

管理において問題が発生した時に応用が効かない。解決法の１つとして、プ

ロジェクト最終年度は技術移転や実地訓練（On-the-Job Training: 

OJT）において、直接専門家が解答を示したり手を下す技術移転をなるべ

く改めて、参照すべきマニュアルの箇所を示したり、類似の不具合解消の事

例を紹介するなどの直接的サポートから間接的な支援実施を心がけて行くこ

とが有効である。また完璧な成果を期待せず、失敗も含めて結果を許容し、

業務に支障がある場合以外は次回の改善点として指摘するに留めるのが良

い。カウンターパートが自ら失敗から得た教訓こそが、カウンターパート主導の

維持管理を実現する上でまさに貴重な知識と体験となるであろう。 

 

6 データベースの利

活用深化に合わ

せた IT 専門家の

要員計画 

マラウイ側は ITシステムの利活用経験が極端に少ないこともあり、PSIPデー

タベースに対する改善要望を聞いても、当初はなかなか意見がなかった。しか

しながら、プロジェクトの終盤にようやく IT システムの利活用に関する意見が

活発に提出されるようになった。これは実際に改善後のシステムを数年間利

活用して、業務プロセスの改善や業務の質向上が実感された後に、ようやく

改善のイメージが描けるようになったためだと思われる。IT システム改善は、

後半に専門家のアサインを厚くして、遅れて提出されるカウンターパートの要

望にも答えられる体制にすることも検討すべきである。 
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7 他の JICA 協力

（セクター省庁派

遣専門家・技術

協力 プ ロ ジ ェ ク

ト）との連携によ

る相乗効果 

本プロジェクト専門家は、特定セクターを支援する他の JICAプロジェクトに対

して専門家連絡会議や JICA マラウイ事務所からの要請を受けて個別プロ

ジェクト（シレ川中流域における農民による流域保全活動推進プロジェク

ト、ザラニヤマ森林保護区の持続的な保全管理プロジェクト）の専門家に

対してPSIPやマラウイ政府予算プロセスの説明を行ってきた。他方で、JICA

専門家が所属する省庁が自らプロジェクト等の事業を形成・計画し、それを

専門家が支援する場合には、同専門家が PSIP プロセスと計画方法、申請

について理解しつつ支援することが必要であり有効でもある。本プロジェクトで

は農業灌漑水開発省の水開発局に属する JICA アドバイザー型専門家に

対し、当プロジェクト専門家が連携して、詳細に PSIP プロセスを説明するの

みならず、水開発局が作成するプロジェクト計画内容に対しても詳細に確

認・助言する機会があった。これは JICA マラウイ事務所の担当職員の判断

で両者を紹介したことから始まり、その後専門家間で連携を強化するに至っ

たものである。特に PSIP では、申請される新規プロジェクトの情報の質がどう

であるかが、その後に継続実施する際にも重要であることから、本プロジェクト

専門家は特に新規の案件形成について支援してきた。水開発局の事例は、

既存案件を修正して新規案件として変更提案する作業であり、新規計画

作成とは異なるものの、同様の意義があったため積極的に関与した。結果と

して、先方のアドバイザー型 JICA専門家の PSIP理解が深まり、所属省庁

に対する支援が PSIP 理解に基づいて充実する様子が見られた。本件は、

JICA協力間のシナジー効果の好事例と思料される。 

 

8 JICA 協力終了

後の事業継続性

持続性と PSIP 

JICA がマラウイで実施する大半の開発協力事業は、終了後、相手国政府

にその事業継続性を求めるものである。事業継続性を支える資金源は、二

つに大別される。JICA プロジェクトで投入・技術移転されたものを相手国が

維持・管理する場合は、相手国の経常予算によって行う。他方、JICA プロ

ジェクトがパイロット事業を行い、その成果をプロジェクト終了後に全国展開・

普及する場合は、開発事業自体の継続となるため、相手国の開発予算に

よって実施される。後者の場合、PSIP を抜きにして事業継続性は担保され

ないことになる。実施協議合意書（Record of Disucssion: R/D）で持

続的作業を求める場合、どのような開発援助事業でも、相手国予算プロセ

スに密接にかかわるため、それら諸事情を踏まえて、事業継続を担保する必

要がある。特に開発的要素がある事業継続を相手国に求める場合は、

PSIPプロセスを理解し、出来るだけ直接に関与して、当該省庁の予算策定

プロセスを強化しておくことが、JICA事業にとっても有効と考える。 

 

9 公共財政管理

（Public 

Financial 

Management: 

PFM）協力とプレ

ゼンス確保の重要

性 

個々の PFM 改善の取り組みは相互に関連する事項が多い。このため、

PFM協力を行う場合、関連する他の取り組みが当該協力に与える影響をフ

ォローしつつ調整していく必要がある。時には相互に矛盾する取り組みが他の

ドナーによる協力で導入されることがあっても、受入国政府はそれに気がつか

ず、或いは調整する能力がないまま、受け入れていることがある。マラウイのよ

うに PFM 改善の取り組みでドナーの意向が受入国政府に大きな影響を与

える状況では、受入国政府側と一体となって協力を進めるプロジェクト専門

家に、他ドナーが支援する他の取り組みとの調整を任せるだけではなく、ドナ

ー間で JICA 協力のプレゼンスを確保し、他ドナーによる協力によって負の影

響を受けないよう、ある意味で戦っていくことが必要になる。そのためには

JICA 事務所の協力を得ながら、ドナー会合やセクター会合に参加して

JICA 協力について発信することが重要になる。マラウイでの事例は次の三点
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である。(i)CEPSIPII の開始当初、プログラム基準予算（Programme 

Based Budgeting: PBB）を導入するので PSIP は不要になるとの議論

が予算局より投げかけられた。PBB 導入を支援するドナーはマラウイの予算

策定の経緯や実態を分析しないまま、PBB という部分だけを持ち込もうとし

ていたので、プロジェクト専門家はこれらを調査し、PSIP と PBB の関連を提

示しながら予算局と数年間議論し、PBB 支援のドナーや米国専門家とも協

議を重ね、ドナー会合でも考えを発表した。その結果、PBB と PSIP 両者併

存の形に落ち着いた。(ii)2014 年に発行された、ドナーによる開発協力の

原則を規定する開発協力戦略（ Development Cooperation 

Strategy: DCS）（2014-18）の中に、ドナー支援案件の PSIP コンプ

ライアンスを高めるため、PSIP を国家の制度として位置づけ、PSIP カレンダ

ーを盛り込みたいとの要望を DCS 事務局に伝えた。当初要望を伝えても無

反応であった同事務局が、本プロジェクトでの技術レベルの啓蒙と併行して、

所長クラスが招待される開発協力グループ会合での DCS ドラフト協議の際

に、JICA 事務所長から PSIP を盛り込むことの重要性を訴えていただいた。

その結果、無事に PSIP についての記述が盛り込まれ、PSIP カレンダーも

DCS の添付資料としてフルに組み込まれることとなった。(iii)本プロジェクトで

は、プロジェクトの前半は専門家がマラウイ政府とドナー協議の場である公共

財政経済管理（Public Financial and Economic Management: 

PFEM）会合に出席していた。他ドナーは財務大臣が議長を務める財政経

済 管 理 グ ル ー プ （ Group of Financial and Economic 

Management: GFEM）Meeting に所長クラスが積極的に参加してい

た。キャッシュゲート事件後、GFEM 会合のみが開催され、PFEM 会合は開

催されない時期がしばらく続き、専門家が参加できずにいた後、財務省から

共有された PFM 分野のドナー協力リストを確認したところ、本プロジェクトが

掲載されていなかった。その時には JICA 事務所から財務省の次官にアポを

取ってもらい、プロジェクトの説明を行って、プレゼンスを確保した。本プロジェク

トの場合、元々別の省であった旧財務省と旧経済計画開発省の内、後者

が直接のカウンターパートである一方、PFM 分野のセクター協議は前者が中

心、時には前者のみで進む場合が多いので、その影響を受けやすかったとい

う要因もある。 

 

注 1：出所：JICA (2016) CEPSIPII 終了時評価報告書 

注 2：出所：JICA (2017) CEPSIPII PSIP 業務完了報告書 
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3. インドネシア 
インドネシアにおける公共投資管理の JICA技術協力事業は、業績予算制度の構

築と定着を目指して 2011 年から 2017 年の間に 2 フェーズで実施されました。

ここでは、2つのフェーズを合わせて概説します。 

 

3.1 技術協力の背景 

JICA が 2010 年 12 月に実施した詳細計画策定調査の報告書に従い、支援の内容

や対象の妥当性について、以下の表のように整理しました。また、支援の焦点

である「中期支出枠組み（Medium-Term Expenditure Framework: MTEF）下にお

ける業績予算（Performance-Based Budgeting: PBB）」（以下 PBB／MTEFとする）

の導入と実施に関する課題について、表にまとめました。 

 

表 3-1  確認事項（インドネシア） 

項目 内容 

業績予算

（PBB）運用に

ついての支援の必

要性 

国家開発計画庁職員の経験は、プロジェクトレベルのインプットベースの考えに基

づいている。このため、中期支出枠組み（MTEF）のもとでのアウトカムやアウトプ

ットベースの考えに基づいた取り組みは、新しい試みである。2010 年時点で、業

績予算（PBB）や中期支出枠組み（MTEF）に関する能力向上が必要であ

ると判断した。 

財務省と国家開

発計画庁の役割

分担 

予算システム改革の下、開発予算と経常予算を一元的に管理する方向で調整

が進められている。この潮流の中、国家開発計画庁が、開発予算と省庁への補

助金の配分案作成を担当し、予算配分の効率性を管理、財務省が経常予算を

含めた予算全体の執行におけるコスト面の効率性を管理するという役割分担にな

っている。従って、2010 年時点で、国家開発計画庁が開発資金配分の実質的

な役割を担っており、技術協力の対象とすることの妥当性を確認した。 

地方政府への支

援の可能性 

国家予算の 6 割は地方に移転されることから、地方政府全体の予算規模は、中

央政府よりも大きい。地方政府では、中央政府と同様の業績予算・中期支出枠

組み（PBB／MTEF）を導入することになっている。ただし、地方政府の行政能

力は不十分であり、業績予算・中期支出枠組み（PBB／MTEF）の概念の理

解についても進んでいない。従って、2010 年の時点で、地方政府への支援は時

期尚早と判断された。 

セクター省庁への

支援の可能性 

2010 年時点で、関連省庁への支援は時期尚早と判断された。 

他ドナー支援との

役割分担 

業績予算・中期支出枠組み（PBB／MTEF）に関連して、世界銀行とオースト

ラ リ ア 国 際 開 発 庁 （ Australian Agency for International 

Development: AusAID）が財務省に対する支援を実施している。 

ドナー間の情報共有を通じて、JICA は予算システム改革に関して国家開発計画

庁と財務省の間の連係が深められるように側面支援していくことを、世界銀行・

AusAID と合意した。 

出所：JICA（2010）PBB詳細計画策定調査 
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表 3-2  業績予算・中期支出枠組み（PBB／MTEF）導入に関する課題（2010 年時点） 

項目 内容 

キャパシティの不

足 

国家開発計画庁には、他省庁、地方政府に対して業績予算・中期支出枠組み

（PBB／MTEF）に関して指導できるだけの知識と能力を持つ職員が不足してい

る。業績予算・中期支出枠組み（PBB／MTEF）を効果的なものとするためには、

知識だけではなく、意識の変化が必要。 

作業の困難さ 

 

業績のモニタリングに関する、データの収集と分析能力、結果を反映させるプロセス、タ

イミングの確立の難しさ。民間部門の開発目標への貢献度の測定と設定の難しさ。セ

クター横断的課題のプログラム化、指標設定、モニタリングの難しさ。 

省庁における役

割と認識のずれ 

 

業績予算・中期支出枠組み（PBB／MTEF）の枠組みの中で活動計画立案と予

算配分を行う必要があるが、実際には、各省庁の予算編成担当者が中期支出枠組

みと年次予算枠組みの内容的な結びつきさえ考慮できてない事実がある。 

モニタリング・評価

の課題 

評価をどう行うべきか、明確に設定されていない。国家開発計画庁の評価能力、省

庁への指導が不足している。 

特別補助金の

課題 

特別補助金（Special Allocation Fund: DAK)はセクター別に設定された補助金

であり、国家予算の約 15％を占める。中央省庁には、地方政府の財政状況や補助

金の使用状況をモニタリングする能力が不足している。 

地方政府レベル

でのPBB/MTEF

の導入の課題 

中期国家開発計画と地方の開発計画との間の整合性が確保されていない。 

地方政府の予算編成はインプットベースの考えが支配的であり、アウトプット・アウトカ

ムベースに基づく業績予算・中期支出枠組み（PBB／MTEF）の導入は尚早。 

省庁間の連係の

課題 

国家開発計画庁と財務省との連携が不可欠。2010 年時点では、2009 年のマニュ

アルの共同作成を通じて、関係は良好。 

出所：JICA（2010）PBB詳細計画策定調査 

 

 

3.2 技術協力の大枠と成果 

上述の公共投資管理制度の調査から抽出された課題に取り組むため、JICA は

2010 年 5 月に技術協力「業績評価に基づく予算編成能力向上プロジェクト」

（Planning and Budgeting Reform for the Performance-Based Budgeting (PBB) System 

Implementation in Indonesia）を開始しました。このプロジェクトは、2017年 11

月まで 2 つのフェーズに分けて実施されました。いずれのフェーズもカウンタ

ーパート機関は国家開発計画庁です。PBB フェーズ 1 とフェーズ 2 のプロジェ

クト・デザインは以下の表のとおりです。 

 

表 3-3  支援の概要（インドネシア） 

フェーズ１ 期間：2010 年 5 月～2014年 2 月（3 年 10 ヵ月） 

 上位目標 インドネシア政府において、業績に基づいた予算編成及び中期支出枠組みのシ

ステムのもとで、国家開発計画庁による予算案の策定が適切になされるようにな

る。 

プロジェクト目標 国家開発計画庁職員が、中期支出枠組みのもとで、業績評価結果と国家優

先課題に基づく各省庁への開発予算案の策定に関して具体的手法を獲得す

る。 

成  果 国家開発計画庁職員が、業績評価結果と国家優先課題に基づいた予算編成
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のノウハウを習得する。 

 

[指標] 

国家開発計画庁職員の： 

1）業績指標/ターゲット設定、 

2）評価方法/実践、 

3）業績評価結果に基づく予算配分、 

4）新規事業提案評価、に関わる理解度とその質 

フェーズ２ 期間：2014 年 9 月～2017年 11 月（3 年３か月） 

 上位目標 インドネシアにおいて業績予算の実施がより一層促進される。 

プロジェクト目標 国家計画・予算策定改革に関する枠組みがより一層強化される。 

 

成  果 成果 1：選定されたライン省庁において、リザルト・チェーンと重要業績評価指標

（Key Performance Indicators: KPI）の質が向上する。 

成果 2：予算要求書の質の向上のための仕組みが強化される。 

成果 3：国家開発計画庁と財務省において予算査定の質の向上のための仕

組みが強化される。 

成果 4：予算配賦及び予算執行の効率性の改善に係る経験及び教訓が関

係者間で共有される。 

成果 5：業績予算の更なる実施のための枠組みづくりが促進される。 

出所：JICA（2013）PBB フェーズ 1 終了時評価報告書､ JICA（2017）PBB フェーズ 2 業務完了報告書 
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図 3-1  支援の概要（インドネシア）フェーズ 1 
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図 3-2  支援の概要（インドネシア）フェーズ 2 
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フェーズ 1のプロジェクト終了時点の成果は、以下の表のとおりです。 

 

表 3-4  支援の成果（フェーズ 1）（インドネシア） 

 成果（PDM） プロジェクト実施後 

成果 国家開発計画庁職員が、業績評価結果と国家優先課題に基づいた予算編成のノウハウ

を習得する。 

指標1 業績指標/ターゲット

設定 

国家開発計画庁評価局職員は、業績指標の設定・評価に関す

る理解を深めた。評価局は、次期中期計画の指標設定マニュア

ル（案）を策定した。 

指標2 評価方法/実践 国家開発計画庁予算配賦局職員は、予算編成作業における、

レーティング手法を用いた評価手法の理解を深めた。予算配賦

局は、セクター省庁の政策自己評価ガイドライン（案）を策定し

た。 

地方政府への業績予算・中期支出枠組み（PBB／MTEF）

普及活動が行われた。 

指標3 業績評価結果に基づ

く予算配分 

国家開発計画庁予算配賦局職員は、業績情報提供型業績

予算（PBB）の考え方に基づき、業績評価結果を含め、セクタ

ー間、中央・地方間の予算配賦の際に考慮するべき事項につい

て理解を深めた。 

予算見積りに関する知識を高めた。 

指標4 新規事業提案評価に

関わる理解度とその質 

国家家開発計画庁予算配賦局職員は、新規予算要求書の評

価について理解を深めた。 

出所：JICA（2013）PBB フェーズ 1 終了時評価報告書 

 

フェーズ 2 各成果について、プロジェクト前の課題と終了後の成果は、以下の

表のとおりです。 

表 3-5  支援の成果（フェーズ 2）（インドネシア） 

成果（PDM） プロジェクト実施前 プロジェクト実施後 

【成果1】 

選定されたライン省庁において、

リザルト・チェーンとKPIの質が向

上する。 

省庁の年次計画書において、ア

ウトプットとアウトカムの設定が標

準化されておらず不適切であっ

た。リザルト・チェーンが確認でき

る状態ではなかった。KPI の設

定が不適切であった。 

省庁の年次計画レベルにあたる

アウトプットの記述について、財

務省が標準化を実施、国家開

発計画庁が採用。アウトカム記

述の標準化は、同プロジェクト専

門家チームからは国家開発計

画庁に提案、協議中。重要業

績評価指標（KPI）の設定方

法は、同プロジェクト専門家チー

ム作成のガイドラインに基づい

て、国家開発計画庁が公文書

を発出。 

【成果2】 

予算要求書の質の向上のため

の仕組みが強化される。 

財政難により新規事業（New 

Initiatives）の予算要求は停

止状態にあった。新規事業

（New Initiatives）以外の

予算要求制度が未整備であっ

同プロジェクト専門家チーム作

成のガイドラインを参考に、国家

優先事項への貢献度を示しな

がら予算請求をする仕組みが

構築された。 
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成果（PDM） プロジェクト実施前 プロジェクト実施後 

た。 

【成果3】 

国家開発計画庁と財務省にお

いて予算査定の質の向上のた

めの仕組みが強化される。 

国家開発計画庁と財務省の関

係は疎遠であり、新規事業以

外の予算要求制度を構築する

ための協議が途絶えていた。 

計画策定と予算編成プロセスの

統 合 を 進 め る 大 統 領 令

（PP17 2017）が発出され

た。 

【成果4】 

予算配賦及び予算執行の効率

性の改善に係る経験及び教訓

が関係者間で共有される。 

諸外国の業績予算の経験は、

中央政府関係者に、十分に共

有されていなかった。中央政府

での業績予算の取り組みや経

験が、地方政府に十分に共有

されていなかった。 

諸外国の業績予算の経験や教

訓が、中央政府関係者と共有

された。州政府への普及、情報

共有はなされなかった。 

【成果5】 

業績予算の更なる実施のため

の枠組みづくりが促進される。 

業績のモニタリングは定期的に

実施されていた。しかし、モニタリ

ングの結果が計画策定に活用さ

れる仕組みになってなかった。 

プロジェクト中、計画とモニタリン

グ・評価プロセスの統合を支援、

ただし、目に見える成果はなかっ

た。国家開発計画庁大臣は、

統合に積極的である。 

出所：JICA（2017）PBB フェーズ 2 業務完了報告書  
 

 

3.3 協力事業からの教訓 

 

同プロジェクトの経験に基づく教訓を、以下の表にまとめました。 

 

表 3-6  教訓の概要（フェーズ 1）（インドネシア） 

PBB アプローチのあり方について 

1 PBB 導入に

係るコンテク

ストの重要

性 

本プロジェクトの成果はインドネシアにおける業績予算（PBB）を必要とする背景が

多分に影響している。近年インドネシア中央政府は各省からの増分主義的な予算

要求が、財政規律を確保する上で懸案となっていた。また地方分権が進展し、地方

における財政規律の確保も重要な課題として認識されている。財政規律に関するイ

ンドネシア中央政府の危機意識がPBBの実施促進に重要な影響を与えている。 

2 当該国に合

致した PBB

とロードマップ

に基づ く 漸

進的導入の

必要性 

PBBは１）提示型、２）業績情報提供型、３）直接型など、様々な形態があ

る。このため、何が為されるべきか（what should be done）、何が実際にできる

のか（what can be done）、を踏まえた上で適切な形態のPBBを選定する必要

がある。また、支援ドナー側においては当該国が何を望んでいるか（what is 

demanded locally）を踏まえる必要がある。また、PBBの導入にあたってはロード

マップを改定し、各段階におけるPBBの適用範囲等を明確化することが重要。更に

PBBの定着化には、内外監査機関、議会、メディアや市民社会らと共に、社会全

体として業績評価の文化を育てる努力も求められる。 

3 評価プロセス

と評価結果

の単純化の

重要性 

本事業で開発したPBB手法は１）業績評価指標の数を絞ったこと、２）レーティン

グシステムを導入したこと、によって評価プロセスと評価結果を単純化し、結果、関係

者のPBBに対する理解促進に貢献し、評価結果を予算配賦に反映させることが可

能であることについて理解を得た。PBBは一見複雑であるため、プロセスと評価結果

の見せ方の「単純化」は、PBBを実施する上で重要。 
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4 能力向上の

対象者と内

容の明確化

の必要性 

PBBの実施にあたっては関係者による十分な実施能力が不可欠である。「誰のどの

ような能力を、何のために」強化する必要があるのかを明確化しておく必要がある。イ

ンドネシアの場合、国家開発計画庁における予算配賦局、評価局、セクター部局の

他、各セクター省庁、内務省及び地方自治体が能力強化の対象といえる。 

本プロジェクトのアプローチについて 

1 「経験共有

型」や「コン

サルテーショ

ン重視型」ア

プローチの有

効性 

インドネシアのようにオーナーシップが高い国に対しては一方的な技術支援ではなく、

第三国の経験共有の機会提供や日常的なコンサルテーション的アプローチが有効で

ある。本事業では専門家チームでPBB手法を開発・提案したが、インドネシア側の適

用にあたっては、本邦や第三国研修等を通じた他国の事例研究や、日々のコンサル

テーションを経てインドネシア側自身が主体的に検討し、その導入を判断した。 

2 予算サイクル

に合致したプ

ロジェクト活

動の重要性 

財政当局は予算編成プロセスに応じて一定期間多忙を極めるため、プロジェクトは

通常の予算サイクルにおけるカウンターパートの作業スケジュールをよく踏まえた上で、

業務量が比較的少ないタイミングをみてプロジェクト活動を計画・実施した。これに加

え、プロジェクトとして2013年からPBBの制度化プロセスを開始する目的をもっていた

こともあり、各年における活動（例：2011年度は手法開発に重点、2012年は経

験共有等に重点等）をタイムリーに実施し、主要な成果を得ることができた。 

出所：JICA（2013）PBB フェーズ 1 終了時評価報告書 
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4. バングラデシュ 
 

4.1 技術協力の背景 

バングラデシュでは、JICA 技術協力事業の開始以前に、世界銀行による公共投

資管理調査と 2012年に JICA「バングラデシュ公共投資事業運営監理に係る基礎

情報収集・確認調査」が実施されました。これらの調査で、以下の 3 つの公共

投資管理の課題が抽出されました。 

 

表 4-1  課題（バングラデシュ） 

項目 内容 

公共投資事業の

形成・事業審査・

承認のプロセスに

かかる課題 

年間 1,000 以上の公共投資事業が実施されている中、事業の申請・承認プロセス

が時間を要し、かつ事業申請書の質にバラつきがあり、改善の余地がある。また、制度

上は、関連省庁から提出された事業申請書に対する事業審査・承認プロセスを明記

した規定が存在する 。しかしながら、関連省庁や計画委員会が確認するべき項目が

標準化されていないために、事業申請書の度々の突き返しや協議項目の重複が見ら

れる。また、承認プロセスを経ても申請の質が改善されず、実施効果が見られない事

業が散見される。 

中期開発計画に

基づく公共投資

の戦略的活用

方法と、年度開

発予算のための

事業優先度選

定方法にかかる

課題 

年度開発予算書に掲載されている事業の多くは、中期開発計画との整合性が不明

確であり、かつ優先事業の選定基準がない。このため、公共投資全体の効果が開発

目標にどの程度どのように貢献しているか不明である。また、財務省は中期予算枠組

み（Medium-Term Budget Framework: MTBF）を通して 3年間のローリング

プランを運用しているのに対して、開発予算は単年度サイクルで運用しているため、戦

略的な事業配置ができていない。さらには、財務省は 14 セクターに基づいて予算計

画を形成しているのに対して、計画省の分類は 17 セクターに分かれており、整理を複

雑化している。 

中期開発計画

及び公共投資

事業のモニタリン

グ評価 

上述の通り、中期開発計画に対して公共投資事業の整合性が不明確なため、その

貢献度合いが見えにくい。これは、公共投資事業が 5 ヵ年計画の目標と乖離してお

り、適切なレベルの指標も設定されてないことに起因している。近年、成果主義的なモ

ニタリング評価の導入を試みているが、進展がみられない。 

出所：JICA（2012）バングラデシュ公共投資事業運営監理に係る基礎情報収集・確認調査の情報を編集 

 

これらの調査で抽出された課題に取り組むため、JICA は 2014年 2月に、技術協

力「公共投資管理システム強化プロジェクト」（Project for Strengthening Public 

Investment Management Systems：SPIMS）を開始し、2018年 6月まで 4年 5カ月

実施しました。 
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4.2 技術協力の大枠と成果 

 

以下の表は、上位目標、プロジェクト目標、成果を一覧にしたものです。 

 

表 4-2  支援の概要（バングラデシュ） 

プロジェクト名 バングラデシュ国公共投資管理強化プロジェクト 2014年 2月～2018年６

月 （4年 5 ヵ月） 

上位目標 公共投資が中長期開発計画における数値目標の達成に効果的に寄与する。 

プロジェクト 

目標 

国家開発計画・財政枠組みとの繋がりが強化される形で公共投資管理能力が

向上する。 

成果 [成果 1] 公共投資管理改革を支える組織として公共投資管理ユニットが正式に設立され

活動している。 

 

[成果 2] 公共投資事業の形成・審査手続が整備され、計画委員会を中心とした政府関

係部署（パイロットセクターの政府機関）の公共投資事業形成・審査能力が強

化される。 

 

[成果 3] 開発計画及び中期予算枠組み（MTBF）・年次予算と整合的な戦略的年次

開発プログラム（Annual Development Programm: ADP）が承認・運用さ

れる。 

 

[成果 4] 開発計画と公共投資事業における実施モニタリング及び評価制度が整備され、

関係部署のモニタリング・評価能力が強化される。 

出所：JICA (2017) SPIMS 終了時評価報告書結果要約表 
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図 4-1  支援の概要（バングラデシュ） 

プロジェクト終了時点で、以下の表のとおり成果の達成度合いが確認されまし

た。 

 

表 4-3  支援の成果（バングラデシュ） 

成果（PDM） 成果概要 

成果 1 公共投資管理改革

を支える組織として公

共投資管理ユニット

が正式に設立され活

動している。 

 財務省が承認した公共財政管理改革戦略（ Public 
Financial Management Reform Strategy）は、本プロジ
ェクトの働き掛けによって PIM 戦略・ロードマップが内包化されて
お り 、 そ の 中 に公共投資管理（ Pubic Investment 
Management: PIM）ユニットの設立も改革アクションのひとつ
として盛り込まれた。 
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成果（PDM） 成果概要 

 PIM ユニット設立の申請が公共行政省に提出された。プロジェク
ト終了時点で検討中。 

 終了時評価時点では、実質的に事業実施ユニット（Project 
Implementation Unit: PIU）が PIM ユニットの機能を担っ
ている。 

成果 2 公共投資事業の形

成・審査手続が整備

され、計画委員会を

中心とした政府関係

部署（パイロットセク

ターの政府機関）の

公共投資事業形成・

審査能力が強化され

る。 

 プロジェクト審査用フォーマットである「省庁レベル事業審査フォー
マット（Ministry Assessment Format: MAF）」と「セクター
レベル事業評価フォーマット（Sector Appraisal Format: 
SAF）」と各々のガイドラインを開発し、ワークショップや研修によ
る検証作業を実施した。その後、計画大臣によって、プロジェクト
審査用フォーマットが承認され、２つのパイロットセクターで活用す
ることが計画委員会と関係省庁に通達された。 

 実証作業プロセスで実施した研修では、計画委員会、省庁/実
施機関の計画担当職員が参加した。 

 計画大臣からパイロットセクターでの MAF/SAF の活用が通達さ
れたことから、計画委員会と関係省庁が MAF/SAF を活用し、
重複作業を減らすことで審査の効率化が期待される。 

成果 3 開発計画及び中期

予算枠組み

（MTBF）・年次予

算と整合的な戦略的

ADP が承認・運用さ

れる 

 セクター戦略書（Sector Strategy Paper：SSP）及び複数
年度投資プログラム（Multi-Year Public Investment 
Programme：MYPIP）策定に向けて、各々のガイドラインが
作成された。SSPに関しては、実証作業プロセスで実施された研
修に関係する計画委員会、省庁/実施機関の計画担当職員
が参加した。MYPIP の研修も事業終了までに関係職員を対象
として研修が実施された。 

 各ガイドラインに基づき、SSP と MYPIP は 2 パイロットセクターを
対象に策定され、ガイドンラインと共に、事業終了までに計画大
臣により承認された。 

 SSP及びMYPIP策定ガイドライン、2パイロットセクターを対象に
作成された SSP・MYPIP には、評価・モニタリングの枠組みが組
み込まれている。よって、評価・モニタリングの枠組みについても、
計画委員会に承認された。 

成果 4 開発計画と公共投

資事業における実施

モニタリング及び評価

制度が整備され、関

係部署のモニタリン

グ・評価能力が強化

される。 
出所：JICA (2017) SPIMS 終了時評価報告書結果要約表、JICA（2018）Project Completion Report

をもとに作成。 
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4.3 協力事業からの教訓 

本件事業での工夫、本件事業から得た教訓について、以下の表にまとめました。 

 

表 4-4  工夫・教訓の概要（バングラデシュ） 

 工夫 説明 

1 “カイゼン“アプローチを

採用した。 

 

公共投資管理に関わる制度やツールを新規に作るのではなく、既存の

制度やツールを“カイゼン”するアプローチを採用した。このアプローチは、

SPIMS の利害関係者に広く受け入れられた。 

2 研修の機会を、開発し

ツールの実証機会とし

て活用した。 

審査フォーマット、研修プログラム、研修教材など、新しく開発したツール

を使った研修を、能力強化の機会として活用するとともに、ツールの精度

を実証する機会と捉えて活用した。研修参加者からのコメントを受けて、

ツールを改訂し、ツールがより利用者にとって有用になるよう努めた。 

3 公共投資管理に関わ

る新しい政策やプロジ

ェクトへ柔軟に対応し

た。 

SPIMS は、公共投資管理に関連する新しい政策やプロジェクト、事業

に対して、柔軟に対応した。このなかには、例えば、第7次5カ年計画、

財務省のバングラデシュ予算編成強化事業（Strengthening 

Budget Preparation in Bangladesh: SBPB）、計画委員会総

合経済局（General Economics Division: GED）の持続可能で

包摂的な計画支援事業（ Support to Sustainable and 

Inclusive Planning: SSIP）、財務省の財政管理戦略（2016－

2021 年）と同戦略の活動計画（2018－2023 年）などが含まれ

る。 

 教訓 説明 

1 主要な利害関係者の

同意や支援（Buy- 

in）を強化すること。 

 

 

SPIMSの JICA専門家チームは、計画委員会、パイロットセクター、その

他利害関係者など幅広い関係者が、SPIMS の活動や関連する公共

投資管理改革について周知しているように心掛けた。本邦研修や第 3

国研修は、公共投資管理改革について、利害関係者に周知する機会

として、非常に有効であった。 

2 主要な SPIMS／公

共投資管理改革に関

わる活動について、合

意を形成すること。 

SPIMS では、数多くのワークショップ、協議会合、研修プログラムなどを

通じて、公共投資管理改革の内容について、幅広い利害関係者間の

合意を形成することを心掛けた。 

 

出所：JICA（2018）SPIMS Project Completion Report の情報に基づき作成 
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5. 技術協力の成果、課題、教訓 
 

上記の技術協力事業における共通の課題と教訓を、以下の 5 つの視点からまと

めます。①国家開発計画／年度予算／個別事業サイクルやプロセス、②計画関

連省庁と財務関連省庁の権限・役割分担、③セクター省庁と地方政府の権限・

役割分担と連関、④特定セクターの公共財政管理と公共投資管理、⑤公共投資

管理の情報管理システム化。 

 

5.1 国家開発計画／年度予算／個別事業サイクルやプロセス 

技術協力の 

成果 

全ての技術協力事業に共通する取り組みは、各国の既存のシステムを尊重しながら、国

家開発計画と個別事業のギャップを埋めるための中期公共投資計画や戦略の開発（ラ

オス：公共投資計画、バングラデシュ：セクター戦略文書／SSP）、または既存の中期

公共投資計画の改善（マラウイ：公共セクター投資プログラム／PSIP データベース、イ

ンドネシア：国家中期開発計画の業績評価指標設定）など。これらの支援は、新規事

業の優先度付けや妥当性の確保、継続事業のモニタリング実施も、視野に入れている。 

 ラオスとマラウイでは、年度予算編成プロセスに則った形で事業申請・事業審査を進め

るプロセスとツールを開発し、それらがシステムとして制度化された。これにより、年度予

算サイクルと個別事業サイクルの連関点を作り出している。 

課題／教訓 中期公共投資計画の策定には、国や省庁・県の開発計画やマスタープランとの整合性、

予算シーリングや中期財政／支出枠組み、継続事業や未払い事業など、公共投資管

理だけではコントロールできない要素も含まれる。また、中期公共投資計画に含まれるべ

き新規事業を各省庁・県が準備できる保障はない。さらに、その策定プロセスは各省庁

や県と綿密な協議のうえで成り立つものであり、かつ当該セクターや地域に特化した知見

を持ち合わせる必要がある。 

 技術協力事業を通じて開発した中期計画・戦略・業績評価指標は、事業の対象とし

た特定セクターでのみ開発できている（ラオス・バングラデシュ・インドネシア）。これらを

全省庁（あるいは県）に普及させるためには、なんらかのフォローアップが必要となる。 

 バングラデシュでは、個別事業の承認プロセスと年度予算編成プロセスが分離してい

る。このため、技術協力事業では個別事業の承認プロセスの効率化と質的向上に着

手したが、年度予算編成プロセスに合わせる取り組みは行っていない。インドネシアで

は、計画プロセスと予算プロセスの同期ができていない。これらの取り組みは、年度予

算と個別事業サイクルの連関点を見出すことから始めなければならない。バングラデシュ

のように、首相を議長とする国家経済評議会・執行委員会が毎週開催され、それが

個別事業の承認の場であるため、年度予算サイクルと合わせるのは困難である。毎週

の実施を変更するよう提言するか、代替策を検討する必要がある。 
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5.2 計画関連省庁と財務関連省庁の権限・役割分担 

技術協力の 

成果 

４つの支援実績国のなかで、マラウイ以外は、計画省庁と財務省庁がそれぞれ独立した

省である。マラウイでは、2013 年に統合された財務経済計画開発省（MFPED）内の

計画担当部局（EP&D、債務援助管理局）と財務担当部局（予算局、会計当局

等）が公共セクター投資プログラム（PSIP）を作成している。計画省庁が独立している

他の国と同様に、この省が新規業の事業審査の権限を有しており、技術協力事業で事

業審査の方法論を開発している（インドネシアは事業の優先度付けのガイドラインを作

成した）。 

 ラオス・バングラデシュ・インドネシアでは、年度予算編成時に、財務省と開発予算の大

枠を合意した後の県・省庁への予算配分は、計画省庁の権限となる。ラオスでは、予

算配分を迅速かつ中期ベースで実施するよう、技術協力事業の中で指導している。 

 インドネシアでは、2014 年 10 月から新たな政治体制になって以降、国家開発庁と

財務省との間での連携が薄れてしまった。技術協力事業では、財務省との意見交換

を続けながら、財務省を支援するドナー（AusAid）とともに双方のコミュニケーション

維持を図った。 

 マラウイでは、信頼性の高い公共セクター投資プログラム（PSIP）データベースの開

発、あるいはその開発プロセスでの協議を通じて、経済計画開発局（EP&D）と予算

局・会計総局との連携が強化された。また、年度予算の各省庁への配分は、予算局

と経済計画開発局（EP&D）の協議で決まるが、技術協力事業の中で経済計画

開発局（EP&D）側があらかじめ配分案を提案することで、精度向上を図った。

CEPSIP によって計画関連部局と財務関連部局の連携強化が実現したといえる。 

課題／教訓 ラオス・バングラデシュ・インドネシアにおいては、計画関連省庁と財務関連省庁の間で、

予算編成時や予算執行中の情報共有が不十分である。このため、両省庁ともに事業モ

ニタリング時の情報が不足している。今後、具体的な連携策を積極的に進めていかなけ

ればならない。 

 特にラオスでは、政府が多額の国内事業の未払金を抱えている。今後、計画投資省

計画局と財務省予算局の間の情報共有を促進し、未払金の処理や実施中事業の

慎重な予算処理が必要となる。 

 インドネシアでは、2017 年の大統領によって開発計画策定と予算編成とを同期

（synchronization）させる方向を打ち出している。今後、具体的な同期に向けて

のプロセス推進が課題である。 

 マラウイでは、経済計画開発局（EP&D）と予算局・会計総局の関係は良好であ

る。しかしながら、公共セクター投資プログラム（PSIP）データベースが新統合財務管

理情報システム（IFMIS）導入よりも先行しているため、会計総局による新統合財

務管理情報システム（IFMIS）の本格稼働を待って、公共セクター投資プログラム

（PSIP）とリンク付けをしなければならない。 
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5.3 セクター省庁と地方政府の権限・役割分担と連関 

技術協力の 

成果 

支援実績国の地方行政機能はそれぞれ異なるため、それに伴って公共投資管理や開

発予算編成プロセスも大きく異なる。ラオスやインドネシアでは政府開発予算の約 60%

が地方に割り振られるが、マラウイとバングラデシュでは 95%以上の政府予算が中央省

庁に配分される。技術協力事業では、ラオスでは県の公共投資管理プロセスを重点的に

開発した。ラオス以外の国では中央省庁を対象とした活動を展開している。 

 ラオスでは、開発予算が１つの枠組みの中で管理されている。即ち、省庁と県は同等

の立場で計画投資省に予算要求することになっている。現実的には、中央省庁は

ODA事業が多いことから、政府開発予算の事業は県によって小規模事業が展開され

ている。このため、公共投資管理は小規模事業が適切に県レベルで事業サイクルに乗

るような仕組みを開発することが優先された。 

 インドネシアは地方政府への予算割当が多いが、技術協力としては中央省庁レベルで

の公共投資管理を優先させた。 

 バングラデシュでは、地方自治農村開発組合省が全地方政府への公共投資事業を

担当している。協力事業では、パイロットセクターとして地方自治農村開発セクターと電

力エネルギーセクターを選定した。事業審査のパイロットケースでは件数の多い地方道

路案件を扱うなど、中央省庁を対象にしながらも地方の取り組みについて支援した。 

 マラウイでは、中央省庁が各地方のニーズを取りまとめた形で、プログラム的な事業を公

共セクター投資プログラム（PSIP）に提出しているため、１つの事業でほぼ全国をカ

バーする事業が多い。公共セクター投資プログラム（PSIP）データベースでは、対象

事業がどの地域をカバーしているのかが分かる仕組みとなっている。 

課題／教訓 国の政治的動向、行政上の仕組み、開発の方向性などによって、公共投資管理に関わ

る中央省庁と地方政府の権限・役割分担が異なる。実際、インドネシアやラオスでは

様々な要因で中央集権化と地方分権化を繰り返しており、その度に公共投資管理の

予算や管理の権限・役割分担が変わってきた。また、ドナーの中にも地方分権化を積極

的に進めるグループとそうでないグループがある。基本的に、中央・地方政府のどちらに技

術協力を注力するのかは、対象国での状況をふまえて協議することになる。一般的な傾

向として、中央政府が実施している事業は大規模になり、地方で実施しているものは小

規模になりやすい。したがって、公共投資管理ツールやプロセスも、事業規模や事業プロ

セスを考慮して能力強化を進める必要がある。 

 ラオスでは、県政府に対する公共投資管理の取り組みを重点的に実施している。県

（あるいは郡）レベルの事業は小規模事業が多いため、開発予算要求として承認さ

れる事業数は 6000 以上にものぼり、計画投資省や県計画局の管理能力の限界を

超えている。今後の県・郡レベルの事業のあり方を再考する必要がある。 

 マラウイでは、中央政府がプログラム的にまとめて全国で事業を展開している。このた

め、各地域での事業の実施状況を把握するのが困難である。事業によっては活動に

偏りが生じて、事業全体としての予算執行が完了したにもかかわらず、一部地域の施

設が完成しないなどの問題が発生している。 
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5.4 特定セクターの公共財政管理と公共投資管理 

技術協力の 

成果 

支援実績国の技術協力事業はすべて、計画関連部局をカウンターパート機関としてお

り、パイロット省庁を選定したうえで、技術協力で開発した管理ツールを検証・活用するプ

ロジェクトデザインになっている。 

 協力事業期間中にパイロット省庁とともに管理ツールを開発し、それを制度化できた

国（ラオス・マラウイの事業審査など）もある。 

 全ての技術協力事業は、計画関連部局から省庁への研修や指導ができるように、講

師養成研修を実施している。多くの計画関連省庁では、養成された講師を中心に省

庁内への指導を実施していることが確認されている。 

 国によっては、ドナーとともにセクターワイドアプローチ（マラウイ）やセクタープログラム

（ラオス）を実施するセクター省庁もある。そうした国々では、セクター統合的な観点

から公共財政管理と公共投資管理を実施している。 

課題／教訓 公共投資管理の各手法やプロセスが、省庁に浸透していないケースも見られる。その理

由のひとつとして、省庁内での手法やプロセスに対する理解度や貢献度が低いことが多

い。 

 協力事業で、法制化や政令等の制度的アプローチ、カウンターパート機関によるセミナ

ー、ワークショップ、研修などの取り組みを実施してた。これに加えて、ラオスの中期公共

投資計画やインドネシアの業績予算（PBB）のように、実地で支援しないと完成しな

い場合もあった。 

 セクター省庁の公共投資管理窓口は、計画局もしくはその機能を持った部局が担当し

ている。計画関連省庁からセクター省庁に対して年度ガイダンスやスケジュール発信、

あるいは新コンテンツに対する指導の際には同計画局が常に対応しているが、その計

画局がセクター省庁内の他の部局まで行き届いていない場合が多い。 

 セクターワイドアプローチやセクタープログラムは、ドナー支援なしに策定できないケースが

多い。結果的に、マラウイのように、公共投資事業の優先度付けが適切でなかったり、

判断が遅れるようなケースも見られる。 
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5.5 公共投資管理の管理情報システム化 

技術協力の 

成果 

マラウイでは、公共セクター投資プログラム（PSIP）データベースの構築と定着が重要な

取り組みであり、公共投資管理の現状、経済計画開発局（EP&D）を含めた各組織

のキャパシティ、政府全体の情報管理システム環境などを勘案して、ユーザーのニーズに

応える形で開発された。 

 会計システムである統合財政管理情報システム（IFMIS）や ODA 管理システムで

ある援助管理プラットフォーム（AMP）に課題が多いなかで、公共セクター投資プログ

ラム（PSIP）データベースは、公共セクター投資プログラム（PSIP）プロセスの業務

で実際に使われており、かつ情報の信頼性も認められている。システムを維持管理する

スタッフも、現状の政府能力をふまえれば、ある程度確保できている。技術協力事業を

通じて、専門家が膝詰めで開発・指導を続けた成果といえる。 

課題／教訓 ラオス・バングラデシュ・インドネシアでは、情報管理システムの取り組みはできておらず、既

存の統計・会計・ODA 管理等のシステムは、アップデートや維持管理が十分に行われて

いない。今後、制度・仕組み・要件の方針が固まれば、情報管理システムを導入し、業

務の効率化を図ることは検討に値する。ただし、情報管理システムへの政府や導入部署

の方針作り、業者との契約、立ち上げデータの整備、稼働時の業務体制や能力などを

考慮する必要がある。 

 公共セクター投資プログラム（PSIP）データベースが稼働しているマラウイでも、上述

のとおり新統合財政管理情報システム（IFMIS）や援助管理プラットフォーム

（AMP）とのリンク、データベースのユーザー要望による変更、アップデートの課題に直

面している。この場合、ユーザーコンテンツと情報管理システム双方のフォローアップ体制

が維持できるかどうかが大きな課題となる。 

 

 

 

 



公共投資管理能力強化ハンドブック（事例集１：JICA の協力事業） 

 

32 



参考文献 

 

33 

 

参考文献 
 

1．ラオス 
 

JICA（2007）『ラオス人民民主共和国 公共投資プログラム（PIP）運営監理能

力向上プロジェクト 終了時評価調査報告書』 

 

JICA（2011）『ラオス人民民主共和国 公共投資プログラム（PIP）運営監理能

力向上プロジェクト フェーズ 2 終了時評価調査報告書』 

 

JICA（2015）『ラオス人民民主共和国 国家社会経済開発計画に基づく公共投資

計画策定支援プロジェクト 終了時評価調査報告書』 

 

 

2．マラウイ 
 

JICA（2009）『マラウイ国 公共投資計画（PSIP）能力向上プロジェクト案件概

要表』 

 

JICA（2012）『マラウイ国 公共投資計画（PSIP）能力向上プロジェクト フェ

ーズ II 詳細計画策定調査報告書』 

 

JICA（2016）『マラウイ国 公共投資計画（PSIP）能力向上プロジェクト フェ

ーズ II 終了時評価調査報告書』 

 

JICA（2017）『マラウイ国 公共投資計画（PSIP）能力向上プロジェクト 業務

完了報告書』 

 

 

3．インドネシア 
 

JICA（2010）『インドネシア国 業績評価に基づく予算編成能力向上支援プロジ

ェクト 詳細計画策定調査報告書』 

 

JICA（2012）『インドネシア国 業績評価に基づく予算編成能力向上支援プロジ

ェクト フェーズ１ 業務完了報告書』 

 

JICA（2013）『インドネシア国 業績評価に基づく予算編成能力向上支援プロジ

ェクト 終了時評価報告書』 

 

JICA（2014）『インドネシア国 業績評価に基づく予算編成能力向上支援プロジ

ェクト 第 2次 業務完了報告書』 



公共投資管理能力強化ハンドブック（事例集１：JICA の協力事業） 

 

34 

 

JICA（2017）『インドネシア国 業績評価に基づく予算編成能力向上支援プロジ

ェクト  フェーズ 2 業務完了報告書』 

 

 

4．バングラデシュ 

 

JICA（2012）『バングラデシュ国 公共投資事業運営監理に係る基礎情報収集・

確認調査』 

 

JICA（2017）『バングラデシュ国 公共投資管理強化プロジェクト終了時評価報

告書結果要約表』 

 

JICA (2018) People's Republic of Bangladesh Strengthening Public Investment 

Management System Project: Project Completion Report. Tokyo: JICA 

 



 

 

公共投資管理能力強化ハンドブック 
 

事例集 2-1 

公共投資管理能力枠組みの適用事例 

ラオス 



 



目次 

 

i 

 

目 次 
 

1. 第 1 段階の成果品：公共投資概要シート ............................................. 1 

2. 第 2 段階の成果品 ................................................................................ 9 

2.1 成果品 1：公共投資管理課題分析表 ......................................................... 9 

2.2 成果品 2：課題間の関係性分析表 ........................................................... 13 

2.3 成果品 3：キャパシティ分析表 ............................................................... 14 

3. 第 3 段階の成果品 .............................................................................. 21 

3.1協力戦略表 ................................................................................................... 21 

3.2協力事業の絞り込み ................................................................................... 24 



公共投資管理能力強化ハンドブック（事例集 2－1：適用事例 ラオス）  

 

ii 

略語一覧 

略語 英語名 日本語名 

3YPIL 3-Year Public Investment Priority List 公共投資優先 3 ヵ年リスト 

5YPIP 5-Year Public Investment Plan 公共投資 5 ヵ年計画 

ADB Asian Development Bank アジア開発銀行 

AMP Aid Management Platform 援助管理プラットフォーム 

EU European Union 欧州連合 

F/S Feasibility Study フィジビリティ調査 

GDP Gross Domestic Product 国内総生産 

IFMIS 
Integrated Financial Management Information 

System 
統合財政管理情報システム 

IMF International Monetary Fund 国際通貨基金 

IT Information Technology 情報技術 

JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力機構 

LAK Lao Kip キップ（現地通貨） 

LDC Least Developed Country 後発開発途上国 

MDG Millennium Development Goals ミレニアム開発目標 

MPI Ministry of Planning and Investment 計画投資省 

MPWT Ministry of Public Works and Transportation 公共事業・運輸省 

MTBF Medium-Term Budget Framework 中期予算枠組み 

MTEF Medium-Term Expenditure Framework 中期支出枠組み 

NGO Non-Governmental Organization 非政府組織 

NSEDP National Socio-economic Development Plan  国家社会経済開発計画 

ODA Official Development Assistance 政府開発援助 

OECD 
Organisation for Economic Co-operation and 

Development 
経済協力開発機構 

PFM Public Financial Management 公共財政管理 

PIM Public Investment Management 公共投資管理 

PIP Public Investment Program 公共投資プログラム 

PPP Public–Private Partnership 官民連携 

RMF Road Maintenance Fund 道路維持管理基金 

SDGs Sustainable Development Goals 持続可能な開発目標 

SEDP Socio-Economic Development Plan  社会開発計画 

SOE State-Owned Enterprise 国有企業 



略語一覧 

 

iii 

略語 英語名 日本語名 

SOP Standard Operational Procedures 標準作業手続き 

SPIS Simplified Project Information Sheet 
ODA事業カウンターパートファンド

申請書 

UXO Unexploded Ordinances 不発弾 

 

 

 

 



公共投資管理能力強化ハンドブック（事例集 2－1：適用事例 ラオス）  

 

iv 

 

 



1. 第 1段階の成果品 

 

1 

   

1. 第 1段階の成果品：公共投資概要シート 
 

公共投資概要シート 

対象国：ラオス                             調査日：2017年 4月 

チェック項目① 開発目標・開発計画・開発戦略及びマクロ経済資料 

【国家開発計画の体系】 
【セクター、地域、地方自治体開発計画の有無と国家開発計画との関連性】 
ラオスの国家開発計画、及びセクター・地方レベルの開発計画に係る体系の大枠は下表のとお
り。 

期 間 政策文書タイトル 担当部署 

長期 ビジョン 2030 年（2015 年に制定） 首相府、計画投資省 

中長期（10 年） 10 ヵ年社会経済戦略 2016‐2025（2015 年に制定） 首相府、計画投資省 

中期（5 年） 国家社会経済開発計画 5 ヵ年計画（NSEDP） 計画投資省 

セクター社会経済開発計画 5 ヵ年計画（Sector SEDP） 各セクター省庁（大臣） 

中期（5 年） 県社会経済開発計画 5 ヵ年計画（Provincial SEDP） 各県（知事） 

郡社会経済開発計画 5 ヵ年計画（District SEDP） 各郡（郡長） 

短期（1 年） 年度国家社会経済開発計画（Annual NSEDP） 首相府、計画投資省 

  
【マクロ経済指標と主な開発指標】 
 セクター計画：各セクター省庁が担当となり政策・計画を策定している。個々の政策や計画
と、開発計画との関係性は、体系だって整理されていない。 

 第 7次国家社会経済開発計画（National Socio-economic Development Plan: 
NSEDP）（2011-2015）完了時点での 1 人あたり国内総生産（Gross Domestic 
Product: GDP）額は$1970であり、目標平均 GDP成長率 8%に対して実績値は平均
7.9%だったものの、概ね順調に経済成長を遂げている。 

 国際通貨基金（International Monetary Fund : IMF）によると、ラオスの経済成長
は、今後も大きな変化が予想されておらず、インフレーションは一桁に留まるとしている。他
方、経常収支は、海外直接投資による巨大なインフラ事業のために、2017 年で GDP 比
19％まで拡大し、その後数年は同規模の比率が続く見通しとなっている。外貨準備高は現
状維持、財政赤字は 5％に縮小するものの、公的債務は 2019年までに GDP比 70％に
拡大する（以後は縮小傾向）と見込まれており、これが課題とされている。 

 第 8次 NSEDP（2016-2020）では、目標 1人あたり GDP額を$3190、平均 GDP
成長率を 7.5%と設定しており、引き続き高成長を維持することを目指している。 

 
【グローバルアジェンダ】 
 ラオスでは、持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals: SDGs）は既
に第 8次 NSEDP（2016-2020）に指標として組み込まれているという認識であり、かつ、
ラオス特有の 18 番目の指標として『不発弾（Unexploded Ordinances：UXO）から
命を守る』という目標を掲げている。実質的には SDGs の前身であったミレニアム開発目標
（Millennium Development Goals: MDGs）から引き継がれた指標が入っているもの
であり、上述３つのアウトカム・17 のアウトプットレベルと対応しながら、MDGs ベースから
SDGs ベースへの指標の引継ぎが必要となっている。 
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チェック項目② 公共投資の取り組みの位置づけと改革の動向 

【公共投資の制度的・政策的位置づけ】 
公共投資法 
2009 年 12 月に制定された公共投資法は、今般初めての改正が行われた。計画投資省
（Ministry of Planning and Investment）計画局を中心とした法改正委員会が起草
し、ラオス国民議会において 2015 年 12 月に承認され（実質的には国民議会から指摘を
受けて 2016年 4月の国民議会で再確認され）、2017年 1月から施行となった。主な改
正内容は、以下の点に集約される。 

 事業分類の変更、及び分類別の支払い期間の明確化、事業審査実施部署変更 
 開発予算の配分根拠（県）の明確化 
 県議会の新設にともなうレベルの事業承認権限 
 郡レベル事業の実施権限変更 
 
ラオス公共投資法では、公共投資は以下の通り定義されている。 

Public investment is the utilization of state budget, natural resources, properties 
and state copyright and official development assistance (ODA) fund through the 
budget system to the project of infrastructure development which supports the 
public utilities, provide equipment and enhance the technical in order to 
implement the economic-socio development plan.  
（出典：公共投資法第 2 条） 

 
ODA、地方自治体、基金、国有企業、PPP に関わる法的枠組み 
 ラオスにおける政府開発援助（Official Development Assistance: ODA）事業関連
の法規: 

 首相令75号（2009年）が該当する。そこにはODA事業の定義や分類、政府各機関の
業務分掌が記されている。ODA 事業そのものの窓口機関は計画投資省国際協力局が定
められ、同局が外務省及び財務省対外債務局と連携しながらドナー側協議することになって
いる。 

 ラオスにおける地方自治体の役割に関連する法規: 2012年の党方針「３つの建設」に基づ
いて2012年7月に策定された「2012-2013年3つの建設パイロット実施及び投資計画」
が基準となっている。「３つの建設」は「県を戦略ユニット、郡を総合強化ユニット、村を開発
実施ユニット」と規定し、これまで事業実施の中心を県から郡レベルへシフトする方針である。
2015 年 12 月に発行された改正公共投資法も同様の方針に基づいて、一定規模の公共
投資事業の実施権限を郡レベルに付与することになった。 

 ラオスにおける基金に関する法規: 各基金で法規や首相令が成立しており、統合されていな
い。そのためか、監督省庁や管理方法が統一されていなかったため、改正予算法では基金の
口座を財務省に集約する方向の規定が加えられた。 

 国有企業に関する法規: 各企業の成立に関する法規・首相令・通達を根拠としており、統
合されていない。そのため、監督省庁や管理方法が統一されていない。 

 官民連携（Public–Private Partnership: PPP）に関する法規: 長らく PPP の首相令
をドラフト中であり、2016年3月段階ではそれが承認されていない。既にエネルギー・道路分
野や経済特区で PPP「らしき」事業を実施しており、実績を残しているが、これは首相府やエ
ネルギー鉱山省が独自にまとめたコンセッション方式のものであり、上述MPI投資促進局を窓
口としたものではない。首相令発行後は戦略的に PPP を以下の多分野に積極展開してい
く。 

 
【公共投資プログラム/計画の有無と範囲】 
第 8次 NSEDP（2016-2020）における公共投資の位置づけは、外国からの援助（無償・
借款）、民間投資・外国投資とともに「投資」全般として、アウトカム１の中のアウトプット３「開
発計画と予算は整合性を保っている」で明確化されている。以下、同計画の内容の抜粋。 
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Outcome1, Output 3: Development Planning and Budgeting are Aligned 
 

Direction: Development and funding should be consistent and synchronized and interlinked 

from the outset, i.e. funding should be in line with the country’s overall development policies, for 

instance, it should focus on achieving growth standards, allowing the country to graduate from 

LDC status; development investment needs should be based on the budget funding capacity for 

each period in collaboration with the raising of foreign loans and grant aid as well as efforts to 

attract funds from domestic and foreign private sectors, procurement of bank credits and the 

general population contribution for production and service business investments. 
 

Targets: To achieve economic growth of at least 7.5 percent per annum, the development fund 

of 223,000 billion kip or around US$ 27 billion, covering 30 percent of GDP is needed, as follows: 

 Government budget investment covers 9–11 percent of the total investment 

 External loans and grants cover 12–16 percent of the total investment 

 Domestic and foreign private sector investment covers 54–57 percent of the total investment 

 Investment under the financial system covers 19–21 percent of the total investment. 

出所：第 8 次 NSEDP2016-2020 
 
公共投資計画は、年度開発予算の一部として作成される省庁別・県別・事業別の予算書で
ある。公共投資プログラムは省庁・県がそれぞれの社会開発計画（Socio-economic 
Development Plan: SEDP）を策定する際にまとめる公共投資リストであると解釈できる
が、現段階でまとまっていない。国際協力機構（Japan International Cooperation 
Agency: JICA）技術協力で開発導入を図ったが、現段階では一部の県で活用しているもの
の、全組織に浸透していない。 
 

 質問項目 回答 

1 単年度ですか、複数年度ですか。 単年度。 

2 
公共投資事業の事業費により、プログラムや計画に含
まれるか否かの扱いに、違いはありますか。 

違いはない。 

3 

①実施中の事業、②該当する予算年度に実施される
事業、③事業は承認されているが該当する予算年度
には実施が予定されていない事業、④事業承認がまだ
なされていない事業など、分類が記載されていますか。 

③は含まれていない。 
④は原則的に含まれないはずだが、実
態上入っている事業もある。 

4 
基金を活用した公共投資事業（費）は、記載されて
いますか。 

含まれている。 

5 
地方自治体などへの財政移転について記載があります
か。 

既に県が予算単位として認められてい
る。 

6 
地方自治体が実施する公共投資事業について、記載
がありますか。 

7 
国有企業が実施する公共投資事業（費）は記載さ
れていますか。 

記載はない。 

8 
PPP を活用した公共投資事業（費）は記載されてい
ますか。 

記載はない。 

9 
経常予算による公共投資事業（費）は記載されてい
ますか。 

記載はない。 

10 
政府開発援助（借款／有償資金、無償資金、技術
協力）による公共投資事業（費）は記載されていま
すか。 

借款／有償資金、無償資金、技術協
力すべてのスキームに関して、記載があ
る。 
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【公共投資の内訳】 
以下は、ラオスの開発予算に含まれるもの／含まれないものの分類を示している。 
 国内予算による公共投資事業。開発予算では、『新規事業』と『継続事業』に分類されてい
る。 

 ODA の無償・借款・技術支援による公共投資事業。ODA 事業の国内負担予算（ここで
は、カウンターパートファンドと呼ぶ）も含まれる。また、予算分類上、非政府組織
（Non-Governmental Organization: NGO）による事業も ODA の中に入っている。 

 国内事業の未払い金は、開発予算の中で債務（Debt）として計上されている。 
 近年の政府方針として、開発予算の優先順位を①ODA 予算のカウンターパートファンド、②
負債の支払い*、③継続事業、④新規事業としている。 

 
【地方自治体、基金、国有企業、PPP の位置づけ】 
＜地方自治体＞ 
ラオスでは県レベルは事業実施機関として、中央省庁と同等の事業立案権限及び予算付与
権限を有している。改正公共投資法により、一定規模までの事業の県議会承認が可能となっ
た。開発予算は各県が集約し、県知事の立案で国会承認される（中央省庁と同様）。県へ
の国内財源の開発予算配分は改正公共投資法によって 50%（Article24）と規定されてお
り、県への財源が確保された形となっている。2012 年より開始した「３つの建設」方針と 2015
年改正公共投資法に基づいて、現段階では郡レベルは、一定規模までの事業ならば、所属県
に対して直接事業立案と実施ができるようになった。県内各セクター部局と同等権限を与えられ
たことになる。 
 
＜基金＞ 
ラオスでは、首相府や関連省庁がテーマ別に基金（道路維持管理基金、貧困削減基金、郡
開発基金、水力発電所収入基金等）を立て、立案機関の管理のもとで開発予算として計上
している。財務省は改正予算法に基づき歳入部分の統一化を図っている（例：道路維持管
理基金の歳入はガソリン税、水力発電所の収入は各発電所基金収入、等）。歳出に関して
は監督省庁に一任しており、計画投資省は関与しない。 
 
＜国有企業＞ラオスではエネルギー・情報通信・金融・鉱業・航空等の分野で国有企業を有
している。同企業の経営体制や経営状況は公開されていない。国有企業が国内予算による公
共投資事業を請け負うことは多いが、統計上で記されたデータは存在しないため、どの程度の比
率で実施されているか、民間企業との競争状態はどうか不明である。 
 
＜PPP＞長らく PPP の首相令をドラフト中であり、2016 年 3 月段階ではそれが承認されてい
ない。既にエネルギー・道路分野や経済特区で PPP「らしき」事業を実施しており、実績を残し
ているが、これは首相府やエネルギー鉱山省が独自にまとめたコンセッション方式のものであり、上
述計画投資省投資促進局を窓口としたものではない。首相令発行後は戦略的に PPPを以下
の多分野に積極展開していく。 
 
【公共投資管理／公共財政管理改革の動向】 
2015 年以降、ラオス政府は行財政改革を推進して、過去の汚職撲滅や改正公共投資法・
改正予算法の執行厳格化に取り組んでいる。しかしながら、公共投資管理（Public 
Investment Management: PIM）改革のロードマップは示していない。 
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チェック項目③ 国家予算と年度開発予算策定スケジュール 

【予算配分】 
単位：十億キープ

2007/08 2008/09 2009/10 2010/11 2011/12 2012/13 2013/14 2014/15 2015/16 2017

9,066 9,762 13,342 14,170 17,840 22,926 29,091 30,325 31,446 33,150

5,424 6,437 6,937 7,309 9,931 14,814 21,645 22,421 22,586 23,250

3,642 3,324 6,406 6,860 7,908 8,112 7,446 7,904 8,860 9,900

開発予算比率(% ) 40.2% 34.1% 48.0% 48.4% 44.3% 35.4% 25.6% 26.1% 28.2% 29.9%

予算年度

支出合計

経常予算

開発予算

 

2000 年代に入り、国家の経済成長に伴って国家予算は飛躍的に増加した。開発予算は全
体予算の 40～50%程度の比率で推移していたが、2012/13 年度以降、公務員への給与
や各種手当の引き上げに伴って、経常予算からの負担が増えたために、近年の開発予算比率
は 20%台後半で推移している。 
 
【予算の執行】 
2015/16年度の決算値は、予算比約 109%と、予算を超過している。これは、ODAが予算
値（予測値）よりも大幅に多かったことが主要因である。国内予算の消化率は約 100%であ
り、予算をほぼ完全に消化したことになっている。但し、事業別の決算がないため、各機関・県が
帳尻を合わせてほぼ 100%としたことがわかる。 
 
【複数年度の視点】 
ラオス政府は、中期予算枠組み（Medium-Term Budget Framework: MTBF）を導入
しようと、世銀やアジア開発銀行（Asian Development Bank: ADB）の支援を継続的に
受けているが、本格導入には至っていない。第 8 次国家社会経済開発計画
（2016-2020）によれば、開発予算のうち国内予算によるものは GDP比で約 2.7～3.3%
の範囲、ODA（無償・借款）に GDP比 3.6～4.8%の範囲を想定している。 
 
【財政収支と債務】 
2017年の財政収支については、2016年 12月 20日付の財務省からの指示書で、歳入が
GDP 比 18.46%（LAK23,941.11 billion）、歳出が 24.99％(LAK32,002.00 
billion)で、すでに GDP 比 6.52%（歳入 LAK23,801 billion／歳出 LAK32,262 
billion）の赤字で計画されている。他方、第一四半期の歳入が予測値の 77.8%に留まり、
第一四半期ですでに LAK957.73 billion の不足となっている。これに加えて、政府は、
LAK1,260 billion の公共事業にかかる対外債務の返済、さらに LAK193 billion の費用を
国債償還に充当する必要に迫られている。ラオス政府は借入と財務省およびラオス銀行の国債
で資金を調達する計画だが、第二四半期以降の歳入努力が必要とされている（Vientiane 
Times: 2017/4/18）。 
 
【年度開発予算編成スケジュール】 
改正公共投資法によるカレンダーベースの予算年度は以下の通り。 
 

日程 発信元 具体的な活動 

12 月 首相（令） 対象年度国家社会経済開発計画策定準備の方針提示 

4 月 計画投資省 計画大臣が開発予算の詳細方針を指示、財務省・計画投資省とで予算枠

協議 

6月15日 県計画投資

局 

【公共投資新規事業】省庁の全ての新規事業を計画投資省評価局に提出。

県レベルで実施する LAK20bil.以上の新規事業は県セクター部局から県

計画局に提出。県計画投資局は早急に取り纏めて計画投資省評価局に提
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出。 

7月15日 省庁・県 【年次社会経済開発計画・開発予算】開発予算要求リストを計画投資省

に提出。 

7月15日 県計画投資

局 

【公共投資新規事業】県レベルで実施する LAK20bil.未満の新規事業は県

セクター部局から県計画投資局に提出。県計画投資局が事業審査を開始

する。 

8～9 月 計画投資省 省庁・県からの開発予算要求を査定し、開発予算計画案を政府（閣僚会

議）へ提出→党中央委員会にも提出し、確認を得る。 

9~10 月 政府閣僚会

議 

政府閣僚会議は予算計画案を決定し、国民議会へ提出（国民議会開催前

20 日以内） 

10月下旬 （国民議会） 

 国民議会で政府予算計画案を承認 

11月中旬 財務省 財務省は省庁等に対し予算計画シーリングを通知 

（国民議会承認後 15 日以内） 

12 月 

 

首相（令） 年度国家社会経済開発計画と予算計画の実施に関する首相令を公告 

財務省 予算計画の執行に関する技術的指示とガイドラインを発出 

計画投資省 年次社会経済開発計画と開発計画執行に関する技術的指示とガイドライ

ン発出 

省庁・県計

画部署 

県は予算配分された事業毎に通知 

12 月中 財務省 統合した予算詳細計画を政府に報告 

   
 

チェック項目④ 公共投資事業の実施管理状況 

2015－2016 年の官報では、開発予算の中央省庁及び県レベルでの開発予算の計画・実
績比が記されているが、事業別の実績及び実施状況は集計されていない。各県・省庁では四
半期毎に予算執行状況を計画投資省に報告しているが、それを集約した形では示されていな
い。 
 

チェック項目⑤ 公共投資管理に関する組織と人事制度 

【公共投資管理にかかる組織体制】 
公共投資管理にかかる主たる省庁及び部署の業務分掌は下表の通り。 
 

省庁・県 部局 業務分掌 

計画投資省 計画局 国家社会経済開発計画取り纏め、財務省予算局と予算枠折衝、

開発予算取り纏め、セクター省庁や県との予算折衝 

評価局 新規事業審査の実施（大規模事業・セクター省庁事業）、及び

審査方法の指導、終了時・事後評価の指導及び実施 

国際協力局 ODA事業の対ドナー窓口、ODA事業集計報告 

財務省 予算局 予算書取り纏め、計画投資省計画局と予算枠折衝、経常予算取

り纏め、国内債務の管理 

財政政策局 マクロ予測や歳入計画に基づく予算枠算出 

対外債務局 対外債務の管理 

セクター省庁 計画局 各セクター部局への新規事業申請の支援、省庁内の事業とりまとめ

と開発予算要求、計画投資省計画局との予算折衝、各セクター部

局への事業審査結果・予算配賦状況のフィードバック、事業モニタリ

ング結果のとりまとめ 

セクター部局 新規事業の立案・実施・モニタリング、ODA 事業の立案・実施・モニ
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タリング 

県 計画局 県各セクター部局・郡レベルへの新規事業申請の支援、事業審査、

県内事業取り纏めと開発予算要求、計画投資省計画局との予算

折衝、各セクター部局への事象審査結果・予算配賦状況のフィード

バック、事業モニタリングの取り纏め、郡レベル事業の指導 

セクター部局 新規事業の立案・実施・モニタリング 

郡 計画・セクタ

ー部局 

郡レベル新規事業（一定額以下）の事業申請、実施、モニタリン

グ 
   

 これらの内容から、ラオスにおける公共投資管理の主管組織は、計画投資省が該当すること
が分かる。また、財務省が全体予算からの開発予算配賦権限があること、改正予算法によっ
て開発予算の国内負債管理権限が予算局にあることから、同省も部分的に主管組織と考
えることもできる。 
 県計画投資局及び郡計画事務所は計画投資省の傘下組織であるため、主幹組織

として考えられる。 
 ラオスにおける事業実施機関は、開発予算の要求権限のある 44 機関（中央省庁含む）
と、17 県及びビエンチャン特別市となる。これらの機関が並列的に計画投資省に対して予算
要求を行う。 
 中央省庁を含む 44 機関は同機関内の計画担当部署が集約の上、直接計画投資

省計画局に提出する。 
 17 県及びビエンチャン特別市では、それぞれ計画投資省傘下の県計画投資局が配

置されている。予算要求は原則的に知事の発案のもと、県計画投資局を経由し
て、計画投資省に提出される。 

 新規の公共投資事業は、上述の事業実施機関が起案する。 
 44 機関が立案する新規国内事業は、全て計画投資省評価局で事業審査を受け

る。 
 県で立案するタイプ５（事業総額 LAK200 億以下）の小規模事業は、県計画投

資局で事業承認を受ける。 
 
【主管組織の状況把握】 
環境スキャンの概要は以下の通り。 
 2004年以上 JICAの支援により公共投資管理改革がある程度進み、公共投資管理の制
度化（公共投資法の発効・改正）やキャパシティ強化等の取り組みを通じて、主管組織と
しての役割が明確化した。 

 しかし、同時期に開発予算額とともに公共投資事業の数が増加したため、主管組織としての
役割を十分に果たしていない。特に、技術面・人的資源面での弱み・脅威が多く見られる。 

 計画投資省内のインフラに関して、特に情報技術（Information Technology: IT）の
整備は政府内の IT 指針の遅れに伴ってほとんど着手されておらず、現段階ではメールとエク
セルベースで管理している。財務省や事業実施機関との間の情報共有も遅れている。 

 同省の公共投資管理関連の財政基盤はほとんどない。公共投資法では、事業評価を推進
しているが、実際には事業評価を実施するための費用が予算化されていない。経常予算の
範囲内で年に数回各県を巡回し、そこで数件実施しているのが実態。 

 開発パートナーへの依存色が強いため、政府側が ODA事業の全容を把握していない。 
 公務員に対する倫理規定やその執行が不十分であることから、公共投資関連の汚職が後を
絶たない。現在、政府は過去の汚職を追求しており、部分的に明らかになってきているが、防
止策を講じるまで至ってない。 
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【計画投資省】 

せ計画投資省

人的資源

社会、文化

インフラ基盤

政
治
・
法
制
度

技
術

財政基盤

機会 脅威凡例：

部署としてPIM監督指
導できるレベルに達して
いない（計画局・評価
局・国際協力局）

事業審査能力不足

PIMのITシステムなし

システム構築・運用す
る機材なし

財務省ITシステムとの
リンクなし

PIMを全般的に実施
するための人員不足
・審査評価
・PIM財務管理

事業申請及び事業審
査に対応する事業実施
機関の人員不足

公共投資関連の汚
職に対する批判が強
まっている

事業評価を実施する
原資不足

改正公共投資法に
対応した制度がない

汚職対策が十分でない

政治的に安
定している

改正公共投
資法がある

行政体としての
計画投資省は
安定している JICA支援

JICA支援の中断

計画投資省「公共投資管理」環境スキャン

事業評価能力不足

事業実施機関とのや
りとりはメールベース

PIM財務管理能力
不足

ODA事業情報システ
ムに全てのODA事業
情報が反映されてい
ない

ODA事業の状況を
把握していない

ドナーがODA事業情
報を提供していない

事業実施機関が事
業申請や予算申請の
締切を守らない。

予算策定が遅れる

財務省との予算折衝
が遅れる

 
【人事体制】 
 ラオスの公務員は試験で選抜されるが、党との関連性が強いため、一概に能力主義で採用
されるわけではない。 

 行政官には、専門職という職種はないため、専門外の省庁に異動することがある。ただし、計
画投資省・財務省は、やや専門的な経験知識が必要と認識されているため、異動は多くな
い。局長・副局長クラスになると党人事との関連性もあるので、計画投資省・財務省の枠内
で異動することがある。 

 党内昇格が行政職昇格の条件のひとつであり、党内研修を得る機会が多い。これまでは政
治教育がほとんどだったが、近年では、計画投資省の党員が人事研修所で公共投資管理
はじめとする専門研修を実施する機会が増えている。その中で JICA 技術協力事業の教材
やマニュアルが使われることがあるが、JICA はその中に入り込めないので、どのレベルの研修を
実施しているか不明である。 

 

チェック項目⑥ 公共投資管理／公共財政管理改革に対する開発パートナー、の支援状況 

2004年以来、JICA の技術協力を得て、計画投資省が主体となって、公共投資管理改革を
実施してきた。公共財政管理改革は世銀・欧州連合（European Union: EU）・ADB主
導で財務省とともに進めてきているが、現段階で、公共財政管理改革は公共投資管理改革ま
で踏み込んでいない。JICA技術協力事業が継続する限りは、JICA と協働しながら取り組む姿
勢をとっている。 
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2. 第 2段階の成果品 
 

2.1 成果品 1：公共投資管理課題分析表 
 

 チェック項目 

 ⑦公共投資プログラム

/計画管理 
⑧予算管理 ⑨事業管理 

公共投資管理の標準的な機能 

A. 計画段階    

1．戦略的指針 

 

 

公共投資法では公共

投資プログラムと公共投

資計画を明示している

が、実質的には「個別

の公共投資事業と上

位目標をリンクする」公

共投資計画はない。 

 

各省庁・県の社会経済

開発計画(SEDP)では

新規事業案件がリスト

アップされるが、この時

点で十分な案件形成し

ていない上、財務的な

根拠がないため、実現

性がない。 

現段階では開発予算

の複数年度見通しはな

い。ラオス政府は、

MTEF の本格導入には

至っていない。 

 

複数年度に亘る事業の

予算見通しが担保でき

る仕組みはない。 

改正公共投資法ではフ

ィーシビリティ調査を要

件として入れているが、

まだ定着していない。 

 

透明性のある形で事業

優先度を決める仕組み

はない。以前に相対評

価システムの導入を試

みたが、活用している省

庁・県は少ない。 

2．新規事業形成 

 

 

各省庁・県の社会経済

開発計画では新規事

業案件がリストアップさ

れるが、この時点で十

分な案件形成していな

い上、財務的な根拠が

ないため、実現性がな

い。 

事業形成・評価・審査

は、予算編成とは独立

して実施されている。 

 

但し、予算策定プロセ

スは新規事業形成の

遅れから、派生的に遅

れることがある。 

これまで多くの案件で十

分なフィーシビリティ調査

を実施しないため、事

業の経済的便益・財務

的便益が確保されない

事業が見られた。フィー

シビリティ調査の財源や

実施能力が不足してい

る。 

 

2015 年 12 月の公共

投資法の改正を受けて

新しい事業分類やカレ

ンダーに合わせたフォー

マットやプロセスが開発・

発表されていない。 

3．第三者評価 新規事業の SEDP との

妥当性は確認するが、

SEDPそのものに掲載し

ているかどうかはチェック

していない。 

 計画投資省評価局と県

計画投資局が改正法に

則ってある程度事業審

査を実施しているが、全

てカバーできていない。 
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 チェック項目 

 ⑦公共投資プログラム

/計画管理 
⑧予算管理 ⑨事業管理 

中央省庁の国内事業は

これまで審査なしの事業

が多くみられる。 

 

新しい事業分類に対応

する事業審査フォーマッ

トが用意されておらず、

旧式で進めている。 

4．事業優先度づけと

予算化 

 

事業が SEDP の中のど

のような優先度になって

いるか、SEDP には具

体的な記載がない。 

各省庁と各県は、ガイド

ラインに定められた期日

までに予算要求を計画

投資省に提出しなけれ

ばならないが、期日を守

らない機関が多い。これ

は、大臣・県知事の事

前承認を得られない、と

いう理由による。 

 

これまで各機関が予算

要求を提出する前に、

計画投資省が各機関に

予算シーリングを示すこと

がなかった。 

 

各機関は予算枠を考慮

しない予算要求リストを

提出していた。 

 

開発予算の各機関への

配賦は計画投資省が実

施するが、そのもととなる

開発予算の全体枠は財

務省と計画投資省の間

で調整される。この調整

が遅れることによって、開

発予算枠とその配賦枠

が決まらず、上述のアナ

ウンスが遅れる。 

 

複数年予算見込みは

現段階で実施されてい

ない。JICA 技術協力で

導入を図っている3年優

先事業リストがそれにあ

たるが、定着していない。 

事業優先度付けは、毎

年実施機関の判断でさ

れるが、しばしば継続事

業の支払いを残しながら

新規事業を優先的にリ

ストして事業審査し承認

してしまうため、未払い金

が増える傾向にある。 

 

事業優先度そのものに

一貫性はない。 
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 チェック項目 

 ⑦公共投資プログラム

/計画管理 
⑧予算管理 ⑨事業管理 

B. 実施段階    

5．事業実施とモニタリ

ング 

 国内事業の事業承認

前の事業実施、「カラ」

事業、未払い金の増

加、などの課題に対応

する措置として、もともと

計画投資省管轄だった

負債管理を財務省管

理下に置いた。国内負

債の把握と管理のため

に、同省は予算局の下

に公共投資財務課を

設けたが、具体的な負

債対応策は出ていない

（2017 年 4 月現

在）。 

公的調達法や規則はあ

るが、効力が低い。 

 

多くの事業が競争入札

を経ずに特定業者に割

り振られ、癒着も問題化

している。 

 

調達のための資金面で

国有企業は、銀行との

信用貸付を優遇される

ことがあり、しばしば支払

い能力を超えてしまい、

負債を増やす一つの要

因となっている。 

 

モニタリングは四半期ご

とに省庁や県の部局ベ

ースで報告することにな

っているが、事業ベース

でのモニタリングは定例

化されていないうえに、フ

ォローアップする仕組み

もない。 

6．事業変更と調整 NSEDP の中間レビュー

が行われ、必要に応じ

て国家計画レベルの修

正はあるが、公共投資

プログラムや公共投資

事業レベルまでの修正

は要求されない。 

公共投資法によると、

事業コストが一定額以

上増える場合は再審査

を受けることになっている

が、実質的にはそのプロ

セスに則ってコストが増

える事業はなく、完成し

ないか、途中段階で事

業を完了してしまうこと

がある。 

継続事業の予算化に

関しても同様で、当初

は毎年事業審査を経る

ような指導を行っていた

が、現在は継続事業の

事業審査は不要となっ

た。 

 

 

7．終了時・完了評価 次期NSEDP策定と並

行して、当該 NSEDP

の終了時評価が行われ

るが、公共投資プログラ

ムのレベルまでは落ちて

こない。 

決算報告はしばしば遅

れる。 

事業完了視察の方法に

関して、バイアスが入りや

すい方法（施工業者と

事業実施担当部署との

関係性）を採用してい

る。JICA技術協力で終

了時評価・事後評価を

導入したが、一部大規

模事業で実施している

のみとなっている。 
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 チェック項目 

 ⑦公共投資プログラム

/計画管理 
⑧予算管理 ⑨事業管理 

8．維持管理  事業完了時の資産登

録と管理に関するプロセ

スは存在しない。事業完

了後の資産の数は未知

数である。 

 

 

事業完了後の維持管

理にかかる一般的な方

法やプロセスは、事業計

画時から項目として入っ

ているが、適切に計画・

実施している事業は少

ない。 

 

終了時評価での重要

項目として維持管理計

画があり、特に財務的

な観点からの維持管理

を指導しているが、定着

するに至っていない。 

 

参考情報 

チ

ェ

ッ

ク

項

目 

⑩その他の管理

サイクル 

ODA 事業の事業形成・審査・承認、予算化のプロセスは、ドナーのイニシアチ

ブによって行われているため、国内予算プロセスとは同期していない。そのため、

開発予算集約時には見込みベースの ODA予算となっており、精度は低い。 

ODA の窓口機関である計画投資省国際協力局は、国内予算プロセスに関

与していないため、ODA カウンターパート・ファンドの予算要求時には ODA 事

業の進捗状況が分かりにくい。 

PPP事業は、現状は個別事業対応であり、法制化を急いでいる。 

SOE 事業については、政府側の情報公開が不調であり、全体像がつかめな

い。 

⑪管理情報シス

テム体制 

現在、公共投資を総合的に管理する公共投資管理情報システム

（PIM-MIS）は存在しない。公共投資管理の各機能に担う組織が、それぞ

れエクセル・メール添付ベースでやりとりしている。計画投資省内には LAN がな

い。現段階では LAN を敷設する具体的な取り組みはない。 
 
財務省は、IT 部局（財務情報技術局）を有し、IT 専門職員を配置してい
る。政府財務情報システム（GFIS）は、財務・会計収支関係のほかに、徴
税に係る以下の機能とのインターフェースを有するが、徴税に係るシステムの活
用は 7県にとどまる。その他、以下２つのシステムを走らせている。 

 ASCYUDA (Customs Systems) 
 TMIS (Tax Management Information System)  
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2.2 成果品 2：課題間の関係性分析表 
 連関点のタイプ 

 A. 公共投資プログラム/計

画管理と予算管理 
B．予算管理と事業管理 

C. 事業管理と公共投資プ

ログラム/計画管理 

計画

段階 

公共投資プログラム／計画と

しての５カ年公共投資計画

と公共投資優先 3 ヵ年リスト

が、十分に関係省庁に浸透

しておらず、財源を伴った公

共投資の中期的な実施計

画がない。 

 

 

開発予算の各機関への配賦

方法が明確でない。中期的

な予算配賦見込みがないた

め、予算の裏付けをもった、

事業優先度付けと予算化と

なってない。 

 

個別新規事業申請・審査プ

ロセスと予算プロセスの日程が

近いため、個別新規事業の

申請・審査プロセスが遅れる

と新規事業を予算書に含め

ることができず、予算書の完

成・提出が遅れる。結果とし

て、年度開発予算策定プロ

セス全体が遅れる。 

 

 

 

 

 

 

公共投資プログラム／計画と

しての５カ年公共投資計画

と公共投資優先 3 ヵ年リスト

が、十分に関係省庁に浸透

しておらず、社会経済開発計

画と個別公共投資事業との

リンクが明確でない。 

 

改正公共投資法によって、全

ての新規公共投資事業に対

する審査義務が明文化され

たが、新しく設定された事業

分類に対応するプロセスやフ

ォーマットが用意されておら

ず、改正前の方式で進めてい

る。また、改正公共投資法に

準拠した事業承認・予算化

プロセスが整備されていない。 

 

新規事業形成段階で十分

な F/S 調査ができていないた

め、経済財務分析が実施さ

れていないなど、質が担保さ

れていない事業が多くある。こ

のため、予算化に向けた事業

の優先度づけができていな

い。 

実施

段階 

 

 計画部署・財務部署の連携

がないため、財務モニタリング

されておらず、事業ごとの執行

状況が把握されていない。 

 

事業モニタリング後のフォロー

アップや事業変更・中止等の

方法が規定されていない。 

 

事業変更がアドホックに行わ

れるため、不良事業が中止さ

れずに予算が使われ続ける、

などの課題がある。 

事業ごとのモニタリングができ

ていない。また、四半期ごとに

実施するモニタリング報告は

実施組織ごとにまとめられるた

め、個別の事業ごとの状況が

分かりにくく、フォローアップがで

きない。 
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2.3 成果品 3：キャパシティ分析表 
 

課 題 関連組織 組織視点 個人視点 制度・社会視点 

1 
 

上位目標
や 開 発 計
画を達成す
る手段とし
ての中期的
な 公 共 投
資プログラム
／計画が普
及していな
い。 

計画投資省計画
局 

 ５カ年公共投
資計画・公共
投資優先 3 ヵ
年リストを実施
するためのガイド
ラインを発行して
いない。 

 ５カ年公共投
資計画・公共
投資優先 3 ヵ
年リストの普及
活動が遅れてい
る。セクター省
庁や県に指導し
きれていない。 

セクター省庁や県
に対して５カ年公
共投資計画や公
共投資優先 3 ヵ
年リストを指導普
及できる職員が十
分いない。 

５カ年公共投資
計画や公共投資
優先3ヵ年リストを
定着させる法規・
ガイドラインが発行
されていない。 

事業実施機関 
（省庁・県） 

５カ年公共投資
計画・公共投資
優先 3 ヵ年リストを
公共投資計画とし
てのツールとして使
う認識がない。 

５カ年公共投資
計画・公共投資
優先3ヵ年リストの
指導を十分に受け
ていない。効果が
分かる職員がいな
い。 

2 新規事業
形成で十分
なF/S調査
ができてい
ないため 、
事業の経済
財務便益が
出ないなど、
質が確保さ
れない事業
が多い。 
 

事業実施機関 
（省庁・県） 

F/S調査を実施す
るための費用がな
い。 

 経済財務分析
を監督できる職
員が少ない。 

 F/S の内容を
確認できる職
員が少ない。 

  

 F/S 調査の標
準的な方法が
できていない。 

 事 業 審 査 で
F/S 調査の結
果を確認して
いない。 

計画投資省評価
局 
県計画局 

事業審査で F/S
調査の内容を精
査しないまま、事
業を承認してい
る。 

 職員に F/S 調
査を指示する
能力がない。 

 職員に F/S 調
査の内容を精
査する能力が
ない。 

事業審査で F/S
調査の精査項目
が厳しくない。 

3 改正公共
投資法に準
拠した事業
承認・予算
化プロセス
が整備され
ていない。 
 
 
 
 

計画投資省計画
局 

改正法に対応した
予算化プロセスを
アナウンスしていな
い。 

― 

改正法に対応した
予算化プロセス
（特に県承認事
業の予算化）が
明確でない。 

計画投資省評価
局 

 改正法に準拠
した標準フォーマ
ットを発布してい
ない。 

 改正法に対応
した組織体制に
しておらず、増え

改正法に対応した
事業審査数の増
加に職員が技術・
業務量の点で対
応できない。 

改正法に対応して
県レベルの事業審
査結果を確認す
る方法が確立され
ていない。 



2. 第 2段階の成果品 

 

15 

課 題 関連組織 組織視点 個人視点 制度・社会視点 

る事業審査に
対応できない 

 県レベルの事業
審査結果の確
認していない。 

県計画局  改正法に対応
した事業審査や
県議会対応が
できていない。 

 改正法に対応
した事業審査
後の予算化プロ
セスができていな
い。 

改正法に対応した
事業審査数の増
加に職員が技術・
業務量の点で対
応できない。 

 改正法に対応
し、県議会承
認を含んだ事
業承認・予算
化プロセスが
確立していな
い。 

4 年度開発
予算プロセ
ス が 遅 れ
る。 
 
 
 

計画投資省計画
局 

 財務省との年
度開発予算配
分の協議結果
が遅れる。 

 各省庁・県との
協議が複数回
にわたる。 

― 

 各セク ター省
庁・県への予
算配賦通達が
予算要求後に
あるので、各セ
クター省庁・県
は予算シーリン
グに合わせて
予算要求を再
提出しなけれ
ばならない。 

 個別新規事業
申請プロセスと
予算プロセス
の日程が近い
ため、個別新
規事業申請プ
ロセスが遅れる
と予算提出も
遅れる。 

事業実施機関  予算要求前に
完了しなければ
ならない個別新
規事業申請が
遅れる。 

 第 1 回予算要
求時に、予算シ
ーリング見込み
を考慮しないで
提出する。 

― 

5 予算化に向
けての事業
の重要性や
優先度が分
からない。 
 
 

計画投資省計画
局 

 セクター省庁・
県と予算折衝
する際の優先度
を実施する機会
がない。 

 セクター省庁・
県と予算折衝
する際の共有情
報がない（５カ
年公共投資計
画 /公共投資
優先 3 ヵ年リス
ト等）。 

予算折衝を行う
際に、事業の優先
度を協議するため
の準備がない。 

 計画投資省全
体としての事
業優先度の指
針が明確でな
い。 

 計画投資省計
画局と評価局
の間で新規事
業の事業審査
結果の詳細を
共有していな
い。 
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課 題 関連組織 組織視点 個人視点 制度・社会視点 

計画投資省評価
局 

 事業審査の折
に事業の妥当
性を評価する
際、各セクター・
県内の優先度
を確認する材料
がない（５カ年
公共投資計画
/公共投資優
先 3 ヵ年リスト
等）。 

― 

事業実施機関 
（省庁・県） 
 

 各事業の優先
度に明確な基
準がない。 

 事業の優先度
を決めるための
中期的なプラン
がない（５カ年
公共投資計画
/公共投資優
先 3 ヵ年リスト
等）。 

 組織の長が優
先度を決めるた
めの明確な指
針を持っていな
い。 

 職員が優先度
を決めることが
できない。 

 事業の優先度
を決める基準
が 明 確 で な
い。予算化の
時点で優先度
を決めてしま
い、中期的な
一貫性 が な
い。 

 事業審査と予
算化のプロセ
スがひとつの流
れになっている
ため、事業審
査を通る＝予
算化の流れに
なっており、優
先度付けがし
にくい。 

6 開発予算の
各機関への
配賦方法が
明 確 で な
い。中期的
な 予 算 配
賦見込みが
ない。 
 
 

計画投資省計画
局 

 財務省と中期
開発予算見込
みの協議を実
施していない。 

 中期的な予算
配賦見込みを
出していない。 

 セクター省庁へ
の予算配賦方
法が決まってい
ない。 

― 

 中期的な開発
予算の配賦方
法に関する法
規・ガイドライ
ンがない。 

 セクター省庁へ
の予算配賦に
関する法規・
ガイドラインが
ない。 

財務省予算局  中期的な開発・
経常予算配賦
見込みを出して
いない。 

 年度開発予算
配賦を計画投
資省に通達する
のが遅れる。 

― 

7 負債管理が
不明瞭。開

財務省予算局  国内事業による
負債状況が把

 公共投資財務
課職員の TOR

 国内事業によ
る負債状況が
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課 題 関連組織 組織視点 個人視点 制度・社会視点 

発予算に占
める負債額
が不明確。
負債の返済
計画が不明
確。負債の
発生を予防
する方法が
不明確。 
 
 

握 で き て い な
い。 

 同局内に新設
された公共投資
財務課の役割
がはっきりしな
い。 

がはっきりしな
い。 

把握されてい
ない。 

 国内事業の具
体的な負債
予防策が明確
ではない。 

 負債管理に関
す る 実 施 機
関・財務省・
計画投資省の
情報共有が不
足している。 

計画投資省計画
局 

 国内事業による
負債状況が把
握 で き て い な
い。 

 負債を優先的
に支払うようセク
ター省庁・県に
徹底 し て いな
い。 

 負債予防策を
明確に打ち出し
ていない。 

負債の状況や対
応方法について職
員が理解していな
い。 

セクター省庁 セクター省庁内の
事業別負債状況
を把握し ていな
い。 

各担当事業の負
債状況を担当者
がフォローしていな
い。 

県計画局 
県財務局 

県内事業の事業
別負債状況を集
計・把握していな
い。 

各担当事業の負
債状況を担当者
がフォローしていな
い。 

8 調達・契約
方法が不明
確。国営企
業への優遇
もみられる。 
 
 

計画投資省評価
局 

個別事業の契約
や調達状況を把
握していない。 

― 
調達は事業ごとの
横断的委員会が
契約とともに担当
することになってい
るが、契約や調達
ルール（調達法
2004）に則って
実施しているかどう
か確認できない。 

財務省 調達のための専門
部局は調達モニタ
リング事務所だが、
どの程度実際の契
約調達の指導に
当たっているか不
明である。 

― 

9 事業ごとの
モニタリング
ができてい
ない。四半
期ごとに実
施するモニタ
リ ングは実
施組織ごと
であ り 、事
業ごとのフォ
ローアップが
できない。 
 
 

計画投資省 
計画局 
評価局 

 事業別モニタリ
ング報告の仕組
みについて開発
していない。 

 財務モニタリング
を通達していな
い。 

 財務モニタリング
の結果を集計し
ていない。 

 事業別モニタリ
ングの方法論を
開発・指導でき
ない。 

 財務モニタリン
グの方法論を
開発・指導でき
ない。 

 事業実施モニ
タリングの仕組
みが標準化さ
れていない。 

 事業財務（予
算執行）モニ
タリングの仕組
みが標準化さ
れていない。 

セクター省庁 事業別・財務モニ
タリングを実施して
いない。 
 

― 
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課 題 関連組織 組織視点 個人視点 制度・社会視点 

財務モニタリ
ングは、計
画部署・財
務部署の連
携がな く 、
事業ごとの
執行状況が
把握されて
いない。 

県計画局 
県セクター部局 

事業別・財務モニ
タリングを実施して
いない。 

事業別・財務モニ
タリングの標準的な
方法が分からな
い。 

10 事業モニタリ
ング、後のフ
ォローアップ
や 事 業 変
更・中止等
の方法が定
着していな
い。 
 
 
 

計画投資省評価
局 

事業変更や中止
が必要な際の標
準的なプロセスを
通達していない。 

事業変更や中止
の標準的な手続
きが分からない。 

事業変更や中止
が必要な事業な
場合の標準的な
プロセスが明確で
ないため、ケースバ
イケースで処理さ
れ、適切に処理さ
れずに放置される
ケースや、変更や
中止が決定される
までに無駄な期間
やコストが必要とな
るケースが多い。 

セクター省庁 事業変更や中止
が必要な際でも正
式な手続きを踏ま
ずに放置する事業
もある。 

県計画局 
県セクター部局 

事業変更や中止
が必要な際でも正
式な手続きを踏ま
ずに放置する事業
もある。 

11 事業完了
時の終了時
評価、そし
て事後評価
が実施され
ていないた
め、事業完
了後の資産
管 理 や 維
持管理計
画（持続
性）が曖昧
である。 
 
 
 
 

計画投資省評価
局 

 どの事業に対し
てどの程度の評
価を実施するべ
きか判断してい
ない。 

 評価実施に関
する詳細通達を
出していない。 

 十分に評価調
査を指導できる
体制になってい
ない。 

評価調査を指導
できる職員が少な
い。 

終了時評価はま
だ標準化されてい
ないため、必要な
事業に実施されて
いない。 
 
そのため、維持管
理計画も承認さ
れないまま維持管
理され、財務的混
乱を招いているケ
ースもある。 
 
維持管理計画
の、特に財務的持
続性について、維
持管理のための財
源が明確でない事
業が多く、実施途
中で期待された効
果が得られない事
業が見受けられ
る。 

セクター省庁  評価調査を実
施する体制にな
っていない。 

 維持管理計画
に対してその重
要性を認識して
いない。 

 評価調査を実
施したり受けた
りすることができ
る能力のある
職員が不足し
ている。 

 維持管理計画
を確認する能
力がある職員
が少ない。 

県計画局 
県セクター部局 

 評価調査を実
施する体制にな
っていない。 

 評価調査を実
施するための資
金がない。 

 評価調査を実
施する／受け
ることができる
能力のある職
員が不足して
いる。 
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課 題 関連組織 組織視点 個人視点 制度・社会視点 

 維持管理計画
を確認する能
力がある職員
が少ない。 
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3. 第 3段階の成果品 
 

3.1協力戦略表 

課 題 
公共投資管理改善結果  

（目指す姿） 
キャパシティ強化策 

上位目標や開発計画を達成す
る手段として、公共投資 5 ヵ年
計画や公共投資優先 3 ヵ年リス
トが関係省庁に十分に普及して
いない。また、公共投資5 ヵ年計
画と公共投資優先 3 ヵ年リスト
は、中期的な財政見通しが不
十分にしか活用できていないた
め、中期的な財政的裏付けが
弱いプログラムになっている。 
 
開発予算の関係省庁への配賦
方法が明確でない。また、中期
的な予算配賦見込みがないた
め、事業実施に必要な開発予
算が安定的に確保できない、事
業実施が頻繁に遅延するなどの
課題に直面している。 

【上位目標や開発計画を達成
する手段としての中期的な公共
投資プログラム／計画が確立さ
れる】 
 公共投資 5 ヵ年計画と公共
投資優先 3 ヵ年リストの段階
的導入により、中期的な公共
投資プログラムが実現する。 

 事業の優先度について、事業
実施機関と計画投資省の間
で、協議するベースができあが
る。 

 
【開発予算管理が強化される】 
 公共投資 5 ヵ年計画と公共
投資優先 3 ヵ年リストの策定
プロセスで開発予算のシーリン
グ（計画投資省と財務省）
議論が定着する。 

 同じく公共投資 5 ヵ年計画と
公共投資優先 3 ヵ年リストの
策定プロセスで、各省庁・県へ
の配賦見込みや確定プロセス
が定着する。 

【制度】JICA技術協力で開発し
た公共投資5ヵ年計画と公共投
資優先 3 ヵ年リストが、現状のラ
オス公共投資管理システム、あ
るいは改正公共投資法に則して
いるかどうか再検証し、必要に応
じて開発ツールを見直す。その
際、以下の点を勘案する。 
 各セクター・各県社会経済開
発計画とのリンクを明確にす
る。さらに、その策定プロセス
（どのタイミングで本格導入す
るか）に留意する。 

 計画投資省と財務省の間
で、中期的な開発予算枠を
設定し、継続的な協議・合意
をするための横断的委員会を
結成。5 ヵ年国家社会経済
開発計画枠、あるいは毎年 3
年ローリングベースで開発予算
見込み枠を決定する。また、
同委員会で開発予算の配賦
見込みも決める。同委員会で
は、国内事業の負債管理とそ
の方向性の協議の場とする。 

 特に公共投資優先 3 ヵ年リス
ト部分を事業優先度確認の
ためのツールとして活用するよ
うな仕組みをつくる。 

 年次開発予算プロセスの中に
公共投資優先 3 ヵ年リストの
更新も入れる。 

 
【組織】【個人】公共投資 5 ヵ年
計画と公共投資優先 3 ヵ年リス
ト導入のための TOT・研修・指
導制度を設定し実施に移す。 
 公共投資 5 ヵ年計画は 5 年
に 1 回の策定なので、パイロッ
ト組織を対象とするのではな
く、一斉導入を検討。困難で
あれば、県のへの導入を優先
し、セクター省庁は、ODA 等
の関連もあってより複雑なた
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課 題 
公共投資管理改善結果  

（目指す姿） 
キャパシティ強化策 

め、段階的に導入する方法も
考えられる。 

新規事業形成で十分な F/S 調
査ができていないため、事業の経
済財務分析が出ないなど、質が
確保されない事業が多い。 
 
改正公共投資法に準拠した事
業承認・予算化プロセスが整備
されていない。 
 
年度開発予算プロセスが遅れ
る。(個別新規事業申請プロセ
スと予算プロセスの日程が近いた
め、個別新規事業申請プロセス
が遅れると予算提出も遅れる)。 
 
事業ごとのモニタリングができてい
ない。四半期ごとに実施するモニ
タリングは実施組織ごとであり、
事業ごとのフォローアップができな
い。財務モニタリングは、計画部
署・財務部署の連携がなく、事
業ごとの執行状況が把握されて
いない。 
 
事業モニタリング後のフォローアッ
プや事業変更・中止等の方法が
定着していない。 
 
事業完了時の終了時評価が実
施されていないため、事業完了
後の資産管理や維持管理計画
（持続性）が曖昧である。 

【個別公共投資事業の質が確
保される】 
 新規事業が適切な F/S 調査
を経て、計画投資省あるいは
県計画局に提出される時点
で、ある程度の質が確保され
ている。 

 改正法に合わせた事業審査
方法が定着し、承認段階で
新規事業の質が確保される。 

 事業実施中の事業モニタリン
グ制度が確立し、事業実施
段階の透明性が確保される。 

 実施途中で事業の修正や変
更が必要な場合、明確で透
明性のある制度・プロセスを通
じて修正変更作業が進む。 

 事業完了時点での完了報
告・終了時評価制度が確立
し、事業完了時点での完成
度が明確になる。 

 事業完了時点で事業ライフサ
イクル維持管理計画が明示さ
れ、運用中にフォローされる。 

改正公共投資法に合わせた、
個別公共投資事業の策定プロ
セスを見直し標準化する。 
 【制度】新規事業の立案・

F/S調査（経済財務分析含
む）・申請方法の見直しと標
準化。 

 【制度】改正法に合わせた新
規事業の事業審査方法の見
直しと標準化。 

 【制度】新規事業申請・承認
プロセスと予算化プロセスの区
分けの明確化。 

 【制度】公共投資 5 ヵ年計画
と公共投資優先 3 ヵ年リスト
に合わせた新規事業準備方
法（Pre-F/S等）の開発。 

 【組織】【個人】従来制度の変
更点周知の徹底（セミナー・
研修等）。 

 【組織】【個人】Pre-F/S 等の
新制度は段階的なパイロット
導入。 

 
事業ごとのモニタリングと事業変
更時の対応方法を確立し普及
する。 
 【制度】事業分類別のモニタリ
ング方法の確立。 

 【組織】【個人】県レベルのモニ
タリング方法とフィードバック方
法の確立と普及。 

 
終了時評価調査方法を構築
し、維持管理計画承認を定常
化する。 
 【制度】事業分類別の評価方
法の確立、維持管理計画の
承認プロセスの確立。 

 【組織】【個人】評価制度の段
階的導入。 
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課 題 
公共投資管理改善結果  

（目指す姿） 
キャパシティ強化策 

開発予算の各機関への配賦方
法が明確でない。中期的な予算
配賦見込みがない。 
 
負債管理が不明瞭。開発予算
に占める負債額が不明確。負債
の返済計画が不明確。負債の
発生を予防する方法が不明確。 
 
事業ごとのモニタリングができてい
ない。四半期ごとに実施するモニ
タリングは実施組織ごとであり、
事業ごとのフォローアップができな
い。財務モニタリングは、計画部
署・財務部署の連携がなく、事
業ごとの執行状況が把握されて
いない。 
 
事業モニタリング後のフォローアッ
プや事業変更・中止等の方法が
定着していない。 

【公共投資の予算・財務管理が
強化される】 
 開発予算の中期的な見込み
が明確になり、計画投資省と
財務省との間で適宜協議され
ることによってアップデートされ
る。 

 計画投資省によって各省庁・
県の配賦が明確になるととも
に、上述開発予算全体枠の
変更に伴う配賦額修正も適
宜できるようになる。 

 事業の財務モニタリング方法を
確立させることで、予算執行
状況が分かる。事業モニタリン
グ情報と合わせて、実施・予
算執行との関連性も把握でき
るようになる。 

 事業実施中に予算額の執行
修正・変更が必要な場合、明
確で透明性のある制度・プロ
セスを通じて修正変更作業が
進む。 

 上述予算と財務執行状況の
情報を計画投資省・財務省
（あるいは県計画局・財務
局）の間で共有することによっ
て、効果的効率的な予算執
行をもたらす。 

 【制度】 【組織】公共投資全
般の財務管理の仕組み構
築。計画投資省と財務省で、
負債管理を公共投資全般の
財務管理の方針について協
議する土台作り。 

 【制度】【組織】【個人】事業
別の財務モニタリング方法の
構築と普及。 

 【制度】事業の予算変更手続
きの標準化。 

 【制度】【組織】【個人】計画
投資省計画局及び財務省予
算局公共投資財務課に公共
投資関連の財務関連情報が
全て集約するような情報シス
テム構築と、双方職員への普
及。 
 そのためのセクター省庁の
開発予算の情報共有。 

 県計画局・財務局の情報
共有システムの構築（開
発予算の事業別執行モニ
タリング）。 

調達・契約方法が不明確。国
営企業への優遇もみられる。 

【公共投資事業の調達・契約
方法が整備される】 
 計画投資省と財務省の組織
横断的調達・契約監督部署
ができることにより、より透明性
のある契約・調達がもたらされ
る。 

 コスト標準化により、事業コス
ト全体の効率化が期待でき
る。 

 【制度】【組織】調達と契約の
指導と監督に関連する計画
投資省・財務省他の組織横
断的委員会の設置。 

 【制度】改正法及び改正予算
法に則した調達・契約方法の
整備と法規改正の助言。 

 【制度】【組織】調達モニタリン
グ方法の構築。 

 【制度】事業コスト標準化への
取り組み。 

 【組織】【個人】調達・契約に
合わせた普及。 
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3.2協力事業の絞り込み  
 

（１）留意点のまとめ 

 絞り込みの際の留意点 状況 

1 対象国の公共投資管理

改革・ドナー支援現状 

JICA で次期公共投資管理プロジェクト検討中。 

2 公共投資管理／公共財

政管理の改革状況 

公共投資法と予算法の改正（2016年4月）以来、改正に対応する

具体的な取り組みが遅れている。 

3 開発パートナーの支援状

況 

世銀が公共財政管理改革プログラムを策定中。2018 年半ばには完

成し、それに基づいて世銀・EU・ADB が新たな公共財政管理の取り組

みを開始する予定。 

4 公共投資プログラム／計

画、事業管理、予算管

理のどちらを中心に据える

か。 

フェーズ２で開発した5 ヵ年公共投資計画と公共投資優先3 ヵ年リスト

の定着を軸に、改正公共投資法に合わせた事業管理方法の導入、あ

るいは公共投資計画や公共投資優先 3 ヵ年リストに合わせた予算管

理方法の定着（具体的には計画投資省と財務省との連携強化）進

めること。 

5 担当組織 計画投資省計画局・評価局・国際協力局、財務省予算局・財政政

策局・国庫局・会計局 
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（２）絞り込み 

次

段

階 

公共投資プログラム／計画 予算管理 事業管理 

短

期 

 5 ヵ年公共投資計画の導
入（第 9次国家社会経済
開発計画 2021-2016）
検討。 

 公共投資優先 3 ヵ年リスト
の順次導入（年次予算策
定とともに導入）。パイロッ
ト省庁・県で本格化。 

 計画投資省・財務省による
公共投資管理横断的委員
会の発足 

 5 ヵ年公共投資計画に合わ
せた予算配分枠協議体制 

 公共投資優先 3 ヵ年リスト
に合わせた予算配分・予算
配賦協議体制 

 事業モニタリング情報の共
有（財務・進捗面） 

 事業別財務モニタリング情
報の共有検討 

 改正公共投資法に合わせ
た新規事業審査方法の整
理 

 中央省庁の事業審査委体
制の構築 

 県レベル事業審査支援体
制の構築 

 事業データベースの構築と、
情報の共有（計画投資省
内・財務省）と活用 

 事業モニタリング（財務・進
捗の両面）体制の構築と
情報共有。パイロット省庁・
県 

 事業評価システム（終了
時・事後）の整備 

中

期 

 5 ヵ年公共投資計画・公共
投資優先 3 ヵ年リストの本
格稼働（全省庁・全県） 

 負債管理と事業財務モニタ
リング情報の統合 
 

 事業データベースとモニタリン
グシステムの本格稼働、予
算情報システムとのリンク検
討 

 ODA情報のリンク 
 事業情報と公共投資優先

3 ヵ年リストとのリンク 

中

長

期 

 第 10 次国家社会経済開
発計画からのフル稼働 

 統合型公共投資管理情報
システムの稼働 

 統合型公共投資管理情報
システムと FMIS とのリンク 

 第 10 次国家社会経済開
発計画からの公共財政管
理/公共投資管理リンク取
り組み（計画レベル・事業
レベル） 

 統合型公共投資管理情報
システムの稼働 
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略語一覧 

略語 英語名 日本語名 

ADB Asian Development Bank アジア開発銀行 

ADP Annual Development Programme 年次開発プログラム 

BCS Bangladesh Civil Service バングラデシュ上級公務員 

BCSAA Bangladesh Civil Service Administration 
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GED General Economics Division （計画委員会）総合経済局 

GNI Gross National Income 国民総所得 

GOB Government of Bangladesh バングラデシュ政府 

IMED Implementation Monitoring and Evaluation 

Division 

（計画省）事業モニタリング・評

価局 

IRD Internal Resources Division 国内資産局 

IT Information Technology 情報技術 

JDCF Japan Debt Cancellation Fund 債務削減相当資金 

JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力機構 

LGD Local Government Division 地方行政総局 

LGED Local Government Engineering Department 地方行政技術局 

MAF Ministry Assessment Format 省庁レベル事業審査フォーマット 

MDAs Ministries, Divisions, Agencies 省庁・実施機関 

MHPW Ministry of Housing and Public Works 住宅公共事業省 

MOPA Ministry of Public Administration 行政省 

MTBF Medium-Term Budget Framework 中期予算枠組み 

MYPIP Multi-Year Public Investment Programme 複数年度公共投資プログラム 

NAPD National Academy for Planning and 

Development 

国立計画開発研修所 

NBD National Board of Revenue 国家歳入庁 

NEC National Economic Council 国家経済評議会 

OCAG Office of Comptroller and Auditor General 会計検査院 

ODA Official Development Assistance 政府開発援助 

PCN Project Concept Note 新規事業候補申請フォーマット 

PCR Project Completion Report 事業完了報告書 



略語一覧 

  

iii 

略語 英語名 日本語名 

PDPP Preliminary Development Project Proposal 暫定開発事業提案書 

PEC Project Evaluation Committee 事業評価委員会 

PFM Public Finance Management 公共財政管理 

PIM Public Investment Management 公共投資管理 

PIP Public Investment Program 公共投資プログラム 

PPP Public-Private Partnership 官民連携 

PSC Public Service Commission 公務委員会 

PSC Project Steering Committee プロジェクト運営委員会 

RADP Revised Annual Development Programme 修正年次開発プログラム 

RDPP Revised Development Project Proposal 修正開発事業提案書 

RTAPP Revised Technical Assistance Project Proposal 修正技術支援事業提案書 

SAF Sector Appraisal Format セクターレベル事業評価フォーマッ

ト 

SAP Sector Action Plan セクター実行計画 

SDGs  Sustainable Development Goals 持続可能開発目標 

SOE State-Owned Enterprise 国有企業 

SPIMS Strengthening Public Investment Management 

System Project 

公共投資管理システム強化プロ

ジェクト 

SSP Sector Strategy Paper セクター戦略書 

TA Technical Assistance 技術支援 

TAPP Technical Assistance Project Proposal 技術支援事業提案書 

TYRIP Three-Year Rolling Investment Programme 三年ローリング投資プログラム 

UDD Urban Development Directorate 都市開発局 

UNDP United Nations Development Programme  国連開発計画 

USD United States dollar 米ドル 

VNR Voluntary National Review 自発的国別レビュー 
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1. 第 1段階の成果品：公共投資概要シート 

公共投資概要シート 

対象国：バングラデシュ国                                調査日：2018年 6月 

チェック項目① 開発目標・開発計画・開発戦略及びマクロ経済指標 

【国家開発計画の体系】 
バングラデシュの国家開発計画に関する体系の大枠は下表のとおり。 

期 間 政策文書タイトル 担当部署 

長期 パースペクティブ・プラン 2021 計画委員会総合経済局（General 
Economics Division: GED） 

中期 
（5年） 

5 カ年国家開発計画（Five Year Plan: 
FYP） 

計画委員会総合経済局 

中期 
（5年） 

セクター戦略書（Sector Strategy Paper: 
SSP）／セクター実行計画（Sector Action 
Plan: SAP） 

計画委員会 

中期 
（3年） 

中期予算枠組み（Medium-Term Budget 
Framework: MTBF） 

財務省財務局 

中期 
（3年） 

複数年度公共投資プログラム（Multi-Year 
Public Investment Programme: MYPIP） 

計画委員会 

短期 
（1年） 

国家予算書（経常予算・開発予算） 財務省財務局 

年次開発プログラム（Annual Development 
Programme: ADP） 

計画委員会プログラミング局 

   
短期 
（毎週） 

個別事業の事業審査と国家経済評議会執行
委員会（ Executive Committee of the 
National Economic Council: ECNEC）承
認 

各省庁・計画委員会 

 
 
【セクター、地域、地方自治体の開発計画の有無と国家計画との関連性】 
 セクター計画：各セクター省庁が担当となり政策・計画を策定している。個々の政策や計画
と、開発計画との関係性は、体系だって整理されていない。 

 地域開発計画（国土計画、土地利用計画）：住宅公共事業省（Ministry of 
Housing and Public Works: MHPW）の都市開発局（Urban Development 
Directorate: UDD)が担当し、作成する事となっているが、策定されていない。 

 各地方自治体の開発計画：各地方自治体の自治法は、開発計画を策定することを規定
しているが、多くの自治体は策定していない。また、策定されているとしても、開発計画との整
合性は確保されていない。 

 
【マクロ経済指標と開発指標】 
 バングラデシュは、順調に経済成長を続けている。2020 年度に、一人あたり国民総所得
（Gross National Income: GNI）を 2,009米ドル、経済成長率を８％まで引き上げ
ることを目指している。 

 開発目標は、パースペクティブ・プラン 2021、5 カ年開発計画に記載されている。 
 
【グローバルアジェンダ】 
 現在の第 7 次 5 ヶ年国家開発計画で、持続的な開発目標（ Sustainable 

Development Goals: SDGs）と国家の開発目標の関係について言及している。 
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 開発事業提案書（Development Project Proposal: DPP）の記載項目に、提案して
いる事業が、どの持続的可能な開発目標に貢献しているのかを記載する項目がある。 

チェック項目② 公共投資の取り組み位置づけと改革の動向 

【公共投資の制度的・政策的位置づけ】 
 バングラデシュには、公共投資全般を規定する法律はない。 
 中期開発計画や年次開発プログラムに関する法的枠組みはないが、計画委員会の機能とし
て、開発計画や年次開発プログラムの策定が規定されている。 

 予算に関連する法的枠組みとしては、Public Moneys And Budget Management Act  
(2009)、Financial Reporting Act (2015)がある。 

 事業管理に関する法的枠組みとしては、事業サイクルの各段階に沿って規則や通達がある。
例えば、Procedures for preparation, processing, approval and revision and 
amendment of Development Projects in the Public Sector(2016)、Public 
Procurement Act 2006、Public Procurement Rules(2008)などがある。 

 [政府開発援助（Official Development Assistance: ODA）] ODA に関する法的枠
組みは、特別には設定されてはいない。 

 [地方自治体] 各自治体の役割を規定した法律に、地方自治体開発計画に関連する規
定がある。 

 [国有企業] 国有企業（State-Owned Enterprise: SOE）に関連する法的枠組み
は、各国有企業設立のための法律による。 

 [官民連携（Public-Private Partnership: PPP）] PPP に関連する法的枠組みは、
PPP Act (2015)がある。 

 
【公共投資プログラム／計画の有無と範囲】 
 公共投資事業の年次予算をまとめた、年次開発プログラムが、バングラデシュ政府の公共投
資プログラム（Public Investment Program: PIP）に相当する。 
 質問項目 回答 

1 単年度ですか、複数年度ですか。 単年度。 

2 
公共投資事業の事業費により、プログラムや計画に含
まれるか否かの扱いに、違いはありますか。 

違いはない。 

3 

①実施中の事業、②該当する予算年度に実施される
事業、③事業は承認されているが該当する予算年度
には実施が予定されていない事業、④事業承認がまだ
なされていない事業など、分類が記載されていますか。 

③は含まれていない。 

4 
基金を活用した公共投資事業（費）は、記載されて
いますか。 

含まれていない。 

5 
地方自治体などへの財政移転について記載があります
か。 

記載がある。 

6 
地方自治体が実施する公共投資事業について、記載
がありますか。 

記載がない。 

7 
国有企業が実施する公共投資事業（費）は記載さ
れていますか。 

記載がある。ただし、すべての国有企業
が含まれるかは不明。 

8 
PPP を活用した公共投資事業（費）は記載されてい
ますか。 

記載があり。 

9 
経常予算による公共投資事業（費）は記載されてい
ますか。 

記載はない。 

10 
政府開発援助（借款／有償資金、無償資金、技術
協力）による公共投資事業（費）は記載されていま
すか。 

借款／有償資金、無償資金、技術協
力すべてのスキームに関して、記載があ
る。 
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【公共投資の内訳】 
 公共投資には、国内予算による公共投資事業、ODA の借款／有償資金協力による公共
投資事業、地方自治体への開発予算移転（財政移転）が含まれている。 

 
【ODA、地方自治体、予算外資金、国有企業、PPP の位置づけ】 
 ＜ODA＞年次開発プログラムの約 3割が ODA を原資とした事業である。 
 ＜地方自治体＞財政移転の総額は、年次開発プログラムの約 2％程度である。 
 ＜国有企業＞財務省が発行しているバングラデシュ経済レビュー（Bangladesh 

Economic Review）の 2017年度版は、非金融系の国有企業は、45組織存在し、国
有企業が国の経済に与える影響は大きいと報告しているが、詳細情報は公開されていない。 

 ＜PPP＞予算書には、予算のセクター配分説明の際に、PPP Subsidy and Liability とし
て費用が計上されている。全体予算の約２％。この数値は年々上昇している。 

 
【公共投資管理／公共財政管理改革の動向】 
 財務省財務局は、2016年 6月に、財政管理改革戦略 2016-2021 を発表した。 
 公共投資管理改革は、同戦略のゴール 2 に含まれている。 

チェック項目③ 国家予算と年度開発予算策定スケジュール 

【予算配分】 
 財政支出の推移: 全体として経常支出は横ばい、開発支出を増やしている。全体予算に
占める開発予算の割合は会計年度 2008 で約 27％、会計年度 2016 で 37％に近い。 

 
【予算の執行】 
 開発予算による事業数は 2017年度の年次開発プログラムの時点で 1,365件。開発予算
の執行率は、2013年のデータで約 90％。 

 
【複数年度の視点】 
 バングラデシュ政府は、中期予算枠組み（MTBF）を採用している。 
 
【財政収支と債務】 
 財政赤字：財政赤字は 3.8～4.4％（GDP 比）で推移している。予算上は、2017 - 

2018 年度予算で 5％（GDP 比）に達成している。2014 年度は海外からの借入が総借
入の 1割程度だったが、その時以外は、2割～3割の間を推移している。 

 政府債務は、対 GDP比 約 33～34％あたりで推移している。 
 
【年度開発予算編成スケジュール】 
 開発予算の大部分は、年次開発プログラムを通じて策定される。年次開発プログラムは、期
中に一回調整（Revise）が行われる。以下の表は、年度開発予算編成スケジュール。 
時期 項目 内容 

11 月～
12月 

「第 1 回予算通報（budget 
call circular）」発出 

財務省財務局が、第 1 回予算通報（budget call 
circular）、予算シーリングの概算を発出。各省庁・
実施機関は、省庁予算枠組み（Ministry Budget 
Framework）を準備する。 

3月 「年次開発プログラム策定ガイドラ
イン」発出 

計画委員会プログラミング局が、概算予算シーリングの
内容を反映した「年次開発プログラム策定ガイドライン」
を発出する。 

4月 「第 2 回予算通報（budget 
call circular）」発出 

財務省財務局が、第 2 回予算通報（budget call 
circular）で、厳密な予算シーリングを発出する。 

5月 国家経済会評議会（National 
Economic Council: NEC）に
よる、年次開発プログラムの承認 

計画委員会プログラミング局を中心とした、政府内部の
調整の後、国家経済会評議会で承認する。 

5月 計画委員会から財務省財務局
に、年次開発プログラムを提出 

計画委員会プログラミング局は、年次開発プログラムと
リスト情報を、財務省財務局へ提出する。 

6月 開発予算を含む国家予算を国会
で承認 

財務省財務局が、経常予算と合わせて、国会に予算
書を提出する。 
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チェック項目④ 公共投資事業の実施管理状況 

 計画省事業モニタリング・評価局（Implementation Monitoring and Evaluation 
Division: IMED）のレポートによると、年次開発プログラムに含まれる公共投資事業に関し
て、2013 年の時点で、事業費と事業期間が超過する場合が増えており、それぞれ総事業
数の 8割と 4割に至っている。 

チェック項目⑤ 公共投資管理に関する組織体制と人事制度 

【組織体制】 
 公共投資管理にかかる主たる省庁及び部署の業務分掌は以下の通り。 
委員会・省名 局名 主な機能／権限 

計画委員会 プログラミング局
（Programming Division） 

開発予算の配分と年次開発プログラムのとりまと
め 

総合経済局 (General 
Economics Division) 

中長期国家開発計画の策定（パースペクティ
ブプランや 5 ヵ年開発計画） 

セクター局 （Sector 
Division）（4 セクター局） 

担当セクター内事業の事業評価（sector 
appraisal）担当セクターにおける政策文書の
策定 

計画省 計画局 （Planning 
Division） 

計画委員会、国家経済評議会、国家経済評
議会執行委員会の事務局 

実施・モニタリング・評価局  事業モニタリングと評価 

財務省 財務局 （Finance 
Division） 

予算配分と全体財政管理 
経常予算のとりまとめ 

経済関係局 （Economic 
Relations Division: ERD） 

ODA（資金）の管理 

会計監査院（Office of Comptroller and 
Auditor General） 

監査 

   

【組織間の関係性】 

Planning 
Commission

人的資源

社会、文化

インフラ基盤

政
治
・
法
制
度

技
術

財政基盤

機会 脅威凡例：

研修所
の設立
(GED)

研修講師、研修機会
の不足威

計画委員会職員の
新規制度に対する技
術・知識不足

財務省、セクター省庁、
実施機関の新規制
度に対する技術・知
識不足

老朽化したADP－
MIS

事業形成・審査・承
認に関するMISは無
い。

新しいADP
－MISの開

発

財務省のMIS、
IMEDのMISなどと連
携・リンクなし。 財務省の

MIS, IMED
のMISのプロ
グラム更新

BCS経済職の不足

実施機関には、BCS
経済職は配属されな
い。

公務員制度：予算
を管理するBCS行政
職計画を管理する
BCS経済職

計画委員会
セクター省庁での
人事異動あり
（計画省）

公務員制度
改革？

PIM関連規
則の整備
（計画省）

M&E関連の規則
（IMED）

選挙（2018年12
月／2019年1月）

I財務関連の規則
（財務省）

PIM関連の法律がな
い。

PFM改革が
再促進

PFM関連の
法律がある

BCS経済職
の団体がある

BCS行政職
の団体がある

計画委員会の運営
予算は、計画省が
握っている。

PIMに関わる新制度
の研修講師、研修機
会の不足威

 



1. 第 1段階の成果品 

 

5 

【主な組織の状況把握】 
 計画担当組織と予算担当組織：計画担当組織と予算担当組織は、別組織である。それ
ぞれ、計画委員会と財務省となる。開発計画策定・管理、年次開発予算編成・管理、開
発事業／公共投資事業の事業承認に関する権限は、計画委員会に帰属する。 

 計画担当組織とセクター担当組織：計画委員会に所属する職員（経済職の公務員）
は、各セクター省（Ministry/ Division）の計画局／部（Wing）に配置されている。経
済 職 の 公 務 員 、 セ ク タ ー 省 （ Ministry/ Division ） 下 に あ る 実 施 機 関
（Department/Agency）には配属されない。  

 中央政府と地方自治体：計画委員会は、開発予算の地方自治体への財政移転の大枠を
決定し、実際の交付や用途条件付与などは地方行政総局（Local Government 
Division: LGD）が実施する。 

 
【人事制度・人材育成】 
 バングラデシュ政府の計画委員会、計画省、各セクターの計画担当部局へは、バングラデシュ
上級公務員（Bangladesh Civil Service：BCS）の経済職（Economic Cadre）が
配属される。 

 財務省には、バングラデシュ公務員（BCS）の行政職（Administration Cadre）が配
属される。 

 行政職は、各行政組織（省庁、部局）の長官・局長に配属される。経済職の職員は、昇
任したとしても、局長が最高ポストであり、計画委員会や計画省の長官は行政職の職員が
大多数を占める。 

 経済職職員を対象とする階層研修プログラムはなく、配属後の基礎研修が、唯一の研修機
会となっている。行政職には階級研修プログラムがある。 

 計画委員会（Planning Commission）は、経済職の能力強化に特化した研修機関で
ある Economic Academy を新設し、研修を開始した。 

チェック項目⑥ 公共投資管理／公共財政管理改革に対する開発パートナーの支援状況 

 下の表は、関連分野の開発パートナー／ドナーの参入状態と改革をまとめたものである。 
 事業名 期間 受入機関 援助機関 主な内容 
1* Strengthening 

Public Expenditure 

Management 

Program (SPEMP) 

2008 - 
2014 

FD 
 

Canada 
Denmark 

Netherlands 
UK、EU 

World Bank 

A. 予算編成、予算執
行、内部監査機能の
向上 
B. 外部監査の強化 
C. 議会機能の強化 

2 Implementation of 

Digital ECNEC 

2013- 
2018 

Planning 
Division 

GOB 公共投資管理の管理
プロセスの IT化 

3 Strengthening 

Monitoring and 

Evaluation 

Capabilities of 

IMED (SMECI) 

2013- 
2017 

IMED GOB  

4 CDMRI- ECBSS 2014- 
2017 

IMED UNICEF 保健、栄養、教育関
連のモニタリング能力強
化 

5 Enhancing 

Institutional 

Capacity of IMED 

2015- 
2017 

IMED ADB Results Based 
Monitoring and 
Evaluation の主流化 

6 Establishment of 

BCS Economic 

Academy  

 GED GOB 計画委員会職員に対
する研修所の建設と、
研修プログラムの開
発、研修機会の提供 
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7 Support to 

Sustainable and 

Inclusive Planning 

 GED UNDP Sector Action Plan
の作成支援 

*現在、世界銀行は SPEMP の後継プログラム形成を検討中。 
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2. 第 2段階の成果品 

2.1 成果品 1：公共投資管理課題分析表 

 チェック項目 

 ⑦公共投資プログラム

/計画管理 
⑧予算管理 ⑨事業管理 

公共投資管理の標準的な機能 

A. 計画段階    

1．戦略的指針 

 

 

年次開発プログラムに

は、開発予算を使う、

すべての公共投資事業

が含まれている。ただ

し、予算外資金や、

PPP、経常費用による

事業は記載がない。 

 

年次開発プログラムに

は、個別事業の総予算

や事業期間などが掲載

されているが、個別事

業の開発目標、セクタ

ーの開発目標の設定、

現状、達成度合い、複

数年度予算見込みとの

整合性などが不透明で

ある。 

中期予算枠組みには、

見込みが計上されてい

るが精度が疑問視され

ている。 

 

（年次開発プログラムと

予算書、中期予算枠

組みの情報は、実際の

支出や、予算年度の予

算の値については、情

報が合致している。） 

事前フィージビリティ調

査の実施に関する規定

はない。 

 

事前スクリーニングを行

う仕組みが無い。年次

開発プロフラムは、公共

投資事業へのガイダンス

や事前スクリーニングの

文書として機能しておら

ず、有効なガイダンスや

事前スクリーニングが行

われていない。 

 

 

2．新規事業形成 

 

 

年次開発プログラム自

体は、事業形成・評

価・審査の指針を与え

ていない。 

 

５カ年国家開発計画

や各セクター開発政策

などを参考に、事業提

案書が策定されてい

る。 

事業形成・評価・審査

は、予算編成とは独立

して実施されている。 

 

事業形成・評価・審査

で、中期予算枠組み内

で予算の有無を確認し

ている。しかしながら、開

発予算の複数年度予

算見通しの精度は低

く、精度の低い見通し

内での事業予算の確

認は適切ではない、と

認識されている。 

企画提出時の事業提

案書の質が担保されて

いない。 

 

事業形成・審査・承認

のプロセスは規定されて

物があり、規定に沿って

実施されている。ただ

し、（1）フィーシビリテ

ィ調査、（2）環境社

会配慮、（3）土地収

用、（４）維持管理

費用の確認などは、規

定どおりに行われていな

いケースもある。 

 

多くの事業提案書で

は、財務・経済分析が

実施されていない。 
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 チェック項目 

 ⑦公共投資プログラム

/計画管理 
⑧予算管理 ⑨事業管理 

 

3．第三者評価  事業後の維持管理の

主体について議論はあ

るものの、具体的な費

用額や予算見通しにつ

いては議論されていな

い。 

 

事業審査・評価後、事

業提案書の質が担保さ

れていない。 

（セクター省庁が事業

審査を行い、計画委員

会が事業評価を行う仕

組みが規定されており、

規定に沿って実施され

ている。） 

4．事業優先度づけと

予算化 

 

年次開発予算を策定

するための通達には、予

算化、優先度付けにつ

いて規定されているが、

規定内容が具体的で

ない。 

 

事業承認を検討する際

の「事業選択」作業は

ない。年次開発プログラ

ム の ”Unapproved 

New Project”の項目

に記載された事業は、

ほぼ承認されることが確

定している。また、承認

された事業は、ほぼ予

算化されることが確定し

ているのが現状。 

 

年次開発プログラムに

は、複数年次の予算見

込みを記載していない。

一方、中期予算枠組

みには情報が記載され

ている。しかしながら、そ

の計算方法は、残りの

事業費を残りの事業期

間で割った数字が記載

されているので、予測精

度が低い中期予算見

込みとなっている。 

経常予算と開発予算

で、別々の予算編成プ

ロセスがあり、作業が重

複している。このため効

率的・効果的に予算が

編成されていない。 

 

標準的なプロセスがあ

り、関係者の間で遵守

されている。しかしなが

ら、経常予算／総予算

と開発予算のプロセス

が、重複して存在してお

り、二重の作業を省庁・

部局が行っているため、

プロセスの効率化に向

けた改善の余地があ

る。 

 

複数年度の視点で予

算管理されていないた

め、効率的・効果的に

予算が配分されていな

い。 

 

予算書と各事業の年

次予算は同期されてい

るが、複数年度見通し

については、同期が不

透明である。 

 

優先度付けによる事業

の予算化が行われてい

ない。 

 

個別事業を相対的に

比較する仕組みがな

い。 

 

個別事業の事業予算

を再計算し、予算を抑

える仕組みはあるが、セ

クター全体の予算枠に

もとづいての議論はなさ

れていない。 

 

予算化において、維持

管理費用は検討されて

いない。 

 

承認された事業で、予

算化されない事業はな

い。 
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 チェック項目 

 ⑦公共投資プログラム

/計画管理 
⑧予算管理 ⑨事業管理 

法的枠組みに従って、

債務管理を堅実に行っ

ている。 

B. 実施段階    

5．事業実施とモニタリ

ング 

年次開発プログラムは、

モニタリングされている

が、実態は、プログラム

全体あるいはセクター別

というよりも、個別事業

の支出進捗のモニタリン

グとなっている。 

事業モニタリング・評価

局が行っている事業の

支出進捗と、財務省が

行っている各事業の会

計管理で、仕組みが異

なる。仕組み間に連携

がない。 

公的調達法とルールの

もとで実施されている。 

 

各事業実施主体は実

施機関、省庁を通じ

て、事業モニタリング・評

価局に、月次および四

半期モニタリングレポート

を提出している。 

 

事業の施行進捗をモニ

タリングする仕組みが十

分に機能していない。

施行進捗と支出進捗

の両方をモニターするこ

とになっているが、実態と

しては、支出進捗のモニ

タリングにとどまる。 

6．事業変更と調整 年次開発プログラムに

含まれる公共投資事業

の事業費の変更情報

は、逐次、更新されてい

ない。 

 

事業費や事業期間の

調整は、即時に年次開

発プログラムの調整には

反映されていない。年

次開発プログラムの編

成時と年次中の修正

時に、事業調整内容が

プログラムに反映され

る。 

 

 

複数年度の予算枠組

みの変更と、事業予算

の変更の間の連関性が

低い。 

事業変更と調整の枠

組みは整っているが、適

切に運用できていない。

事業期間超過（Time 

Overrun）や事業費

用 超 過 （ Cost 

Overrun）を減らした

り、開発効果の達成を

意識して運用されてい

ない。 

 

プロジェクト・デザインは

基本的に変更の際に、

プロジェクト運営委員会

（ Project Steering 

Committee: PSC）

の承認が必要。この承

認を取り付けるためにモ

ニタリングの結果が活用

されているかどうかは明ら

かでない。 
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 チェック項目 

 ⑦公共投資プログラム

/計画管理 
⑧予算管理 ⑨事業管理 

 

7．終了時・完了評価 年次開発プログラムに

対する、終了時評価プ

ロセスはない。 

規定に沿って、決算報

告、監査が行われてい

る。 

事業完了報告・終了

時評価と維持管理が、

適切に連動していな

い。 

 

事業モニタリング・評価

局が定めた完了報告

書フォーマットがあり、運

用されている。維持管

理に関する情報は限定

的である。 

8．維持管理 年次開発プログラム内

に、実施している事業が

完了した後の、維持管

理費用に関する情報は

記載されていない。 

維持管理費の予算化

について、予算編成時・

年次開発予算編成時

に議論されていない。 

資産管理の状況を把

握しておらず、投資効

果の持続性が担保され

ていない。 

 

維持管理の状況を把

握しておらず、投資効

果の持続性が担保され

ていない。 

 
    
参考情報 

チ

ェ

ッ

ク

項

目 

⑩その他の管理

サイクル 

 ODA 事業の事業形成・審査・承認、予算化のプロセスは、ほぼ同じであ

る。ODA 事業の予算化については、財務省経済関係局の合意を取り付け

る必要がある。 

 PPP事業は、事業形成・審査・承認、予算化プロセスが異なる。 

 SOE 事業については、現段階では、政府内部において、情報が整理されて

いない。 

⑪管理情報シス

テム体制 

 年次開発プログラムに関する管理情報システムはあるが、システムが古いた

め、現状の要望に合った情報処理が出来ていない。現在、政府予算でシス

テムの再構築を行っている。 

 年次開発プログラの管理情報システムと、財務の管理情報システム、事業

管理モニタリングの情報管理システムなど公共投資管理に関する主要な管

理情報システムは、連結していない。 
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2.2 成果品 2：課題間の関係性分析表 

 連関点のタイプ 

 A. 公共投資プログラム

/計画管理と予算管理 

B．予算管理と事業

管理 

C. 事業管理と公共投資

プログラム/計画管理 

計画段階 年次開発プログラムに

は、個別事業の総予算

や事業期間が掲載され

ているが、個別事業の開

発目標、セクター開発目

標、現状、達成度合い、

複数年度予算見込みと

の整合性などが明記され

ていない。 

 

複数年度の視点で予

算が管理されていない

ため、効率的・効果的

に予算が配分されてい

ない。 

 

中期予算枠組みに

は、開発予算の支出

見込みが計上されてい

るが、精度が疑問視さ

れている。 

 

経常予算と開発予

算、二つの予算編成プ

ロセスがあり、作業が

重複している。このた

め、効率的・効果的に

予算が編成されていな

い。 

 

優先度付けによる事

業の予算化がなされて

いない。 

事前スクリーニングを行う仕

組みが無い。年次開発プロ

グラムは、公共投資事業へ

のガイダンスや事前スクリー

ニングの文書として機能して

おらず、有効なガイダンスや

事前スクリーニングが行われ

ていない。 

 

事業提案時、また、事業

審査・評価後、事業提案

書の質が担保されていな

い。 

 

実施段階 

 

事業の事業費や事業期

間の調整は、即時に年

次開発プログラムの調整

には反映されない。年次

開発プログラムが編成さ

れるのは年 2 回であり、

その機会に事業調整内

容が反映される。 

複数年度の予算枠組

みの変更と、事業予算

の変更との間に関連

性が低い。 

事業の施行進捗をモニタリ

ングする仕組みが十分に機

能していない。 

 

事業変更と調整の枠組み

はできているが、適切に運

用できていない。事業期間

超過（Time Overrun）

や事業費超過（ Cost 

Overrun）を減らしたり、

開発効果の達成を意識し

て運用されていない。 

 

事業完了報告・終了時評

価と維持管理が適切に連

動していない。 
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2.3 成果品 3：キャパシティ分析 

課 題 関連組織 組織視点 個人視点 制度・社会視点 

年次開発プロ
グラムには、個
別事業の総予
算や事業期間
などが掲載され
ているが、個別
事業の開発目
標、セクター開
発 目 標 、 現
状、達成度合
い、複数年度
予算見込みと
の整合性など
が明記されてい
ない。 
 

事前スクリーニ

ングを行う仕組

みが無い。年

次開発プロフラ

ムは、公共投

資事業へのガ

イダンスや事前

スクリーニングの

文書として機

能しておらず、

有効なガイダン

スや事前スクリ

ーニングが行わ

れていない。 
 

計画委員会プ
ログラム局 
 

セクター戦略書*や
複数年度公共投資
プログラム*を活用し
た年次開発プログラ
ムの策定（新規事
業候補のリスト化）
に関する計画委員
会内の業務手続・プ
ロセスが、周知されて
いない。 

セクター戦略書や複
数年度公共投資プ
ログラムに関する知
識が、一部の人に限
られている。 

年次開発プログラム
の策定時に参照す
る文書として、5 カ年
国家開発計画を活
用している。 
 

計画委員会セ
クター局 

各省庁 セクター戦略書や複
数年度公共投資プ
ログラムを活用した
年次開発プログラム
の策定（新規事業
候補のリスト化）に
関する各省庁内の
業務手続・プロセス
が周知されていな
い。 

セクター戦略書や複
数年度公共投資プ
ログラムに関する知
識が、一部の人に限
られている。 

年次開発プログラム
の策定時に参照す
る文章として、5 カ年
計画を活用してい
る。 
 

各実施機関 セクター戦略書や複
数年度公共投資プ
ログラムを活用した
年次開発プログラム
の策定（新規事業
候補のリスト化）に
関する各実施機関
内の業務手続・プロ
セスが確立・定着し
ていない。 

セクター戦略書や複
数年度公共投資プ
ログラムに関する知
識が、一部の人に限
られている。 

年次開発プログラム
の策定時に参照す
る文章として、5 カ年
計画を活用してい
る。 
 

共通 セクター戦略書や複
数年度公共投資プ
ログラムを活用した
公共投資事業への
ガイダンスに関する
研修制度が確立し
ていない。 
 
年次開発プログラム
の管理情報システム
は、予算情報に特
化しており、開発目
標など計画情報が
ない。 

 ２つのパイロットセク
ターでセクター戦略
書や複数年度公共
投資プログラムを、年
次開発プログラムと
連動させて活用する
旨を指示した通達が
発出された。しかし、
運用実態を確認し
適切な運用に向け
た能力強化が必
要。 
 
年次開発プログラム
策定プロセスは、新
規事業候補選定→
事業形成→事業審
査→事業承認＝予
算化になっている。し
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課 題 関連組織 組織視点 個人視点 制度・社会視点 

かしながら、年次開
発プログラム策定時
の新規事業候補選
定時点における、よ
り戦略的な事業案リ
スト化が求められる。 

背景情報  事業の事前スクリーニング→事業形成・審査・承認→事業選択・予算化の一連の

流れで、理解する必要がある。 
* セクター戦略書（SSP）と複数年度公共投資プログラム（MYPIP）は、公共投資管理システム強化
プロジェクトで開発された新しいツールで、まだ定着していない。 

 
課 題 関連組織 組織視点 個人視点 制度・社会視点 

事業提案時、
また、事業審
査・評価後、
事業提案書の
質が担保され
ていない。 

計画委員会セ
クター局 

事業評価委員会
（PEC）における計
画委員会セクターレ
ベル評価フォーマット
（SAF）の活用・プ
ロセスに関する組織
内・組織間の業務
分掌が周知されてい
ない。 

セクターレベル事業
評価 フ ォ ー マ ッ ト
（SAF）に関する
知識と技術が、一部
の人に限られてい
る。 

審査・承認プロセ
ス、審査基準を規
定した通達があった
が、運用において、
基準の適用が標準
化されていなかった。
このため、公共投資
管理システム強化プ
ロジェクトで、評価基
準を標準化し SAF
と MAF を開発した。 

各省庁 事業審査委員会
（PAC）における省
庁レベル事業審査フ
ォーマット（MAF）
の活用・プロセスに関
する組織内・組織間
の業務分掌が周知
されていない。 
 
省内で MAF を活用
できる職員数が不足
している。 

省庁レベル事業審
査 フ ォ ー マ ッ ト
（MAF）に関する
知識と技術が、一部
の人に限られてい
る。 

 

各実施機関 省庁レベル審査フォ
ーマット（MAF）や
セクターレベル事業
評価 フ ォ ー マ ッ ト
（SAF）を用いた事
業審査／事業事前
評価に対応する各
実施機関内の開発
事業提案書作成・
活用・プロセスに関す
る組織内・組織間の
業務分掌が周知さ
れていない。 
 
フィージビリティ調査
を制度どおり実施す

省庁レベル事業審
査 フ ォ ー マ ッ ト
（MAF）やセクター
レベル事業評価フォ
ーマット（SAF）に
対応した開発事業
提案書策定に関す
る知識と技術が、一
部の人に限られてい
る。 
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課 題 関連組織 組織視点 個人視点 制度・社会視点 

るための予算配分が
十分でない。 

共通 省庁レベル事業審
査 フ ォ ー マ ッ ト
（MAF）やセクター
レベル事業評価フォ
ーマット（SAF）の
活用に関する研修
制度が確立されてい
ない。 
 
事業審査／事前評
価の管理情報システ
ムが存在しない。 

 省庁レベル事業審
査 フ ォ ー マ ッ ト
（MAF）やセクター
レベル事業評価フォ
ーマット（SAF）を、
2つのパイロットセクタ
ーの事業審査・事前
評価で活用する旨を
指示した通達が発
出された。 

背景情報  公共投資管理システム強化プロジェクトでは、事業の事前評価の質の向上に向けた

評価基準を標準化するとともに、省庁と計画委員会の各段階で活用する省庁レベ

ル事業審査フォーマット（MAF）とセクターレベル事業評価フォーマット（SAF）を導

入した。 

 今後の作業としては、パイロットセクターの実務の中でさらに実証を重ね、定着させて

いくことが求められている。 

 
課 題 関連組織 組織視点 個人視点 制度・社会視点 

経常予算と開
発予算、二つ
の予算編成プ
ロセスがあり、
作業が重複し
ている。このた
め効率的・効
果的に予算を
編成していな
い。 
 
 

計画委員会プ
ログラミング局 
 
 

予算編成時、開発
予算のとりまとめのみ
行う。 

予算書／中期予算
枠組みと年次開発
プログラム／複数年
度公共投資プログラ
ムとの関係について
の知識が限定的。 

予算編成時、開発
予算／年次開発プ
ログラムに関する予
算情報は、計画委
員会プログラミング局
に提出するよう枠組
みができている。 

省庁・実施機
関 

予算編成時、経常
予算は財務部、開
発予算は計画部が
担当しているため、
相互のコミュニケーシ
ョンが十分でない。 

担当部によって知識
に偏りがある。 

 

財務省財務
局 

予算編成時、経常
予算のとりまとめのみ
行う。開発予算に関
する情報は、計画委
員会プログラミング局
が取りまとめた情報
を活用する。 
 
中期予算枠組み策
定のため、省庁より
開発予算に関する
情報は入手してい
る。 

予算書／中期予算
枠組みと年次開発
プログラム／複数年
度公共投資プログラ
ムとの関係について
の知識が限定的。 

予算編成時、予算
書と中期予算枠組
みに関する予算情
報は財務省へ提出
するよう枠組みがで
きている。 
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課 題 関連組織 組織視点 個人視点 制度・社会視点 

共通 二つの予算編成プロ
セスを包括的に扱っ
た研修プログラムは
ない。 
 
計画委員会と財務
省の管理情報シス
テムは連結していな
い。 

  

参考情報  中期予算枠組みと複数年度公共投資プログラムとの連結について、財務省と計画

員会は、合同委員会の設立に向けて動いている。連結の次のステップとしては、予算

編成プロセスの統合化、セクター分類の整理、などが検討される。 

 
課 題 関連組織 組織視点 個人視点 制度・社会視点 

中期予算枠組

みには、開発

予算の支出見

込みが計上さ

れているが、精

度が疑問視さ

れている。 

 

複数年度の視

点で予算管理

されていないた

め、効率的・効

果的に予算が

配分されていな

い。 
 
 

計画委員会プ
ログラミング局 

複数年度の視点を
持って年度開発プロ
グラムを管理する活
用・プロセスについて
の組織内・組織間の
業務分掌が周知さ
れていない。 

複数年度公共投資
プログラムに関する知
識や活用技術が、
限定的である。 
 

中期予算枠組みの
策定は、法律上規
定されている。 

計画委員会セ
クター局 

省庁・実施機
関 

財務省財務
局 

共通 複数年度公共投資
プログラムに関する研
修体制が確立してい
ない。 
 
年次開発プログラム
は、単年度の開発
予算プログラム策定
機能であるため、複
数年度の予算管理
には用いられない。 
 
計画委員会と財務
省の管理情報シス
テムは連結していな
い。 

 複数年度公共投資
プログラムを実務で
活用する旨の通達
など法的枠組みが
確立していない。 
 
予算編成前に、計
画委員会から執行
情報や複数年度の
執行予定を提供す
る仕組みがない。 
 
合同委員会の設
立に向けて動いてい
る。 

参考情報  これまで、省庁や事業ごとの予算シーリングを決めるためのツールとして、複数年度の

視点がなかった。今後、複数年度公共投資プログラムを、パイロットセクターの実務の

中で実証し、定着させていくことが求められる。 
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課 題 関連組織 組織視点 個人視点 制度・社会視点 

優先度付けに
よる事業の予
算化がなされて
いない。 
 

計画委員会プ
ログラミング局 

年次開発プログラム
策定過程において、
セクター内での優先
度付けを行うプロセ
スがあるが、実態は
優先度付けが十分
に機能していない。 
 
セクター間での優先
度付けなどについて
その業務分掌が不
明瞭。 

各セクターの優先度
について認識はある
ものの、計画委員会
プログラミング局やセ
クター局の職員が詳
しい知識を有してい
ない。 
 
セクター戦略文書に
関する知識や活用
術が限定的である。 

年次開発プログラム
の策定に係る通達で
は、優先項目が記
載されるにとどまり、
優先項目の水準
（目標値）などは
記載がない。 
 
公共投資管理シス
テム強化プロジェクト
で開発したセクター
戦略文書内のセクタ
ー成果マトリックス
（Sector Results 
Matrix）が優先度
付けの指針となる想
定。 

計画委員会セ
クター局 

省庁・実施機
関 

実施予定事業のリ
ストを管理する形
で、業務を管理して
いる。ただし、実施
予定の優先度は不
明瞭。 

セクター戦略文書に
関する知識や活用
術が限定的である。 

共通 年度開発プログラム
の管理情報システム
では、事業の優先
度付けを行う機能は
ない。 
 
計画と予算の管理
情報システムが連結
されていない。 
 

 セクター戦略文書
を、事業の優先度
付けで活用する旨の
指示を記載した法
的枠組みが必要。 
 
 

背景情報 公共投資管理システム強化プロジェクトで開発したセクター戦略書（SSP）と、複数年

度公共投資プログラム（MYPIP）を活用する必要がある。今後の作業としては、パイロ

ットセクターの実務の中でその有効性の実証を重ね、定着させていくことが求められる。 

 
  課 題 関連組織 組織視点 個人視点 制度・社会視点 

事業の施行進
捗をモニタリング
する仕組みが、
十分に機能し
ていない。 
 

事業変更と調

整の枠組みは

できているが、

適切に運用で

きていない。実

施期間超過

（Time 

計画省事業モ
ニタリング評価
局 
 
 

事業モニタリング・評
価局は、必要に応じ
て現地踏査による事
業進捗確認を行っ
ている。 
 
事業モニタリング・評
価局には現地踏査
体制（例えば車
両）が整っていない
ため、モニタリングは
実施機関に頼ってい
る。 
 

事業モニタリング・評
価局職員の能力
に、モニタリング結果
が依存している。 
 
 

現地踏査で活用す
るモニタリングのため
の標準的なチェックリ
ストがない。 
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  課 題 関連組織 組織視点 個人視点 制度・社会視点 

Overrun）や

事業費超過

（Cost 

Overrun）を

削減したり開

発効果の達成

を意識して運

用されていな

い。 
 

省庁 各事業の Project 
Director が、事業
モニタリング・評価局
の規定フォーマットに
従い、月次・四半
期・年次のモニタリン
グレポートを提出す
る。 

月次・四半期・年次
モニタリング作業に対
応するための能力は
ある。作業は紙ベー
ス。 

 

実施機関  

共通 アジア開発銀行が
事業モニタリング・評
価局の能力強化に
関する技術支援を
行っていたが、まだモ
ニタリング評価に関
する研修機会が不
足している。 
 
事業モニタリングの管
理情報システムは存
在する。現在の多く
の作業は紙ベースで
行われている。事業
モニタリングの管理情
報システムの改訂を
行い、機能の更新を
目指している。 

  

 
  課 題 関連組織 組織視点 個人視点 制度・社会視点 

事業の事業費
や事業期間の
調整は、即時
に年次開発プ
ログラムの調整
には反映され
ない。年次開
発プログラムが
編成されるのは
年 2回であり、
その機会に事
業調整内容が
反映される。 
 
複数年度の予
算枠組みの変
更と、事業予
算の変更との
間に関連性が
低い。 

計画委員会プ
ログラミング局 

事業提案書（開発
事業と技術支援事
業）の修正承認に
ついては、直接的な
役割を付与されてい
ないが、年次開発プ
ログラムに修正情報
を正確かつタイムリー
に反映させる必要が
ある。 

修正年次開発プロ
グラム、修正事業提
案書に関する知識
は持っている。 
 

事業提案書の修正
と年次開発プログラ
ムの変更がリンクして
ない。 

計画委員会セ
クター局 

事業提案書の修正
の承認を、複数年
度の視点から管理し
ていない。 

通達において、事業
変更と調整の手続
については規定され
ている。 

計画省事業モ
ニタリング・評
価局 

事業提案書の修正
の承認については、
直接的な役割を付
与されていない。 

「事業変更と調整」
と「中間レビューやモ
ニタリング」の両制度
のつながりが曖昧に
なっている。 
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  課 題 関連組織 組織視点 個人視点 制度・社会視点 

省庁／実施
機関 

省庁で変更できるレ
ベルの事業につい
て、関係機関への情
報共有が曖昧になっ
ている。 

 

財務省財務
局 

事業提案書の修正
承認では、直接的
な役割を付与されて
いない。 

修正年次開発プロ
グラムや修正事業提
案書に関する知識
を、限定的に持って
いる。 

修正年次開発プロ
グラムと事業提案書
の修正と、中期予算
枠組みとの関係が不
明瞭である。 

共通 年次開発プログラム
管理情報システム
は、事業変更になっ
た時点では、データ
が更新されない。 
 
事業提案書の修正
に関する管理情報
システムはない。 

 年度開発プログラム
や事業の変更に関
する法的枠組みは
整っており運用され
ている。 
 

 
  課 題 関連組織 組織視点 個人視点 制度・社会視点 

事業完了報
告・終了時評
価と維持管理
が適切に連動
していない。 

計画委員会、
プログラミング
局 

維持管理に関して、
直接的な役割が付
与されていない。 

建設後の維持管理
体制・予算の確保に
関する意識が高くな
い。 

年次開発プログラム
の文書上、予算年
度内に完了を予定
している事業はリスト
化されている。ただ
し、それらの事業に
関する維持管理に
必要な予算の情報
が無い。 

計画省事業モ
ニタリング・評
価局 

終了時評価を行う
役割があるが、その
結果を活用できてい
ない。 

終了時評価報告書
のフォーマットがある。 

財務省財務
局 

建設後の維持管理
について、事前に情
報を把握する仕組
みを持っていない。 

維持管理に必要な
人員などを申請する
仕組みがある。 

地方自治体 建設された施設を管
理するための予算を
確保していない。 

中央政府と地方自
治体の間で、施設
管理や維持管理費
の共同負担に関す
る制度がない。 

 維持管理に関する
研修プログラムがな
い。 
 
経常予算と開発予
算の間の維持管理
に関する情報を共有
する仕組みがない。 

 資産管理に関する
政策や法的な枠組
みが確立していな
い。 
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3. 第 3段階の成果品 
 

3.1 協力戦略表 

 課題 
公共投資管理 

改善結果（めざす姿） 
キャパシティ強化策 

公
共
投
資
プ
ロ
グ
ラ
ム 
／
計
画 
管
理 

年次開発プ

ログラムは、

個別事業の

総予算や事

業期間が掲

載されている

が、事業の

開発目標、

セ ク タ ー開

発目標、現

状、達成度

合いなどは

明記されて

いない。 

 
年次開発プ
ログラムに含
まれる公共
投資事業の
事業費の変
更情報が、
逐次更新さ
れていない。 
 
 
 
 

 
【 セ ク タ ー 戦 略 書
（SSP）と複数年度
公共投資プログラム
（MYPIP）の導入によ
って機能が強化された
公共投資管理システム
が確立する】 
 
ガイダンスプロセスの標
準化により、開発計画
の目標達成に寄与しな
い新規事業候補を減ら
す。 
 
事業形成・審査対象と
なる新規事業候補の
数を減らすことによって、
フィージビリティ調査を含
む事業形成・審査のた
めの予算や作業時間を
確保する。 
 
 

【背景／留意点】 

 年次開発プログラムと開発予算管理は計画委員会プ

ログラミング局が、予算全般の管理は財務省財務局が

所掌している。 

 JICA の公共投資管理システム強化プロジェクトでは、

バングラデシュの既存の年次開発プログラムに関して、

①開発目標との連携の強化と②複数年度の視点の導

入を推進している。パイロットセクター（電力・エネルギー

と地方行政・農村開発）において、①各セクターごとの

Theory of Change と指標を記載したセクター戦略書

（SSP）、②各投資事業の複数年度公共投資プログ

ラム（MYPIP）を開発した。今後、運用プロセスでの

実証が必要となる。 

 Rationalization と呼ばれる進捗が思わしくない実施

中事業からの撤退（棚卸）については、政治的な意

思が低いため要注意。計画委員会が「棚卸し」を実施

する機運は現在のところない。 

 

【制度】 

 セクター戦略書と複数年度公共投資プログラムの活用

について、パイロットセクターでの運用を強化する。 

 セクター戦略書や複数年度公共投資プログラムを用い

た優先度付け作業を念頭に、新規事業候補申請フォ

ーマット（Project Concept Note: PCN）を作成・

導入し、新規事業候補のリスト化のプロセスを標準化

する。 

【組織】 
以下の手続に関連して、計画委員会内の業務手続につ
いて、開発・実証を行う。 

 セクター戦略書と複数年度公共投資プログラムを活用

した年次開発プログラムの策定（新規事業候補のリス

ト化） 

 セクター戦略書と複数年度公共投資プログラムを用い

た戦略的指針の管理 

 複数年度公共投資プログラムの導入により、複数年度

の視点を持って年次開発プログラムを管理 

 IT 化：セクター戦略書や複数年度公共投資プログラ

ムの機能を、政府予算で開発中の新しい年度開発プ

ログラム管理情報システムに組み込む。 
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 課題 
公共投資管理 

改善結果（めざす姿） 
キャパシティ強化策 

【個人】 

 計画委員会の研修所を通じて、職員のセクター戦略書

や複数年度公共投資プログラムに関する能力強化を

実施する。 

予
算
管
理 

二つの予算
編成プロセ
スがあり、作
業が重複し
ているため、
効率的・効
果的に予算
が編成され
ていない。 

 

中 期 予 算

枠組みに開

発予算の支

出見込みが

計上されて

いるが 、精

度が疑問視

されている。 

 

複数年度の

視点で予算

管理されて

いないため、

効率的・効

果的に予算

が配分され

ていない。 

 

優先度付け

による事業

の予算化が

なされていな

い。 
 
複数年度の
予算枠組み
の変更と、
事業予算の
変更との間
の連関性が
低い。 

 
【経常予算と開発予算
の連関が強化される】 
 
経常予算と開発予算
の編成について、省庁と
実施機関での業務プロ
セスが一本化・同期化
されることにより、経常
予算と開発予算の間の
情報差が少なくなり、よ
り正確な予算管理がで
きるようになる。 
 
複数年度公共投資プ
ログラムを用いた中期開
発 支 出 見 込 み
（FBE）と財政スペー
スが、計画委員会から
財務省財務局に共有
されることで、より高い精
度の予算編成が可能と
なる。 
 
将来的には、経常予算
（特に事業終完了後
の公共施設維持管理
費）と開発予算との調
整が、省庁と実施機関
において、効率的・効果
的に行われるようになる
ことで、公共施設の開
発効果の持続性を確
保する。 

【背景／留意点】 

 JICA の公共投資管理システム強化プロジェクトは、計

画委員会プログラミング局をカウンターパートとして公共

投資管理改革を支援している。同プログラミング局は、

開発予算の管理を行っている。予算全体や経常予算

の管理は、財務省財務局が行っており、同財務局が中

心になって国家予算が編成される。 

 全体予算と開発予算は、策定プロセスの重複回避に

加えて、①セクター分類の統一、②プロジェクトコードの

統一、といった展開も期待されている。 

 財務省は公共財政管理改革の一環として公共投資

管理改革を位置付け、計画省が中心となって公共投

資管理改革を進めている。 

【制度】 

 財務省財務局の予算通達と、計画委員会の年次開

発プログラム通達を合同で作成し、プロセスを一本化ま

たは同期化するための協議を、両機関が実施する。合

同通達で作成し、両機関で協議する。 

 プロセス一本化の中で、①セクター分類の統一、②プロ

ジェクトコードの統一、について議論する。 

 複数年度公共投資プログラムの導入と同プログラムが

提供する中期開発支出見込み（FBE）を用いること

について、通達などで制度化する。 

 公共投資管理システム強化プロジェクトで開発したセク

ター戦略書と複数年度公共投資プログラムを用いた事

業の優先度付けと予算化について、通達などで制度化

する。 

 公共投資管理システム強化プロジェクトで開発した複

数年度公共投資プログラムを用いた複数年度の開発

予算管理について、通達などで制度化を行う。 

【組織】 

 パイロットベースで、一本化に向けて業務分掌の整理を

準備し実証する。 

 財務省と計画委員会の予算通達を一本にした場合、

組織内・組織間の業務分掌の整理と周知が必要とな

る。財務省と計画委員会の予算通達を一本にしない

場合においても、プロセスの同期化について周知が必

要。 

 計画委員会内の以下の業務手続について開発・実証

を行う。 

 セクター戦略書と複数年度公共投資プログラムを用い

た優先度付け 
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 課題 
公共投資管理 

改善結果（めざす姿） 
キャパシティ強化策 

 複数年度の視点を持った年次開発プログラムの管理 

 ＜IT＞現在計画委員会プログラミング局が開発してい

る新しい年度開発プログラム管理情報システムの財政

管理情報システム等との連結機能、および複数年度公

共投資プログラムの運用に向けた機能を拡張する。 

【個人】 

 計画省、計画委員会、財務省の研修所を通じて、複

数年度公共投資プログラムに関する研修の実施が求め

られる。 

事
業
管
理 

年次開発プ
ログラムは、
公 共 投 資
事業へのガ
イダンスや事
前スクリーニ
ングの文書と
して機能し
ておらず、有
効なガイダン
スや事前ス
クリーニング
ができない。  
 
事業審査・
評価後、事
業提案書の
質が担保さ
れていない。 
 
 
施行進捗を
モニタリング
する仕組み
が十分に機
能していな
い。 
 
事業変更と
調整の枠組
みはできてい
るが、適切
に運用でき
ていない。実
施 期 間 超
過 （ Time 
Overrun）
や事業費超
過 （ Cost 
Overrun）
を減らしたり

【事業管理の効率性と
事業効果の有効性が
向上する】 
 
事業審査と事業事前
評価の質が向上し、審
査された事業の「妥当
性」「有効性」「効率
性」「インパクト」「維持
管理」が担保される。 
 
効率的なモニタリング
（現地踏査）が行わ
れて、施工の進捗状況
を目標値に合わせてモ
ニタリングすることで、開
発目標達成のためのプ
ロジェクトレベルでの達
成度合いが把握でき
る。進捗状況のモニタリ
ング結果が他事業の起
案や事業の変更に活
用され、計画全体の調
整が効果的に行われる
ようになる。 
 
事業実施の途中で事
業範囲・期間・費用を
変更することを通じて、
効率的に開発効果を
実現できる。 
 
事業実施から施設の維
持管理まで円滑に実施
し、期待される開発効
果の持続性を担保でき
る。 
 
施設の維持管理状況
を把握し、維持管理計
画を策定・実施すること

【背景／留意点】 

 公共投資管理システム強化プロジェクトでは既存の事

業審査の質を強化するため、省庁レベル事業審査フォ

ーマット（MAF）と、計画委員会のセクターレベル事業

評価フォーマット（SAF）を開発し、電力・エネルギーと

地方行政・農村開発の２つのパイロットセクターで実証

を行った。今後、実務プロセスでの実証が必要となる。 

 公共投資管理システム強化プロジェクトでは、個別事

業のモニタリングとモニタリングからのフィードバック、中間・

終了時・事後評価からのフィードバックのメカニズムは事

業範囲に含まれていない。一つの理由は、同プロジェク

トは年次開発プログラムの策定と管理を所掌する計画

委員会プログラミング局をカウンターパートとして公共投

資管理改革を進めており、個別事業のモニタリング評価

を所掌する計画省事業モニタリング・評価局が事業範

囲に含まれないため。 

 維持管理費は、財務省財務局が管理する経常予算

から支出される。 

【制度】 

 事業提案書の質を担保する審査フォーマット（省庁レ

ベル事業審査フォーマットやセクターレベル事業評価フォ

ーマット）について、事業審査・事前評価で活用する旨

を指示した通達などを出すことを支援し、制度化を促

す。 

 現地踏査による施工モニタリングに関するチェックリストを

開発・実証し、通達などにより制度化する。すべての事

業ではなく、選抜した事業に関する現地踏査（モニタリ

ング）を行う制度を検討し導入する。 

 事業変更（修正開発事業提案書､ 修正技術支援

事業提案書）、年次開発プログラム調整、モニタリン

グ・評価については、別々に規程され、異なる組織が担

当している。組織間と規定間の連係・連動を促進する

仕組みを開発・実証し、制度化を図る。 

 「施設の適切な維持管理」を申請する時期が適切かど

うか、また、事業モニタリング・評価局との情報共有の有

無（可否）の視点などから検討し、「施設の適切な維

持管理」に必要な業務分掌やプロセスについて、通達



公共投資管理能力強化ハンドブック（事例集 2－2：適用事例 バングラデシュ） 

 

22 

 課題 
公共投資管理 

改善結果（めざす姿） 
キャパシティ強化策 

開発効果の
達成を意識
して運用さ
れていない。 
 
事 業 完 了
報告・終了
時評価と維
持管理が適
切に連動し
ていない。 
 
 

を通じて、より適切に資
産や経常予算を管理で
きる。 
 
 

などで制度化する。 

 資産管理と、維持管理モニタリングに関する規程を開
発し制度化する。 

【組織】 

 セクター戦略書や複数年度公共投資プログラムを活用

した年次開発プログラムの策定（新規事業候補のリス

ト化）に関する計画委員会内の業務手続を開発し実

証する。 

 人員配置や機材の整備を進めるとともに、現地踏査す

べき事業の選定基準などを導入し、効率的に現地踏

査モニタリングができる体制を作る。 

 修正事業提案書の審査プロセスと審査の質の標準化

を行う。例えば、モニタリング／中間評価結果を事業評

価に活用するなどを検討する。 

 修正年次開発プログラム、修正事業提案書、モニタリン

グ評価結果の業務プロセスの連係を行う。 

 「施設の適切な維持管理」につながる形での業務完了

や終了時評価、資産管理の業務分掌やプロセスを開

発する。 

 新規事業形成・審査と、資産管理の情報が連動する

業務プロセスを開発し実証する。 

 資産管理に関する業務プロセスを開発し実証する。例

えば、パイロット省庁の資産台帳や維持管理台帳が整

備される。ただし、建設完了後の地方自治体への資産

移転が生じるため、中央省庁と地方自治体の連係につ

いては要検討。 

 ＜IT＞省庁レベル事業審査フォーマット（MAF）やセ

クターレベル事業評価フォーマット（SAF）の機能を、

政府予算で開発中の新しい年度開発プログラム管理

情報システムに組み込む。審査プロセスなどは、現在想

定される機能ではないため、必要に応じて別の管理情

報システム開発が求められる。 

 ＜IT＞事業管理情報システムのオンライン化を進める

ことで、事業主体から施工情報をより効率的に収集す

ることを可能にする。 

 ＜IT＞業務終了後の施設の維持管理費について、ど

の管理情報システムでいかに管理するのかを検討し、既

存の管理情報システムに機能を追加するか、新しい管

理情報システムを開発し導入する。 

 ＜IT＞修正年次開発プログラム、修正事業提案書、

モニタリング／評価に関連する業務の連動が促進された

段階で、管理情報システム間の情報交換や連結を検

討し、必要なモジュールを開発・実証する。 

 ＜IT＞資産管理に関する管理情報システムを開発・

実証する。 
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 課題 
公共投資管理 

改善結果（めざす姿） 
キャパシティ強化策 

【個人】 

 計画委員会の研修所を活用して、計画委員会やセク

ター省庁計画部職員の省庁レベル事業審査フォーマッ

ト（MAF）やセクターレベル事業評価フォーマット

（SAF）に関する能力強化を実施する。 

 計画省と計画委員会の研修所を活用して、導入され

るモニタリング方法と基準について研修を実施する。 

 計画省、計画委員会、財務省の研修所を活用して、

修正年次開発プログラム、修正事業提案書、モニタリン

グ／評価を一体化した研修を実施する。 

 計画省、計画委員会、財務省の研修所を活用して、

資産管理の研修を実施する。 
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3.2協力事業の絞り込み 

（１）留意点のまとめ 

 絞り込みの際の留意点 状況 

1 対象国の申請内容 公共投資管理システム強化プロジェクトの第 2 フェーズを準備中。フェー

ズ１の内容は、事例集１の通り。 

2 公共投資管理／公共財

政管理の改革状況 

小項目②-６で情報を収集したとおり、財務省財務局が、公共財政管

理改革戦略を策定しており、公共投資管理改革は、この戦略の一部

分として位置づけられている。公共投資管理以外の改革メニューは、税

収、債務管理、計画と予算編成、公共セクター成果管理など、多岐に

わたる。また、チェック項目⑪で情報を収集したとおり、現在、政府は新し

い年次開発プログラム管理情報システムを構築している。 

3 開発パートナーの支援状

況 

開発パートナーは、世界銀行が事務局を担当とする信託基金を設立

し、公共財政管理改革戦略を支援する予定。公共投資管理改革は、

JICA 支援が主導することは、開発パートナー間で共通認識。なお、調

達管理の制度構築改善については世界銀行、公共投資事業モニタリ

ング評価の制度構築・改善については ADB が支援をしている。 

4 年次開発プログラム／計

画、事業管理、予算管

理のどちらを中心に据える

か。 

フェーズ１は、年次開発プログラム／計画管理と事業管理の計画段階

を中心に支援が行われた。 

5 担当となる組織 フェーズ１のカウンターパート機関は、開発予算の策定と管理機能を持

つ、計画委員会プログラミング局であった。 
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（２）絞り込み 

 年次開発プログラム／計画管理 予算管理 事業管理 

短

期 

 フェーズ１の成果である複数年

度 公 共 投 資 プ ロ グ ラ ム

（MYPIP）とセクター戦略書

（SSP）を活用し、中期開発

支出見込み（FBE）の予測

精度を高める。C/P 候補は第

１フェーズ同様、計画委員会

プログラミング局。財務省財務

局の積極的関与が必要。 

 フェーズ１の成果である省庁レ

ベル事業審査フォーマ ッ ト

（MAF）、セクターレベル事業

評価フォーマット（SAF）、複

数年度公共投資プログラム

（MYPIP）、セクター戦略書

（SSP）を活用し、事業の優

先度と予算化プロセスの運用と

定着を図る。C/P 候補は第１

フェーズ同様、計画委員会プロ

グラミング局。 

（年次開発プログラム／計画

管理の案に含まれる。） 

 

 フェーズ１の成果である省

庁レベル事業審査フォーマッ

ト（MAF）とセクター評価

フォーマット（SAF）を用い

た事業形成・審査・承認プ

ロセスの運用と定着を図る。

C/P 候補は第１フェーズ同

様、計画委員会プログラミン

グ局。 

 

中

期 

 フェーズ１の成果を活用し、新

規事業候補のリスト化のプロセ

スを標準化する。C/P 候補は

第１フェーズ同様、計画委員

会プログラミング局。 

 財務省財務局の予算通達

と、計画委員会の年次開

発プログラム通達を、合同で

作成し、予算編成プロセス

を一本化する。C/P 機関

は、開発予算を主管する計

画委員会プログラミング局と

経常予算を主管する財務

省財務局。 

 事業のモニタリング評価制

度と、事業審査制度の整

合性を高める。C/P 候補

は、全体取りまとめとして計

画委員会プログラミング局、

事業審査制度を主管する

計画省計画局、事業モニタ

リング・評価制度を主管する

事業モニタリング・評価局。 

中

長

期 

  セクター分類の統一、プロジ

ェクトコードの統一を図る。

C/P 候補は、計画省プログ

ラミング局、財務省財務

局。また、組織改編が必要

になるため、計画省計画局

や、行政省、財務省の関

与が必要。 

 維持管理計画、資産管理

制度の導入を図る。C/P機

関は、開発予算を主管する

計画委員会プログラミング

局と、経常予算を主管する

財務省財務局。 

 事業のモニタリング評価制

度と事業の中止を含む年

次開発プログラムの合理

化。C/P 候補は、計画委

員会プログラミング局と事業

モニタリング・評価局。 

その他留意事項：  
①公共投資管理に関わる業務の IT 化は、現在進行している年度開発プログラムの管理情報システム開
発や、iBAS++開発と歩調を合わせて、検討する必要がある。 
②建設された施設の維持管理を地方自治体が行う場合などもあり、地方自治体における公共投資管理
制度への展開が必要となる。 
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事例集の目的、範囲、構成 

目的 

この事例集は、JICA 公共投資管理能力強化ハンドブックを利用する方の役に立

つ補足情報を提供することを目的としています。ハンドブックと同様に、途上

国の支援に従事する JICA 職員（本部、在外事務所）や専門家を、読者として

想定しています。 

 

この事例集では、日本の地方自治体による「財政規律を維持しつつ総合計画を

達成するための取り組みの先進事例」として、天草市、多治見市、さいたま市

を紹介します。 

 

天草市と多治見市は、総合計画を自治体経営の中核と位置づけ、財政管理と行

財政改革を連動させながら総合計画の長期目標を達成する仕組みの構築に取り

組んでいます。また、さいたま市は、長期的で総合的な視野に立った公共施設

マネジメントの先進的な取り組みを進めています。ハンドブック第 1 章で述べ

たように、いずれの取り組みも、国際開発の公共投資管理支援が目指す方向性

と多くの共通点があるため、途上国の公共投資管理を理解し支援のヒントを得

るうえで役立つ情報です。 

 

範囲 

この事例集の目的は、途上国の公共投資管理支援の実務に携わる読者の役に立

つ情報を提供することにあり、日本の地方自治体のオリジナル研究を行うこと

が目的ではありません。このため、日本の地方自治体に関する研究者や専門家

の方々の著作や論文、自治体ウェブサイト情報、自治体職員の方々からご提供

いただいた資料などを幅広く活用させていただき、この事例集をまとめました。 

 

本事例集の内容は、慶応義塾大学玉村雅敏教授、多治見市役所企画部情報課長

福田康仁氏、三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング主任研究員西尾真治氏、一

般財団法人地域総合整備財団（ふるさと財団）の著作や論文を、著者等の了解

を得て転載或いは引用しています。また、天草市、多治見市、さいたま市から

提供を受けた掲載可能な資料を活用させていただいています。これらの文献・

資料を幅広く事例集の内容に活用させていただいたため、便宜上、引用個所を

細かく記述できなかったところもあるかと思います。玉村先生、福田氏、西尾

氏に本事例集の公表をご了承いただいたこと、お礼申し上げますとともに、お

忙しい中調査に応じていただいたふるさと財団、天草市、多治見市、さいたま

市の皆さまに感謝を申し上げます。 
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なお、本事例集で活用した文献を巻末の参考文献にリストアップしましたので

ご覧ください。 

 

構成 

本事例集の１．は、日本の地方自治体を取り巻く課題と取り組みについて概説

します。自治体経営は多岐にわたりますが、途上国の公共投資管理に関連する

総合計画、財政管理、行財政改革などに関連するトピックに焦点を絞りました。

日本の地方自治体の行政経営になじみがない読者でも、各事例の内容を理解す

るために必要な背景情報を得ることができることを意図しています。 

 

２．から４．は、それぞれ天草市、多治見市、さいたま市の事例を紹介します。

各市の概要などの背景、総合計画と財政管理に関する課題、そして課題に対処

するための取り組みの概要を説明します。冒頭のボックスでは、途上国の公共

投資管理支援を念頭に、各市の事例から学べるポイントや途上国支援で役に立

つポイントをまとめました。 
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1. 日本の地方自治体を取り巻く課題と取り組み 

 

1990 年代後半の金融危機を端緒とした地方財政危機は、1955 年前後の景気後退

による財政危機、1975 年前後のオイルショックを契機とする財政危機に次いで、

戦後 3 回目の財政危機と位置づけられています。稲沢（2013）は過去 2 回の財

政危機と比較して、「今回の財政危機の特徴は、極めて長期にわたっていること、

国の財政状況が世界的にも最悪のランクにあること」であると指摘しています1。 

 

この背景には、地方自治体を取り巻く外部環境に関する 2 つの大きな課題があ

ります。 

 

1.1 課題 

（１）外部環境の課題 

① 人口減少と少子高齢化 

 

日本の総人口は 2015 年国勢調査で 1 億 2,709 万人でしたが、2040 年には 1 億

1,092 万人、2053 年には一億人を割って、2065 年には 8,808 万人に減少すると

推計されています2。また、年少人口（0 歳から 14 歳人口）は 2015 年の 1,595

万人から 2065 年には 898 万人に減少するのに対して、老年人口（65 歳以上人

口）は 2015年の 3,387万人から 2042年にピークを迎えて 3,935万人となり、2065

年には 3,381 万人に減少すると予測されます。これに伴い、生産年齢人口（15

歳から 64 歳人口）は 2015 年の 7,728 万人から 2065 年には 4,529 万人へと減少

します。 

 

こうした長期人口動態を背景に、玉村（2015-2017）は、日本の地方自治体の現

状を、以下のようにまとめています。「日本の地方自治体は、長期にわたる経済

低迷や生産年齢人口の減少の影響から、税収は減少する一方で、人口構造の変

化や多様化・複雑化する住民ニーズへの対応から、財政支出への期待は高まる

という、矛盾した状況に挑戦することが求められている」3。 

 

 

 

                                                        
1 稲沢（2013）。 
2 国立社会保障・人口問題研究所（2017）の推計人口に基づいています。以下の年少人口、

老齢人口、生産年齢人口の推計もこの資料に基づいています。 
3 玉村（2015－2017）。 
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②公共インフラの老朽化と更新 

 

2017 年度の国土交通白書は「高度経済成長期以降に整備された道路橋、トンネ

ル、河川、下水道、港湾などについて、建設後 50 年以上経過する施設の割合が

加速度的に高くなる」と指摘しています（図 1-1 参照）。老朽化した公共インフ

ラの加速度的な増加は、国と地方自治体が現在の政策を継続すると仮定すれば、

維持管理費用と更新費用も加速度的に増加し続けることを意味します。しかし

ながら、先に述べたように、国と地方自治体の財政状況は厳しく、人口減少と

少子高齢化のため税収が減少する一方で、多様化・複雑化した住民ニーズに合

った公共施設に転換していく財政支出が増える可能性が高まっています。 

 

 
出所：国土交通省（2017年）『平成 29年度国土交通白書』 図表 II-2-2-1 

図 1-1 社会資本の老朽化の現状 

こうした地方自治体を取り巻く外部環境の変化に対応するため、先進的な地方
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自治体では、新しい取り組みが始まっています。本ハンドブックでは、公共投

資管理強化に特に関連が深い地方自治体の計画・財政制度に焦点を絞って取り

上げます。以下では、制度上の 3 つの課題についてまとめます。 

 

（２）制度の課題 

① 総合計画 

 

総合計画とは「基本構想―基本計画―実施計画」の 3 階層から成る自治体計画

システムを指します。基本構想は 8~10 年後の将来像、基本計画は将来像を具体

化する前期・後期の 4~5 年計画、実施計画は基本計画を実施するために毎年改

定される計画です（図 1-2 参照）。 

 

2011 年に地方自治法

が改正され、基本構想

の義務付けが廃止さ

れましたが、先進的な

地方自治体では、総合

計画をむしろ改善し

て積極的に活用し、行

財政改革と連動させ

て財政規律を維持し

つつ、自治体の将来像

を達成するシステム

の構築を目指してい

ます。 

 

 

総合計画は多くの地方自治体が策定していますが、稲沢（2013）は、下記の 4

つの課題を指摘しています4。 

1) 目標と優先順位のないプロジェクトの寄せ集めになるおそれがある。 

2) 投資的事業の規模は希望が含まれがちであり、非現実的になる可能性が

ある。 

3) 計画におけるプロジェクトと財源の適切な結びつきが確立されていない。 

4) プロジェクトに要する経費見込みと計画全体を支える財政見通しは、現

在の単価等現況に基づいて将来を予見しているものであって、これが直

ちに目標実行のための行動計画とならない。 

 

                                                        
4 稲沢（2013）参照。 

 

図 1-2 日本地方自治体総合計画の 3階層 
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1)は、事業の計画・実施段階で事業が優先度を考慮して選択されていないとい

う課題で、多くの途上国の公共投資管理でも同様の課題が認識されています。

また、2)～4)は、総合計画の実効性を高めるにあたり、中長期の財政計画の裏

付けがないことが課題の根源にあり、中長期の財政裏付けがある計画を策定す

る仕組みが必要、という点です。これも、多くの途上国の公共投資管理で開発

計画と財政の連携が弱いという共通の課題です。さらに 2)は、世界銀行や国際

通貨基金（IMF）の公共投資管理診断枠組みが、精度の高い財務・経済分析の

必要性を指摘していることと軌を一にしていることも指摘できます。 

 

② 総合計画と財政計画の連動 

 

玉村（2014）は、地方自治体の総合計画にかかる難題の１つとして「財政計画

と総合計画の関係をどうするのか」という点を挙げています。地方自治体は、

人口減少と少子高齢化によって税収が減少するなかで、公共インフラ更新や住

民ニーズ多様化に対処する必要があります。これに対処するためには、総合計

画と財政計画を連動させ、総合計画を財政計画の制約の中で策定し実行するこ

とにより「財政計画が期待する財政の健全性を確保することができるようにな

る」と指摘しています5。この際に、総合計画の施策の中期的な財政見込みを視

野に入れたうえで、財政計画を策定する必要があるとしています。 

 

このハンドブックで取り上げた途上国はいずれも、世界銀行などの開発パート

ナー支援で、公共財政管理改革の主要コンポーネントのひとつとして中期財政

枠組み（Medium-Term Budget Framework: MTBF）の導入を進めています。これ

は、途上国の公共財政管理が、日本の地方自治体の「計画と財政を連動させる」

課題と同じ課題に直面していると言ってよいと思います。 

 

このような地方自治体の計画・財政制度上の課題の解決に向けて、日本の先進

的な地方自治体では総合計画と財政計画を連動させ、財政規律を維持しつつ、

総合計画の目標を達成する取り組みが行われています。その代表的なアプロー

チである「総合計画のトータルシステム化」について以下にまとめます。また、

公共インフラの老朽化と更新の課題に対処するため、先進的な地方自治体が導

入している「公共施設マネジメント」の取り組みも以下にまとめます。 

 

1.2 取り組み 

（１）総合計画のトータルシステム化 

総合計画のトータルシステム化に取り組む玉村（2015−2017）の問題意識は、今

                                                        
5 玉村（2014）、34 ページ。 
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の地方自治体に求められているのは「資源をどれだけ使うか（インプット）」だ

けでなく、「成果として何が実現したか（アウトカム）」に着目する必要がある

という点です。そして、限られたインプットで、試行錯誤を繰り返しながら、

できるだけ多くのアウトカムを生み出す「生産性改革」が必要であると論じて

います（表 1-1 参照）。 

表 1-1 問題意識の変化 

高度成長期 経済の低迷／経済安定期 現在の認識 

財政支出や投資とい

った「資源投入（イン

プット）」をできるだけ

多く行うことで社会課

題の解決へと前進させ

るアプローチをとることが

可能であった。 

肥大化した資源投入量（財

政支出や人件費）を削減する

ことや、資源投入を少なくしな

がら活動（アウトプット）を提

供する効率化の観点からの改

革が行われてきた。 

長期にわたる経済低迷や生産年齢人口の

減少の影響から、税収は減少する局面にあ

るが、既に財政支出を抑えることや効率化を

追求する改革は繰り返し実施されてきてい

る。職員の数も絞っている自治体が多く、い

わば徹底的にダイエットを行ってきている。日

常的な活動から改善し続ける体質をつくる。 

インプットの増加による

アウトプットの増加 

効率化の追求（インプットを減

らしながら同じアウトプットを） 

生産性改革（同じインプットでアウトカムを

上げる） 

出所：玉村（2015−2017） 

 

さらに、玉村（2015−2017）は、生産性改革の切り口として、以下の 3 つを掲げ

ています。1)行政経営の生産性改革に向けた「トータルシステムの構築」、2)行

政計画の生産性改革に向けた「計画群の総合化」、3)政策実現の生産性改革に向

けた「マニフェストと総合計画との連動化」（表 1-2 参照）。 

表 1-2 3 つの生産性改革の切り口 

３つの切り口  

１．行政経営の生
産性改革に向けた
「トータルシステムの
構築」 

 地方自治体の行政は、予算編成、評価、組織管理、目標による管理、人
材支援・育成等のさまざまなシステム（仕組み）で動いている。 

 地方自治体では、さまざまなシステムが検討・導入され、運用されてきたが、
個々のシステムは機能していても、システム間の連携やタイミングの調整、情報
環境が共通化されておらず、全体としては重複や連動性の悪さに直面してい
ることも多い。 

 現在の自治体経営に求められているのは、個々のシステムの最適化ではなく、
システムを全体として機能させることであり、現状を整理し、全てのシステムを
同期させて機能するように再構築すること（＝トータルシステム化）が必要で
ある。その結果として、システム全体が効果的に機能することとなり「行政経営
の生産性」を向上させる。 

２．行政計画の生
産性改革に向けた
「計画群の総合化」 

 自治体の行政は、さまざまな計画群に基づいて動いている。大半の自治体が
最上位に位置づける総合計画はもちろんのこと、分野別計画や個別計画な
ど、さまざまな計画群を用意して、PDCA サイクルを回している。全てが計画と
して必要かどうかは検討が求められるが、行政は根拠に基づいて活動しなけれ
ばならないため、さまざまな計画を立案することになりやすい。 

 自治体の規模や経緯によって差はあるものの、分野別計画（個別計画）の
実態を調査すると概ね 30〜90 程度存在している。それぞれの分野別計画
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３つの切り口  

は、総合計画を最上位に位置づけていたとしても、計画の年限や計画改定の
タイミングはバラバラであったり、住民の関わり方や評価の方法もまちまちであっ
たりと、計画群は連動しにくい状況にあることが多い。 

 それぞれの計画は、部分的には最適なものとして成果を出すように活動してい
るが、設計上それぞれの計画群が連動しているものとなっていないため、自治
体全体としては、インプットに対するアウトカムの生産性は低い可能性がある。 

 「計画群の総合化」を行うことで、計画間の連動性を高めることや重複をなく
すること、関わる議員や住民の負担を下げることなどがありうる。 

３．政策実現の生
産性改革に向けた
「マニフェストと総合
計画との連動化」 

 地方自治体では選挙を経て選ばれた首長が掲げたマニフェスト（政策綱
領）などをいかに実現するかが問われることになるが、首長選挙のタイミング
と、総合計画の改定のタイミングがそろっておらず、その反映ができないというこ
とも起こりうる。 

 二元代表制の下で、地方自治体の制度に従って議会での検討を行うことに
なるが、たとえば最上位の計画を総合計画とし、その議決事案を設定している
のであれば、どのタイミングで総合計画を改定するのか、また総合計画と各種
計画やシステムをどう連動させるのかを設計することも重要である。 

 首長任期と連動させ、4 年単位で計画周期を設定することで、民意を反映し
やすくなる。こういった政策実現の生産性改革もひとつの論点となる。 

出所：玉村（2015−2017） 

 

これらの課題に対処する先進的な事例として、天草市と多治見市について以下

に解説します。その際、途上国への財政管理・公共投資管理の協力事業を念頭

に、これらの事例から学べるポイントをまとめます。 

 

天草市と多治見市は、「財政規律を維持しつつ総合計画を達成する」ための先進

事例（グッドプラクティス）です。天草市は、総合計画を中核とする行政経営

のトータルシステム化を目指す事例として紹介します。多治見市は、1990 年代

半ばに直面した財政危機から脱出し、その後も財政健全化を維持しながら総合

計画の達成を目指している先進事例です。 

 

（２）公共施設マネジメント 

 

さいたま市は、上記の外部環境の課題で述べた公共インフラ老朽化と更新とい

う課題に真正面から取り組み、「公共施設マネジメント」を導入・実施した先進

事例です。公共施設マネジメントは、長期的な視野に立った公共インフラの「ラ

イフサイクル・コスト」というコンセプトを中心とするマネジメント手法で、

公共インフラの維持管理・更新費用の加速度的な増加を抑制しつつ、多様化・

複雑化する市民のニーズの変化にも対応し、財政規律の維持に貢献する取り組

みとして注目されています。 
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2. 天草市 

 

天草市の事例からなにを学べるか？途上国でどのように活用できるか？ 

日本の地方自治体による「財政規律を維持しつつ総合計画を達成する先進的な取り組み」として、天

草市の事例を紹介します。 

 

熊本県天草市は 2006年 3月に 2市 8町が合併して誕生した自治体です。合併後の 8年間に、

92本の分野別計画が策定され、事務事業が 1400以上に膨れ上がりました。この結果、行政システ

ムや事務事業が肥大化し、数多くの計画を維持管理する事務や作業量が負担となっていました。そこ

で天草市は、第2次総合計画（2015－2022年）を策定するチャンスと捉え、トータルシステム化の

導入を開始しました。 

 

天草市の事例から学べるポイントは以下のとおりです。 

 

 自治体経営のトータルシステム化に向けて、どんなステップが必要か？―天草市は、（１）

行政診断調査を実施して現状と課題を詳しく把握したうえで、（２）「自治体経営のトータ

ル・システム化」指針を策定し、（３）「第2次天草市総合計画」を通じて指針を実行に移

しています。 

 

 計画と財政の連携を強化するにはどのような方法・ツールが有用か？―天草市は、実施計画

と歳出予算要求書を統合した「実施計画兼予算要求書」による予算編成を行うことによっ

て、計画と予算の連携を図りました。 

 

 自治体の基本構想（“まちの将来像”）の達成に向けてどのような計画システムが必要か？

―天草市は、（１）多数ある分野別計画の統合化と体系化をする、（２）総合計画と

分野別計画の周期を一致させる、（３）総合計画と分野別計画を連動させる、などのアク

ションを通じて、総合計画を中核とする計画システムを構築しています。 

 

 自治体職員がトータルシステムを効率的に運用するためにはどんな IT システムが必要か？―

天草市は、トータルシステムをサポートする新しい業務支援システム（財務会計システム）

を 2017年秋から本格導入し、（１）実施計画、（２）予算編成、（３）決算、

（４）行政評価、がすべて連動しており、職員による入力内容の共有化による作業量の削

減を図ることを目指しています。 

 

天草市のトータルシステム化に向けた行財政改革は、途上国の公共投資管理がめざす開発計画、財

政、事業の連携強化に向けた具体的なアクションを検討する際に、有用な示唆を与えてくれます。たと

えば、（１）途上国の公共財政管理改革プログラム形成へのインプット、（２）開発政策借款のポ

リシーマトリックスへのインプット、（３）技術協力事業の形成、などに役に立つと思われます。 
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2.1 背景 

熊本県天草市は 2006 年 3 月に 2 市 8 町が合併して誕生した自治体です。人口は

2017 年時点で約 8 万 3000 人、熊本県では熊本市、八代市に次ぐ人口規模の自

治体です。天草市では合併後の 8 年間に、92 本の分野別計画が策定され、事務

事業が 1400 以上に膨れ上がりました。この結果、行政システムや事務事業が肥

大化し、数多くの計画を維持管理する事務や作業量が負担となっていました。

そこで天草市は、第 2 次総合計画（2015—2022 年）を策定するチャンスと捉え、

トータルシステム化の導入を開始しました。 

 

年 主要なイベント 

2014年 10月 トータルシステムの視点からの現状診断調査『熊本県天草市トータル・
システム診断結果報告書』を取りまとめ。 

2015年 『天草市「自治体経営のトータル・システム化」指針』の考え方に則っ
て、第 2次総合計画を策定。10 カ月の策定期間を経て、2015年 4
月から第 2次総合計画（2015－2022年）を開始。 

2015年 天草市診断結果に基づいて、2015年に『天草市「自治体経営のトー
タル・システム化」指針』を策定（公表は同年 10月）。 

 

2.2 課題 

2014 年に実施した天草市診断で明らかになったトータルシステムの視点から、

その課題を以下にまとめます。 

 

（１）総合計画の課題 

1) 形骸化しやすい計画 

天草市の基本計画は 4 年間であり、計画期間中に一度も変更されていま

せんでした。他方、予算は毎年度編成されていました。このため基本計

画は時間の経過とともに予算や対象が重なる個別計画と乖離し、形骸化

しやすくなっていました。 

2) 実現が難しい計画 

基本計画は地域を対象とし、施策ごとに成果指標が設定されていました。

しかしながら、この成果指標は行政が主体的に策定しているため、地域

の各主体が目標に対してオーナーシップを持つことは難しく、実現が難

しい計画になっていました。 

 

（２）予算の課題 

1) 基本計画・実施計画がなくても予算編成できる仕組み 

予算の要求とヒアリングは、歳出予算要求書を作成して行われていまし
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た。しかしながら、歳出予算要求書には基本計画や実施計画との関係は

記載されていませんでした。また、予算と実施計画は別々のシステムで

あり、その入力は別々に行われていました。このため各課は、基本計画

や実施計画がなくとも歳出予算要求書を作成できることになっていま

した。 

2) 事務事業調書と歳出予算要求書の内容が重複 

事務事業調書には事業目的・効果、事業内容、5 カ年の事業費と財源内

訳、人件費と内訳とが記載されている一方で、歳出予算要求書では事業

目的・効果、事業内容、次年度の事業費、財源内訳、人件費を含む歳出

内訳が記載されていました。このように事務事業調書と歳出予算要求書

の記載事項にかなりの重複がありました。 

 

（３）行政評価の課題 

1) 事務事業調書による評価は予算編成に反映するのが難しい仕組み 

各課は毎年 6 月に事務事業調書を作成します。予算の要求は 10 月、ヒ

アリングは 11～12 月に行われるので、事務事業調書の評価結果に基づ

いて予算の要求・ヒアリングを行うことは可能です。しかしながら、予

算要求やヒアリングは、事務事業調書ではなく、歳出予算要求書を別途

作成して行われていました。このため、事務事業調書による評価は予算

編成に反映するのが難しい仕組みとなっていました。 

2) 施策概要書による評価は計画にも予算編成にも反映するのが難しい仕

組み 

各課は毎年 6 月に施策概要書を作成します。施策概要書には基本計画の

成果指標が設定されており、毎年評価され今後の方向性も示されいます。

しかしながら、後期基本計画は 4 年間の計画期間中に一度も変更されて

いませんでした。また、歳出予算要求書は施策概要書がなくとも作成で

き、予算ヒアリングも施策概要書を資料としていません。このように施

策概要書による評価は計画にも予算編成にも反映されない仕組みにな

っていました。 

3) 基本計画の成果指標は評価が難しい仕組み 

成果指標は施策概要書で毎年の進捗状況が管理されていました。成果指

標は行政だけでなく市民、民間、他団体などの地域の各主体の目標です。

しかし、施策概要書による評価は行政による自己評価となっており、公

表もされていませんでした。また、目標だけが示されており、市民、民

間、他団体などの地域の各主体の役割は示されていませんでした。この

ため地域の各主体が目標達成のために行動することはほぼ不可能な仕

組みでした。 
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2.3 取り組み 

トータルシステム化の診断結果を受けて、天草市は第 2 次総合計画を策定し、

議会承認を得て 2015 年 4 月から施行しました。図 2-1 は、第 2 次天草市総合計

画の全体像を示しています。 

 

第 2 次総合計画は、8 年の基本構想（“まちの将来像”）、前期後期各 4 年の基本

計画、見通し 3 年の実施計画（毎年ローリング）の 3 階層で構成されています。

首長の任期 4 年に総合計画の周期を一致させることで、首長が選挙で掲げたマ

ニフェストが反映しやすい仕組みになっています。 

 

第 2 次総合計画では、①合併による肥大化した行政システムを改善し、総合計

画を中核とした「自治体経営のトータルシステム化」を図ること、そして、②将

来の地域の目指す姿である「市民が住み続けたいと思う環境指標」を、8 年後

の象徴的指標（＝目指す姿）として実現することを、総合計画の目標としてい

ます。 

 

  

 

図 2-1 第 2次天草市総合計画 

 

次に、総合計画の②の目標を達成するため、天草市は 2015 年 10 月に『天草市

「自治体経営のトータル・システム化」指針』を公表しました。これは、上記
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で述べたトータルシステムの視点からの天草市診断結果を受けて設定された指

針です。この指針は、以下の 2 つの切り口からなるトータルシステム化を実行

することを掲げています。 

 

1. 行政システムの統合化 

各種の行政システム（実施計画、予算編成、目標管理、評価システム

など）を、総合計画を中核に効果的に連動させるよう再構築する。 

2. 計画の総合化 

各分野別計画の見直し・改定を行い、総合計画の目標年次・期限・部門

政策方針などと整合させる。 

 

以下では、行政システムの統合化と、計画の総合化のそれぞれの方針について

まとめます。 

 

（１）行政システムの統合化方針 

将来の税収減や地方交付税の削減などを見据え、限られた財源をより効果的に

活用することを目指して、以下の大きな柱に基づいて行政システムの統合化を

進めることとしています。 

 

 総合計画を中心として天草市の各種行政システム(実施計画、予算編

成、目標管理、評価システムなど)を再構築し、各システムが連動して

機能することで、効率的かつ効果的な行政システムを機能させる。 

 総合計画の運用プロセスに沿った「行政システムの統合化」を支援する

ための業務支援システム(新財務会計システム)を導入し、効率的な事務

遂行や庁内での情報共有を効果的に行う。 

 

行政システムの統合化方針は、以下の7つの方針から構成されます。 

1. 総合計画を中心とした予算と評価の連動 

2. 実施計画の運用（ローリング方式、予算事業、ゼロ予算事業） 

3. 事務事業のスクラップアンドビルド（仕分け） 

4. 枠配分予算に基づく実施計画兼予算要求書の作成と調整 

5. 総合計画の進捗管理と評価 

6. 総合計画と財政規律の連動 

7. 行政システムに関わる年間スケジュールの連動化 

 

途上国の公共投資管理の視点から特に注目したいのは、方針1（総合計画を中心
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とした予算と評価の連動）、方針2（実施計画の運用）、方針6（総合計画と財政

規律の連動）です。天草市の場合、総合計画を予算と連動させるために導入し

た重要なツールは、実施計画兼予算要求書です（本章の最後に平成30年度の実

施計画兼予算要求書のテンプレートを添付）。 

 

上記の課題で指摘したとおり、従来の予算要求やヒアリングは、歳出予算要求

書を使って行われていました。これを実施計画と統合して実施計画兼予算要求

書とし、予算要求やヒアリングの際に、実施計画への予算の裏付けを明確にし

たうえで予算配分を検討することができるようになりました。これによって、

実施計画と予算を連動させて財政規律を維持するのに加えて、実施計画あるい

はその上位計画の基本計画や基本構想で設定した成果指標の達成の評価も実施

できるようになります。途上国でも、実施計画兼予算要求書に類するツールが

有用なケースは、多くあるのではないかと思います。 

 

各方針の詳細を表2-1にまとめました。詳しい内容をご覧になりたい方は、この

表をご覧ください。 
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表 2-1 行政システムの統合化方針 

方針 内容 

【方針1 総合計画を中心とした予算と評価の連動】 

1 実施計画と予算

要求書の統合 

 平成28年度：総合計画の基本構想、基本計画の政策・施策計画を実

現するための実現手法としての実施計画を策定するため、総合計画の体

系に沿って、ゼロベースから事業の見直しを行い、各部(局)等に対して予

算枠配分を導入する。 

 平成30年度：総合計画の「実施計画書」と予算編成時の「予算要求書」

を共通化した「実施計画兼予算要求書」に統合する。 

2 総合計画を中心

とした評価・点検

システム 

 ローリング方式(=現状の評価を行いながら、3年計画を毎年立案する方

式)での進捗管理を担う総合計画の「実施計画」と予算編成時の「予算

要求書」を連携させる「実施計画兼予算要求書」を用いて、事業の検証・

評価、組織の目標管理、事務事業のスクラップアンドビルドなどを行う。 

 「基本構想」で設定した「環境指標」の実現を目指した行政システムを構築

する。 

 「環境指標」の実現を目指し、「基本計画」で政策の施策計画ごとに成果

指標を設定し、さらに、各部門が「実施計画」で事業の活動指標を設定

する。これらの指標は、組織の目標管理にも利用する。 

3 「実施計画兼予

算要求書」を用

いた予算要求 

 各種指標による総合計画の現状を評価・点検を実施し、予算要求書と併

せた「実施計画兼予算要求書」のフォーマットを作成し、運用については業

務支援システムにおいて構築し、実施計画と予算要求との一元化を図

る。 

【方針2 実施計画の運用:ローリング方式・予算事業・ゼロ予算事業】 

1 実施計画の構成  総合計画に基づく実施計画は3年計画とし、毎年度3年先を見据えたローリ

ング方式とする。実施計画の各事業には活動指標を設定する。※平成

31年度からの実施計画期間については、総合計画の後期基本計画

（平成31年度〜34年度）に合わせて、4年計画での運用を取り入れる

こととする。 

 「実施計画兼予算要求書」をヒアリング等において査定し、実施計画とす

る。 

 実施計画は、施策計画を実現するための手段・手法であり、その活動や事

業を定めたものであるため、予算を用いる「予算事業」以外にも、「ゼロ予

算事業(職員人件費のみで行われている事業(通常の業務など)で、政策

や施策に関わる事業)」も対象とする。 

【方針3 事務事業のスクラップアンドビルド】 

1 「環境指標」を実  総合計画の基本構想で定めた「環境指標」が、8年後の到達点である。従
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方針 内容 

現するための事務

事業 

って、実施計画での事務事業の設定は、既存の事業を抽出して並べるの

ではなく、ゼロベースで事業を点検した上で、効果的な事業を検討して設

定をする。 

2 事務事業のスクラ

ップアンドビルド 

 毎年、「実施計画兼予算要求書」を作成する際には、全事務事業を検証・

点検し、効果が乏しい事務事業等のスクラップアンドビルドを徹底する。 

【方針4 枠配分予算に基づく実施計画兼予算要求書の作成と調整】  

1 枠配分予算と事

業費 

 枠配分予算方式(=部局等に予算枠を示し、その範囲での予算要求であ

れば、共通の改善方針による事項やヒアリング対象事業等を除いて、原則

として、個別事業の査定は行わない方式)を導入する。その目的は、事業

を担う各部(局)等での実感に基づく、自主的な事務事業のスクラップアン

ドビルドの促進、効率的かつ効果的な行政運営の実現、各部(局)等の

自主性・自律性の確保と職員のコスト意識の向上、財政規律の実現など

を図るためとする。枠配分予算方式は、まずは各部(局)等の単位での検

討を行うこととするが、計画や組織の連動性を高める観点から、後期基本

計画までには、部門単位での検討や調整する仕組みを検討する。 

 「実施計画兼予算要求書」は、各部(局)等ごとに作成する。予算要求額

は、各部(局)等に配分された予算枠の範囲内に収まるように調整すること

とする。 

2 提出書類と調整  政策的事業に該当する事業を対象に様式「実施計画兼予算要求書」を作

成し、「実施計画事業一覧表」と一緒に政策企画課へ提出することとす

る。 

 資料提出後、政策企画課と財政課との協議の上、ヒアリング対象事業を通

知する。政策企画課、財政課及び総務課を加えた「総務・総合政策部ヒ

アリング」を実施する。 

【方針5 総合計画の進捗管理と評価】 

1 評価の仕組み  毎年度末に実施する「市政に関するアンケート」や各種統計等の現状値デ

ータを参考にして、翌年度、各部(局)等において総合計画の進捗管理及

び評価を実施する。その結果に基づき、当該年度の事務事業の改善や

次年度以降の「実施計画兼予算要求書」作成時に重点的に取り組むべ

き事業を検討する。 

 「総合政策審議会」において、アンケートや統計等のデータをもとに、今後、

重点的に取り組むべき分野などの意見等を聴取し、総務・企画専門部会

において実施計画及び予算編成方針等の検討材料とする。 

2 行政評価・事務

事業評価の一元

化 

 

 従来の行政評価、事務事業評価など、類似の機能を持つ全てのシステム

は、総合計画を中心とした評価体系に一元化する。 
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方針 内容 

【方針6 総合計画と財政規律の連動】 

1 枠配分予算方式

による財政規律

の徹底 

 今後、市の財政は逼迫化が予測されることから、限られた財源を効率的か

つ効果的に利用するために、枠配分予算方式を前提に、自律的な財政

運営を行うことを通じて、財政規律の確保を図るものとする。 

2 総合計画と連動

する財政計画の

策定 

 前期・後期の基本計画期間と合わせて、歳入・歳出予測、財政状況を示

す基金残高、市債残高などの目標設定値からなる財政計画を別途策定

するものとする。 

【方針7 行政システムに関わる年間スケジュールの連動化】 

1 年間スケジュール

の連動化 

 「行政システムの統合化」として、評価・目標設定・重点化・予算化・事務

事業実施・進捗管理などを効果的に連動させるため、年間スケジュールを

整理する。 

 これまでに運用してきた行政システム(総合計画の評価、組織目標の点検・

評価、行財政改革の目標評価、年度予算編成方針、予算案策定など)

を、総合計画の運用を中核に整理統合し、連動させる。 

 市長・副市長・教育長・部等の長及び支所長による庁議において、総合計

画の進捗確認や、次年度の重点政策事業等の方針決定などが可能とな

るシステムを構築する。 

 年間スケジュールは、部門(部-課-係)における目標管理や調整機能を効

果的に発揮できるものとし、部(局)等内での検討(例:総合計画の評価・

点検、実施計画兼予算要求書の検討、枠配分予算の検討)する日程を

勘案したものとする。 
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（２）計画の総合化方針 

天草市のトータルシステム化指針のなかで、行政システムの統合化方針ととも

に大きな柱となる計画の総合化方針について、以下にまとめます。 

 

この方針では、総合計画と分野別計画の連動を徹底するとともに、多数ある分

野別計画の整理・統合化を行います。これによって、計画実施の実効性を高め、

計画策定や管理に関わる手間やコストを削減することを目指します。 

 

具体的には、以下の 6 つの方針に沿って、計画の総合化を進めます。 

 

1. 計画群の検証と位置づけの確認 

2. 分野別計画の統合化と体系化 

3. 総合計画と分野別計画の目標年次や周期の合致 

4. 総合計画と分野別計画の連動 

5. 分野別計画の自主策定の原則 

6. 審議会等の統廃合 

 

これらにより、分野別計画の役割分担を明確にし、類似の計画を整理・統合化

したうえで、総合計画の基本計画で定めてある部門計画と分野別計画を連動さ

せることを目指します。施策計画に位置づけられた分野別計画については、目

標年次・改定時期・期限は基本計画と同じ周期とし、総合計画全体との整合を

図 り ま す。基本計画では政策がめざす姿、現状、課題、施策計画を明らかに

し、分野別計画では基本構想・基本計画の体系に基づく各事業の目標、スケジ

ュール、詳細な取り組み内容を定めることによって、機能的な役割分担を図り

ます。予算編成は、先に述べた実施計画兼予算要求書に基づき行うものとし、

各種の分野別計画などは参考資料として位置づけます。 

 

途上国の公共投資管理支援でも、多くのことを学ぶことができると思います。

たとえば、バングラデシュのように、１つのセクターのなかに複数の関係省庁

があるため、セクター政策や計画が明確でない場合があります。こうしたとき

に、セクター戦略を策定することで、各省庁の戦略や計画を統合化し体系化す

るニーズがあります（戦略 1 と 2）。周期の一致も、これに合わせて実施する必

要があるでしょう（戦略 3）。途上国の総合計画に相当する国家開発計画とセク

ター別戦略との連動も極めて重要なポイントです（戦略 4）。 

 

計画の総合化方針の詳細を知りたい方は、表 2-2 をご覧ください。
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表 2-2 計画の総合化方針 

方針 内容 

【方針1 計画群の検証と位置づけの確認】 

1 計画点検の実

施 

 市の計画群を点検し、その位置づけを確認する。計画の内容によっては、分

野別計画として位置づけない。想定される類型は以下のとおり。 

o 法定計画：法律に基づいて計画(事業の目的、詳細な事業計画、

スケジュールなど)の策定が求められているもの。 

o 独自計画：市の独自判断として、個別分野の施策等を計画的に

実施するために、詳細な事業内容、スケジュールなどを総合的に

定めたもの。 

o 届出計画：補助金、交付金などの確保や国等から認可を得ること

を目的に策定された計画、国の事業の予算枠を確定するために

策定された計画、事務事業の遂行のためのマニュアル、業務上の

運用指針など。 

 補助金や交付金を受けるための計画は、実施計画や歳入の根拠資料などに

活用する。 

 業務執行や業務運用に属する計画は、組織内部の指針、マニュアルとして活

用する。 

o 例１：「天草市過疎地域活性化計画」は、対象地区事業の過疎

債充当事業を確保する目的で策定されたことから、実施計画・予

算の財源に関する資料として活用。 

o 例２：「天草市地方公営企業法適用基本計画」は、公営企業法

の適用を受けるための認可申請書として扱う。 

o 例３：「天草市農業再生協議会水田フル活用ビジョン」は、国の減

反政策や稲作から畑作への転換助成金を算定するための基礎

資料として扱う。 

【方針2 分野別計画の統合化と体系化】 

1 類似分野の計

画の統合化・体

系化 

 分野別計画において、個別分野の政策領域が類似している分野別計画を統

合化する。  

 分野別計画の実施段階を担う計画についても統合化する。 

o 例：定員管理計画・行財政改革大綱・財政健全化計画等は「行

政経営計画」として統合化を図る。 

 法定計画は、可能な限り類似の計画群を一元化し、統合化や体系化を図

る。 

o 例１：各部門が策定している橋梁・公園・公共住宅・下水道・港

湾などの維持・管理に係る個別計画は、平成27年度新規に作
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方針 内容 

成する「公共施設等総合管理計画」の個別実施計画編として、

整理・統合化を図る。 

o 例２：「母子保健計画」は、内部的には「子ども・子育て計画」の体

系に位置づけられた「母子保健方針」として、分野別計画の体系

化を図る。 

 施策・事業の詳細について示す計画は、「方針」「指針」として分野別計画の

体系に位置づける。 

o 例：「全島博物館計画」を「全島博物館ネットワーク整備方針」とし

て、「文化振興計画」の体系に位置づける。 

【方針3 総合計画と分野別計画の目標年次や周期の合致】 

1 総合計画と分

野別計画の期

限の整合 

 原則として、全ての分野別計画は、前期基本計画（27年〜30年）、後期

基本計画（31年〜33年）期間内に、目標年次や計画期間（４年また

は８年）を合致させる。 

 国の法定計画で期限や期間が厳密に定められている分野別計画について

は、計画期限等が基本計画とは一致しない場合、基本計画の改定時期

に、各部門において基本計画に基づき分野別計画の内容を点検し、必要

に応じて見直しを図ることとする。 

2 移行時期  原則として、分野別計画の計画期間が終了する時点までに、目標年次や計

画期間を合致させることとするが、合致させるために前倒しでの改定を行うこ

とも検討する。 

3 目標年次や計

画期限のない

分野別計画の

整合化 

 目標年次や計画期限のない分野別計画は、原則として総合計画と合せて期

限などを設定する。 

 法令等で計画の周期が定められている分野別計画が総合計画と整合しない

場合は、総合計画の周期で見直し・調整を行うなど、国への計画の届出や

報告等は情報を整理して提出することとする。また、法令等で計画期限が

厳密に定められている計画については、それを尊重しつつ、総合計画の周期

で点検・整合を図ることとする。 

【方針4 総合計画と分野別計画の連動】 

1 総合計画に基

づく分野別計画

の策定 

 分野別計画の見直し・改定時には、総合計画の「基本計画」で定めた分野

別の政策、施策計画の取り組み方針に基づき、分野別計画での目標、取

り組み内容、スケジュールなどを定める。 

 法定計画・独自計画の改訂時にも、可能な限り総合計画の方針を織り込む

こととする。 

 

【方針5 分野別計画の自主策定の原則】 

1 自主策定の原

則 

 各分野別計画の策定において、現状では54%程度が業務委託されている

実態を勘案し、計画の作成にあたっては、職員の政策形成能力の向上を
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方針 内容 

図ることを目的として、原則として担当する課（室）等において作成すること

とする。 

 各分野別計画の策定過程において、専門性を必要とする調査・分析等の必

要がある場合は、外部に委託することを可能とする 

2 計画素案のパ

ブリック・コメント 

 計画素案についてのパブリック・コメント募集を行う際には、事前に庁議に諮る

こととする。 

【方針6 審議会等の統廃合】 

1   本市には、分野別計画に関する審議会等の数は21、また委員数は350名と

なっている。その結果として、委員の重複依頼、職員の事務量の増加、関

連予算等の支出などが生じている。その意義や役割をふまえたうえで、職員

の事務量や関連予算の軽減を図るとともに、委員の重複等による負担を回

避するため、審議会等の統合を検討する。 

 原則として、各部門単位で政策や分野別計画を策定する際の諮問機関は、

1つ程度に統合することとする。各審議会には、内容に応じて深く検討をする

ことや、必要に応じて広く市民の意見・提案等を聴取する専門部会を設け

ることができることとする。 

 「私的諮問機関」である懇談会・委員会等については、審議会との重複、あり

方、必要性の観点から見直すこととする。 

 審議会等の統合の検討にあたっては、個別法に基づき審議会等の設置が義

務づけされているものや、条例や設置要綱等に基づき審議会等を設置して

いるものを区別し、それぞれの目的・役割・審議の領域・義務づけ規定・任

意設置規定の内容などを分析したうえで、審議会等の統合化を検討する

際の前提条件として整理する。 
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（３）業務支援システムの導入 

天草市は、『天草市「自治体経営のトータル・システム化」指針』で、平成 27

～28 年度（2015～2017 年度）にトータルシステム化に向けた業務支援システム

を検討し、平成 29 年度（2017 年度）からシステムを導入、平成 30 年度（2018

年度）から本格稼働させることを方針として掲げています6。ここでは、この業

務支援システムの概要を説明し、それが実現を目指す方向性説明します。 

 

業務支援システム導入の最大の目的は、前節で述べた行政システムの統合化を

実現するにあたって、天草市の職員が、総合計画の運用プロセスに合った財務

会計システムを運用でき、職員の作業量を縮減できるようにすることです。 

新財務会計システムは、「行政システムの統合化方針」に基づき、以下の 7 つの

ポイントを実現できることを目指しています。 

 

1. 実施計画、予算編成、決算、行政評価が連動しており、入力内容の共有

化による作業量の削減を図ることができる。ここで各帳票作成時に、同

様の内容をその都度入力するのではなく、１つのフォームに入力した内

容を各画面や各帳票に引き出せるようになっている。 

2. 実施計画は、計画期間を 4 年間とし、毎年度ローリング方式で策定でき

るようになっている。ここでは、予算を用いる予算事業以外にゼロ予算

事業（職員人件費のみで行われている事業）も対象とする。 

3. 予算編成時に実施計画兼予算要求書を用いて、実施計画と予算要求を行

うことができる。 

4. 実施計画で入力した情報（事業目的、積算根拠等）は、予算編成と連携

し、予算要求時の査定結果等が相互に反映できる。 

5. 枠配分予算方式を導入するため、実施計画と予算編成で、部局での枠配

分額の設定ができるようになる。 

6. 総合計画の進捗管理と評価を実施するため、事務事業評価のみでなく、

環境指標の管理、政策、施策計画ごとの評価も財務会計システム上で実

施できる。関連する政策レベルも相互に連動している。 

7. 総合計画は、計画期間内に施策計画の改定や各指標の改定等が生じるこ

ともあることから、改定内容がシステムに一括反映できるなど、政策体

系の登録、変更等を容易に行うことができる。 

 

以上の点等をふまえた「トータル・システム化」におけるシステム機能の連

携イメージは、図 2-2 のとおりです。 

 

                                                        
6 ここでの情報は、業務支援システムとしての新財務会計システムの発注書に基づく。 
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⾏政システムの統合化イメ ージ図

◆⽬的、効果
◆活動指標
◆３年間の計画 など

実施計画

◆予算要求額
◆積算根拠

予算編成

◆決算額

◆事業内容、成果

決 算

⾏
政
シ
ス
テ
ム
︵
職
員
に
よ
る
⼀
連
の
作
業
内
容
︶

実施計画兼

予算要求書

・実施計画
（⽬的等）

・予算額

・前年度決算
・前年度評価

施策評価

・施策内容

・施策評価結果
・事務事業評価

成果報告書

・事業⽬的

・事業内容
・成果、実績

・決算額

帳 票

出 ⾏

CLICK!!

＜期待する効果＞

☑１事業を⼀連の⾏政システム
のプロセスで管理。各プロセ
スで⼊⼒する内容に重複がな
いようデータ連動。

☑１事業の予算番号と実施計画
番号が同⼀で、各⼊⼒数値が
連動。各帳票に必要データを
引っ張ることができる。

☑総合計画の改定等に伴う政策
体系等の変更などが⼀括して
容易に⾏える。

☑⼊⼒内容の共有化による⼊⼒
作業の削減

◆環境指標
（実績値⼊⼒）

◆政策評価

◆施策評価
◆事務事業評価

評 価

・監査調書様式
・事務事業評価シート
・政策評価シート

など

予 算 執 ⾏

Plan

Do

Check Action

 

出所：天草市新・財務会計システム発注仕様書 

図 2-2 行政システムの統合化イメージ図 
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3. 多治見市 

 

多治見市の事例からなにを学べるか？ 途上国でどのように活用できるか？ 

日本の地方自治体による「財政規律を維持しつつ総合計画を達成する先進的な取り組み」として、

多治見市の事例を紹介します。 

 

多治見市は 1990年代にバブル経済の崩壊による税収減、公共施設の建設や箱物の維持管理費

等により、財政状況が急速に悪化していきました。1996年の財政緊急事態宣言の後、今日に至る

一連の改革は、財政縮小時代の行政経営の先進事例のひとつとして「多治見モデル」と呼ばれていま

す。 

 

多治見モデルとは、財政の裏付けによる実現可能性を持った「総合計画」を行政経営の根幹に据え

て、行政活動全体を管理し、総合計画の実現を効果的、効率的に推進するために、「行政改革」と

それを支える「人財育成」を一体化した改革プログラムです。 

 

多治見市の事例から学べるポイントは以下のとおりです。 

 

 総合計画を市政の中核として位置づけ、財政健全化への強いコミットメントを示すにはどうす

ればよいか？―多治見市は全国で初めて、総合計画と財政計画の位置づけを２つの条

例として制度化しました。「市政基本条例」（2007 年 1 月施行）は、総合計画を市政

の枠組みの中核として位置づけ、市政の基本的な原則と制度、運用指針、市民と市の役

割を定め、多治見市の市民自治の確立を図ることを目的としています。「健全な財政に関

する条例」（2008 年施行）は、財政状況の健全性を確保するとともに、総合計画の実

行可能性を担保し、政策規範としての位置づけを擁護することを目的としています。 

 

 首長の政策・方針を総合計画に反映させるためにはどうすればよいか？―一般に、首長任

期（4 年）と総合計画（10 年）の周期が異なるため、政策と総合計画とは乖離し、総

合計画は使われなってしまう問題がありました。これに対処するため、総合計画を首長任期

と合せ見直し（策定）を行うこととしました。 

 

 総合計画と財政の連携を強化するためにどうすればよいか？―多治見市は、総合計画 3

階層の基本計画に掲げられた事業ごとに「実行計画」を策定し、事業の進め方を明らかに

しました。実行計画は、年度ごとに各事業の活動内容、事業費、財源内訳が記載されて

います。これにより、基本計画と財政計画との整合性を図り、予算編成プロセスと連携でき

るように設計されました。 

 

多治見市の行財政改革は、途上国の公共投資管理がめざす開発計画、財政、事業の連携強化

に向けた具体的なアクションを検討する際に、有用な示唆を与えてくれます。たとえば、（１）途上国

の公共財政管理改革プログラム形成へのインプット、（２）開発政策借款のポリシーマトリックスへの

インプット、（３）技術協力事業の形成、などに役に立つと思われます。 
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3.1 背景 

岐阜県多治見市は 1940 年に誕生した都市で人口約 11 万人（2015 年時点）東濃

地方の中核都市のひとつです。愛知県と隣接しており、名古屋市のベッドタウ

ンとしての側面もあります。 

 

多治見市は 1990 年代にバブル経済の崩壊による税収減、公共施設の建設や箱物

の維持管理費などにより、財政状況が悪化していきました。箱物中心の旧来の

行政運営からくる財政悪化の典型であったといえます。 

 

多治見市の枠組みの構築は、1995 年に就任した西寺市長（3 期 12 年在職）の 1

期目における財政悪化への対処から始まりました。その後、財政悪化への対処

に加えて、多治見市は『行政「の」改革』と呼ばれる多くの取り組みを行いま

した。 

 

この一連の改革は、財政縮小時代の行政経営の先進事例のひとつとして「多治

見モデル」と呼ばれています。多治見モデルとは、財政の裏付けによる実現可

能性を持った「総合計画」を行政経営の根幹に据えて、行政活動全体を管理し、

総合計画の実現を効果的、効率的に推進するために、「行政改革」とそれを支え

る「人財育成」を一体化した改革プログラムです7。 

 

年 主要なイベント 

1996年 市長による財政緊急事態の宣言（10月） 

2001年 財政緊急事態宣言の解除 

2001年 第 5次総合計画（2001—2010年）施行（4月） 

2006年 市政基本条例可決（2017年 1月施行） 

2007年 健全な財政に関する条例可決（2008年 4月施行） 

2008年 第 6次総合計画（2008—2016年）施行（4月） 

 

3.2 課題 

（１）1990年代の財政危機 

多治見市の財政状況は、1996 年度決算で経常収支比率が 89.8％であり、当時の

県下 14 市で最悪の事態となっていました。当時、一般的に経常収支比率が健全

とされるのは 70％台であり、90％に近づくのは極めて危機的でした。1997 年度

の予算編成で財政当局から市長に対して財政の窮状が伝えられ、1996 年 10 月

に市長が財政緊急事態を宣言しました。 

                                                        
7 http://www.jichiro-osaka.gr.jp/opinion/opinion_003.html（閲覧日 2018 年 8 月 16 日） 

http://www.jichiro-osaka.gr.jp/opinion/opinion_003.html（閲覧日2018年
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財政緊急事態宣言下で、経常収支比率を 70％台とすることを目標に、補助金の

見直しや使用料・手数料等の見直し、歳入金収納比率の向上などさまざまな取

り組みが進められました。これらフローベースの改善に加えて、中長期的な財

政健全化を意図したストックベースの改善も実施されました。これらの取り組

みの結果、2000 年度決算で経常収支比率が 78.3％まで下がり、2001 年に財政緊

急事態宣言は解除されました。 

 

（２）第 5次総合計画（2001－2010年）策定時の課題 

第 5 次総合計画は、1990 年代の財政緊急事態宣言の下での行財政改革の中で構

築されてきた管理の経験をふまえて策定された計画です。策定時点で、総合計

画には以下のような課題があると認識されていました。 

 

1) 計画の策定自体が自己目的化している 

基本構想が法定計画であったことも背景として、計画の策定自体が自己

目的化し、策定してしまえば終わりであり、実現性を念頭において策定

されていない。計画には、“Wish list”に過ぎない曖昧な見込みや事業が

並び、実際に使われることがない計画になっている。 

2) 計画と予算とが整合していない 

総合計画を予算編成の中に反映させていくプロセスがない。このため、

予算編成プロセスでは、総合計画とは無関係に、その時々の都合で事務

事業が決まる行政運営になっている。たとえば、実施すべき事業に対し

て有利な補助を探すのではなく、有利な補助メニューを受けて当該メニ

ューに該当する事業が提案される、整備すべきインフラのために必要な

用地を取得するのではなく、好条件の土地があればとりあえず取得し、

取得後に利用方法の検討を行う、など。 

3) 進捗管理のシステムがない 

計画の進捗管理システムがないことから、計画期間中の進捗状況や経年

経過をモニタリングできず、先送りや停滞が常態化する。このため、計

画を着実に実行できない。 

 

3.3 取り組み 

（１）第 5次総合計画（2001－2010年）での取り組み 

1) 首長任期と計画期間の整合性 

第 5 次総合計画は、旧自治省の通達を背景として、基本構想は 10 年、

基本計画は前期 5 年、後期 5 年として策定されました。しかし、首長任

期は 4 年であり、計画期間と首長任期は整合性を欠いていました。選挙
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を経て就任した首長は、当然自らのマニフェスト（公約）を行政運営に

反映させようとします。この結果、首長の政策と総合計画とは乖離し、

総合計画は使われなくなってしまう問題がありました。 

 このため、第 5 次総合計画では、首長任期と併せて総合計画の見直し

を行いました（図 3-1 参照）。具体的には、首長選挙をふまえて展望計

画（＝後期計画）の見直し作業を行い、後期計画を 1 年前倒しで開始し

ました。第 6 次総合計画では、首長任期 4 年に合わせて基本構想の期間

を 8 年間、基本計画を前期 4 年、後期 4 年に変更しました。さらに、第

6 次総合計画は、首長任期 4 年のうち（従来通りに）計画策定に 2 年を

要すると実行に 2 年しか残らない問題があるため、2008 年度（平成 20

年度）から第 6 次総合計画を開始しました。 

 

1

公約

ﾏﾆ
ﾌｪｽﾄ

公約

ﾏﾆ
ﾌｪｽﾄ

公約

ﾏﾆ
ﾌｪｽﾄ

公約

第6次総合計画～

実 施 計 画 Ⅱ

展 望 計 画実 施 計 画 Ⅰ

第 5 次 総 合 計 画

～第4次総計

H22H20H18H16H14H12

H23H21H19H17H15H13H11

見直し

見直し

首長
選挙

首長任期と総合計画首長任期と総合計画

見直し

公約

ﾏﾆ
ﾌｪｽﾄ

公約

ﾏﾆ
ﾌｪｽﾄ

公約

ﾏﾆ
ﾌｪｽﾄ

公約

第6次総合計画～

実 施 計 画 Ⅱ

展 望 計 画実 施 計 画 Ⅰ

第 5 次 総 合 計 画

～第4次総計

H22H20H18H16H14H12

H23H21H19H17H15H13H11

見直し

見直し

首長
選挙

首長任期と総合計画首長任期と総合計画

見直し

第6次総合計画～策定スケジュールの前倒し〔H20/3議会提案〕

基本計画

基本構想

実行計画

健全な財政に関する条例制定スケジュールの前倒し〔H19/12議会提案〕

新市長
就任に伴い

 

出所：福田（2014） 

図 3-1 首長任期と総合計画 

 

2) 計画期間内の事業を明確化 

2 点目の取り組みとして、着実に実行していくことを念頭におき、計画

期間内の事業を明確化しました。具体的な事業は政策の柱ごとに整理さ

れ、基本計画に記載されました。政策の柱は、行政組織や予算科目では
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なく、まちづくりの視点から区分されている点が特徴です。組織や予算

から政策を区分していけば管理は容易ですが、政策の目的や課題認識と

の関係を意識する、事業を政策のパッケージとして有機的に捉えるとい

う観点からは望ましくありません。 

3) 実行計画による計画と財政との整合性 

総合計画 3 階層の基本計画に相当する実施計画に掲げられた事業ごと

に実行計画を策定し、事業の進め方を明らかにしました。実行計画は、

年度ごとに各事業の活動内容、事業費、財源内訳が記載されています。

これにより、基本計画と財政計画との整合性を図り、予算編成プロセス

と連携できるように設計されました。実行計画を進捗管理面からみると、

計画期間中の各年度で、その事業の実行についてどのような段取りで進

めていくかを定め、進捗管理をする仕組みを構築しました。これによっ

て、最終年度に「前年度までの準備ができていない」、「間に合わない」

という言い訳が噴出することが起こらないように配慮しました。 

 

（２）「市政基本条例」による総合計画の位置づけの明確化 

多治見市の市政基本条例は、市政の基本的な原則と制度、その運用の指針、市

民と市の役割を定めることにより、市民自治の確立を図ることを目的として施

行されました。総合計画も市政の枠組みの１つとして条例に規定されています。

市政基本条例では、まちづくり8の主体は市民であることを明確化したうえで、

「まちづくりの一部を信託するために地域政府たる多治見市9を設置する」とし

ています（図 3-2 参照）。 

 

そして、総合計画は、主権者である市民が地域政府である多治見市に委ねた「ま

ちづくりの一部」を定めたものが総合計画である、としています。従って、市

民や事業者は、総合計画のプレイヤーではなく、支援や連携という位置づけに

なります。このような整理は、多治見市の総合計画の大きな特徴であるといえ

ます。 

                                                        
8 条例では、多様な主体(自治体のみではなく、自治会、企業、任意の団体等を指します)が

行う公益的な活動全般を「まちづくり」としています（多治見市市政基本条例の解説より）。 
9 条例の第２章は、市民から信託を受けて市政運営を直接的に担う「市」=「議会と市長」

について、責務等を規定しています（多治見市市政基本条例の解説より）。 



公共投資管理能力強化ハンドブック (事例集 ３：日本の事例) 

 

34 

※市政

主権者たる市民

多様な主体

※

信
託

※

一
部

※

信
託

議会 市長

職員

まちづくり

※

市
民
参
加

※連携協力

市民の活動 主体

主体

主体

 

出所：福田（2014） 

図 3-2 市政基本条例イメージ図 

総合計画の構成は、市政基本条例第 2 項で「目指すべき将来像を定める基本構

想、基本構想を実現するための事業を定める基本計画、事業の進め方を明らか

にする実行計画」の 3 階層とする、と規定しています（図 3-3 参照）。基本構想

は将来像を定めることのほか、後述する「健全な財政に関する条例」の規定に

より財政状況の見込みを明らかにすることにしています。 

 

 

出所：第７次多治見市総合計画 

図 3-3 総合計画の体系 

総合計画に基づく事業を明確化するために、基本計画に事業を明記することと

しており、事業の加除訂正には基本計画の修正が必要となります（第 2 項）。ま

た、事業を着実に進めていくために進行管理を行うこととしています（第 6 項）。
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実行計画は、各年度の実施内容、また各年度の事業費と財源内訳を明らかにし

ています。これによって、各年度における財政状況の見込みを把握し、財政計

画との連携を図ることができるように工夫しています。 

 

 

出所：第７次多治見市総合計画 

図 3-4 計画期間と見直し（第７次総合計画） 

 

（３）「健全な財政に関する条例」による総合計画と財政計画の連携 

 

多治見市議会は、2007 年 12 月に「多治見市健全な財政に関する条例」を可

決し、2008 年 4 月から施行しました10。 

 

前述のとおり、市政基本条例では総合計画に基づく市政運営を規定しています

が、選挙時の市民の政策選択をふまえた総合計画の見直しは、事業規模が発散

するリスクがあります。総合計画の事業規模が発散すれば、財政の悪化を招く

ばかりか、実行ができない事業も生じることにより総合計画が画餅と化し、政

策規範としての位置づけを失なってしまいます。 

                                                        
10 http://www.city.tajimi.lg.jp/gyose/sedo/sesakuzaimu/jore.html 
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こうした問題意識を背景として、健全な財政に関する条例は施行されました。

この条例の目的は、財政状況の健全性を確保することはもとより、総合計画の

実行可能性を担保し、政策規範としての位置づけを擁護することです。 

 

この条例の第 3 編では、情報共有のための財政判断指標、総合計画などの計画

と中期財政計画との整合、予算・決算における財政状況の開示（明示）などが

規定されています。また、財政状況の維持と向上に向けた「財政向上目標」や、

財政向上目標達成のための「財政向上指針」の策定を規定しています。さらに、

財政の健全性を確保するために財政健全基準を設定し、中期財政計画が財政健

全基準を満たさなくなった場合には「財政正常化計画」、予算・決算が財政健全

基準を満たさなくなった場合には「財政再建計画」の策定を規定しています。 

 

財政健全基準を
満たしている場合

中期財政計画が基準を
満たさなくなった場合

予算・決算が基準を
満たさなくなった場合

議 会

市民公表

報 告 報 告 議 決

○ ○ ○

市長任期ごとに策定 宣言を解除する場合は、実施結果を議会に
報告、市民に公表し、財政向上指針を策定

市民参加 ○ ○ ○

•財政向上目標
•財政向上指針

•財政警戒事態宣言
•財政正常化計画

•財政非常事態宣言
•財政再建計画

財政判断指標 基準値を定める
市民に公表

議会に報告

※常に①、②、③いずれかの状態にある

① ② ③

 

出所：福田（2014） 

図 3-5 多治見市の財政判断指標の考え方 
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4. さいたま市 

 

さいたま市の事例から何を学べるか？途上国でどのように活用できるか？ 

途上国の公共施設の維持管理は、世界銀行や IMF の公共投資管理診断ツールで公共投資管理

の重要な制度（機能）の１つとして、明示的に取り上げられています。しかしながら、これらの診断ツ

ールは、政府の公共施設マネジメントのキャパシティをどのように強化したらよいかについては、踏み込ん

で触れていません。 

 

このギャップを埋めるために、日本の地方自治体の公共施設マネジメントの先進事例として、さいたま

市の事例を紹介します。 

 

1960年代から80年代にかけて、日本の地方自治体は公共施設の整備を積極的に進めました。現

在これらの公共施設が老朽化し、維持管理コストが急速に増加する状況に直面しています。また、少

子高齢化社会が進み公共施設に対するコミュニティの新しいニーズに対応する必要もあります。維持

管理支出が増加する一方で、変化する社会ニーズに対応する支出が増加しているため、結果的に、

地方自治体の財政を圧迫する大きな要因の１つとなっています。 

 

このような状況に対処するため、先進的な地方自治体は、公共施設マネジメントの強化への取り組み

を開始しました。日本の地方自治体の公共施設マネジメントを知ることによって、途上国の大きな課

題である公共施設（経済社会インフラ）の維持管理について、以下のようなポイントを学ぶことができ

ます。 

 公共施設マネジメント強化に必要な基本的なステップはなにか？―（１）自治体内とコミ

ュニティのマネジメント体制づくり、（２）実態の把握、（３）方針・計画の策定、（４）

実施マネジメント 

 公共施設マネジメントの実態を把握するためにはどんなポイントをおさえる必要があるか？―

（１）対象となる公共施設の設定、（２）長期にわたる将来コストの試算、（３）自

治体・コミュニティでの危機感や問題意識の共有、（４）データベースに基づく白書・カルテ

の作成と共有 

 公共施設マネジメントの方針・計画を策定する際に留意すべきポイントはなにか？―（１）

わかりやすく現実的な目標の設定、（２）公共施設の複合化・共用化を市民参加で推

進、（３）ライフサイクルコストの考え方に基づく公共施設の長寿化の推進、（４）公共

施設の分野別の方針の設定による実効性の向上、（５）公共施設マネジメントの全体

方針の承認とコンセンサスの形成 

 公共施設マネジメントの実施段階で留意すべきポイントはなにか？―（１）自治体内のア

クションプラン作成、事前協議制度の導入、予算との連動、白書の公表、（２）コミュニテ

ィの市民への広報活動の推進、公共施設マネジメントのモデルケースの活用 

 

途上国政府（中央と地方を含む）の公共施設マネジメントは、公共投資管理キャパシティ強化の一

環として、今後支援が期待される分野です。日本の地方自治体の公共施設マネジメントの経験やノ

ウハウを活用した技術協力事業は、途上国政府の経済社会インフラの維持管理という長年の課題に

対して、何らかの解決策を与える潜在的な可能性があると思われます。 
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4.1 背景11 

さいたま市の総人口は 2018年現在で約 130万人であり、政令指定都市の中で 9

番目の規模です。最近まで人口構成が比較的若く、団塊ジュニア世代が多い点

が特徴となっていました。しかしながら 2030 年ごろを境に総人口が減少に転じ

ることが見込まれ、全国の政令指定都市の中でもトップスピードで高齢化と少

子化が同時に進むと予測されています。このため、人口減少社会への移行プロ

セスで市民ニーズの大きな転換への対応が必要となります。地区によって市民

ニーズの傾向が大きく異なるため、地区ごとにきめ細かく対応することも求め

られています。 

 

（１）公共施設の状況 

さいたま市は、多くの公共施設を保有しており、その施設数は 2010 年度時点で

約 1,670 施設にも及んでいました。「建物」の床面積合計は約 242 万 m²であり、

主な内訳は、学校施設が約 55%、庁舎等行政系施設が約 12%、市民文化・社会

教育系施設が約 9%となっていました。 

 

これらの施設の多くは、1970年代から 80年代にかけて整備されており、古い施

設から老朽化の進展に応じて順次大規模改修や建替えが必要となります。一般

に、築 30 年ほど経つと大規模改修、築 50 年ほど経つと建替えが必要とされて

いることから、1970年代から 80年代に整備された施設の大規模改修・建替えの

大きな波が、今後訪れることが見込まれていました。特に老朽化していたの

は、学校施設や市営住宅などでした。 

 

1981年以前に建設された旧耐震基準の施設は、全体の約54%を占めていました。

耐震化状況は、耐震診断を行っている主要な建物 622 棟のうち、耐震性が十分

でない施設が 234 棟ありました。これらについては早急に耐震化の対応が必要

と認識されていました。 

 

 

 

 

（２）財政状況と将来の維持・改修コスト 

                                                        
11 一般財団法人地域総合整備財団（2013）において公共施設マネジメントの先進事例とし

て取り上げられている習志野市、さいたま市のうち、さいたま市についてここでは取り上げ

ています。そのため、この事例は、2009 年〜2013 年のさいたま市の取り組みをご紹介して

いることにご留意下さい。なお、第 4.1 節の記述は、さいたま市（2010）の記載を基本転載

しています（一部コンサルタントチームによる修正があります）。 
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さいたま市は、他市と比べて堅実な財政運営を行ってきたものの、景気の悪化

による市税収入の減など自主財源が減少傾向にありました。支出面では高齢化

の進展等による福祉や医療などの社会保障費が増加傾向にあり、財政状況は厳

しさが増していました。 

 

こうした中で、市民関連施設（市民利用施設と行政施設）の新設、維持・改修

にかかる投資的経費は、平準化を図ることで総額を抑制しており、2006 年から

2008年までの 3年間は約 250億円規模でほぼ横ばいから微減で推移していまし

た。その中で、新設を除く維持・改修コストは増加傾向にありました。 

 

2010 年度時点の公共施設をそのまま維持すると仮定した場合、その後の維持・

改修コストは、20 年間で 1 兆 5,140 億円、年平均 757 億円が必要になると試算

されていました。これは、2008 年度の経費 287 億円と比較すると約 2.6 倍とな

り、年平均で約 470 億円もの大幅な経費の増加が見込まれました。逆に、2008

年度の経費と同額で推移する場合には、既存施設の 38%しか維持・改修できな

い計算となりました。 

 

4.2 課題12 

2010 年時点でさいたま市が直面していた公共施設マネジメントの課題を以下

にまとめます。 

 

（１）公共施設の維持・改修コストの大幅増加による財政破綻の回避 

従来の維持・改修のやり方を続けていくだけでは市の財政が破綻するか、他の

行政サービスに重大な影響を及ぼすことは避けられませんでした。この先 30

年から 50 年を見通し、中長期的な視点による計画的・戦略的な公共施設マネ

ジメントに、直ちに取り組む必要がありました。 

 

（２）全庁的なデータの整理・収集・管理体制整備 

公共施設の維持・改修費用に加えて、公共施設の利用・効果に関する状況も的確

に把握・分析をする必要がありました。これに向けて、公共施設データの一元

管理、部局横断的な体制整備など、全庁的なデータの整理・収集・管理体制を

整備する必要がありました。 

 

（３）全庁的・総合的な視点での優先順位付け、選択と集中 

                                                        
12 第 4.2 節の記述は、さいたま市（2010）に基づいています。 



公共投資管理能力強化ハンドブック (事例集 ３：日本の事例) 

 

40 

個々の公共施設について、短期的なコストではなくライフサイクルコストを引

き下げ、費用対効果の高い公共施設マネジメントが必要でした。このためには、

長寿命化や官民連携（Public Private Partnership：PPP）などの手法の活用も含み

ます。そのうえで、全庁的・総合的な視点で優先順位を付け、「選択と集中」に

より限られた資源を効果的に活用する必要もありました。 

 

（４）市民との情報・問題意識の共有、協働でのマネジメント 

公共施設の実態に関する情報を市民と共有し、問題意識を共有しながら推進す

ることが重要です。市民にも「自分たち市民が率先して公共を担おう」という

考え方にシフトすることが求められます。そのためには、公共施設のコストや

利用の実態に関するデータや分析評価の結果を市民にわかりやすく開示し、市

民や民間事業者と協働で施設の改善策やあり方を検討する必要がありました。 

 

4.3 取り組み13 

ここでは、さいたま市の取り組みをベースに、公共施設マネジメントを「体制

づくり」「実態把握」「方針・計画の策定」「実行・マネジメント」の 4 つの

フェーズに分けて、実務的な取り組みのポイントをまとめました。 

 

（１）第 1 ステップ：体制づくり 

【ポイント】 

1）庁内体制の確立  

・企画・財政・建築の 3 部門が連動する所管組織・体制を段階的に確立  

・トップマネジメントが効く庁内横断的な推進組織を設置 

・民間の専門家を積極的に活用（任期付採用、アドバイザー等） 

2）外部組織の設置 

・有識者と公募市民による「外部の視点」の導入と主体的な事務局運営 

・公募市民にわかりやすく説明し、総論・各論を明確に 

 

1）庁内体制の確立 

 

 企画・財政・建築の 3 部門が連動する所管組織体制を段階的に確立。公

共施設マネジメントに関わる組織は、主に「土木・建築部門」、「管財・ 

財政部門」、「企画・政策・行革部門」の 3 つの系統があります。最初の

取りかかりはどの部門が主管するのでも良いですが、段階的に残りの部

                                                        
13 第 4.3 節は、西尾（2014）の内容を、西尾氏の了解を得て、転載（一部加筆修正）してい

ます。 
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門を取り込み、最終的には、3 部門を統合した専門組織を設置するか、

3 部門が有機的に連携・連動する体制を構築する必要があります（図 4-1

参照）。 

 

さいたま市では、市長直轄で局レベルの行財政改革推進本部が、公共

施設マネジメントを所管し、取り組みを開始しました。当初は事務職の

みのメンバーで開始しましたが、インフラを取り込んだ計画策定を行

うために 2 年目に土木職の職員が加わり、保全計画との連動を図るため、

3 年目から建築職の職員が加わりました。また、行財政改革の一環とし

てスタートしたため、財政推計との連動や予算との連動について、当初

から財政部門との連携を進めています。 

 

 

出所：龍ヶ崎市公共施設再編成の行動計画策定に係る有識者会議（2013）
14

 

図 4-1 公共施設マネジメントの組織の在り方のイメージ例 

 

 トップマネジメントが効く庁内横断的な推進組織を設置。公共施設マネ

ジメントは、全庁的・総合的な取り組みが必要となります。全庁で危機

感・問題意識を共有し、トップダウンによる推進力を発揮させるため

に、市長や副市長をトップとした全庁横断的な内部推進組織が必要で

す。さいたま市では、市長直轄の行財政改革推進本部が、公共施設マネ

                                                        
14 龍ヶ崎市公共施設再編成の行動計画策定に係る有識者会議「龍ヶ崎市の公共施設再編成に

関する提言」2013 年 11 月 
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ジメントを所管しています。 

 

 民間人の活用。公共施設マネジメントは、従来の公会計制度や保全・営

繕の取り組みでは十分に対応ができなかったため深刻化している課題

であり、行政内部の人材では対応できないことも想定されます。このた

め、専門的な知識やノウハウが必要であり、外部の専門的な知見を有す

る民間の人材を積極的に活用することも有効です。 

 

さいたま市では、「任期付職員」として専門的な知見を有する民間人を

採用し、部長職として公共施設マネジメント業務の推進を担当させまし

た。特に、新たな公共施設マネジメントの取り組みの初期段階では、基

本的な考え方や業務の進め方の整理などに外部人材の専門的な知見を

有効に活用することで、取り組みをスムーズに立ち上げることが期待で

きます。縦割りの弊害を乗り越えるうえでも、従来のしがらみに縛られ

ない外部人材が調整役に回ることで、調整が進みやすくなるメリット

も期待できます（ボックス 4-1 参照）。 

 

ボックス 4-1 認定ファシリティマネージャー資格制度 

民間 /行政に限らず、ファシリティマネジメントに関する専門家を育成・普及することを目的とした資格制度

「認定ファシリティマネジャー（ CFMJ）資格制度」が、公益社団法人日本ファシリティマネジメント協会、

一般社団法人ニューオフィス推進協会、公益社団法人ロングライフビル推進協会の3団体により運営され

ています。毎年度、ファシリティマネジメントに必要な専門知識・能力についての試験を実施し、認定ファシ

リティマネジャー（CFMJ）の資格を付与しています。こうした専門家を積極的に活用することも重要な視

点となります。任期付職員としての採用までは行わないまでも、アドバイザーなどの形で専門家の助言を得

ながら推進することも考えられます。一般財団法人地域総合整備財団（ふるさと財団)などで、公共施

設マネジメントアドバイザー派遣事業を実施しており、こうした事業を活用することも有効です。 

 

 

2）外部組織の設置 

 

 外部の視点の導入。公共施設マネジメントの推進には、行政内部の意識

改革が不可欠であり、外部の厳しい視点を持ち込むことが重要です。こ

のため、有識者と市民による外部の検討・推進組織を設置することが

望まれます。さいたま市では、3 名の有識者委員と 3 名の公募市民委員

による「公共施設マネジメント推進会議」を設置し、取り組みの初期

段階から、常に推進会議に諮りながら検討を進めています。 

 

 公募市民（市民委員）への平易な説明。公共施設マネジメントは一般市
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民にはなじみがないテーマであるため、公募をしても応募が集まらな

かったり、会議で意見を述べるのが難しかったりすることも想定され

ます。公共施設マネジメント担当部署は、市民向けに公共施設マネジ

メントの取り組みについて平易な説明ができるように準備しておく必

要があります。たとえば、会議の場以外でも勉強会を開いたりするなど、

市民委員の理解を深める機会を設け、市民委員が意見を言いやすい状

況になるようにすることが必要です。 

 

 

（２）第 2 ステップ：実態把握 

【ポイント】 

1）対象施設の設定 

 ハコモノ・インフラのすべてを対象とする 

 分野別方針の設定や、複合化の検討を見据えた施設分類とする 

 まずは地域全体の築年別の整備状況や施設分類ごとの割合を把握 

2）将来コストの試算 

 ふるさと財団の更新費用試算ソフト等を活用し、40 年程度の長期で試算 

 一般財源ベースに置き換えて財政への影響を分析 

3）総論ベースでの危機感・問題意識の共有 

 自治体間比較を行い相対的なポジションを確認 

4）白書・カルテの作成 

 白書の形でデータを一元化し、毎年度更新してマネジメントツールとし

て活用 

 評価については慎重に 

 

1）対象施設の設定 

 

 対象施設の考え方。公共施設マネジメントの対象施設を設定する際に、

取りかかりやすいハコモノのみを対象とし、インフラを対象外とする

ケースが多くあります。しかしながら、さいたま市の場合、ハコモノと

インフラのコストはほぼ同規模であることから、将来ハコモノのコスト

をいくら縮減・平準化したとしても、インフラを対象施設に加えた途

端に、一から検討をし直さなければならなくなります。このため、さい

たま市では、ハコモノ・インフラを含めた公共施設全体を対象として検

討しました。 

 

 施設分類の設定。公共施設の実態を把握するうえで、施設をどのように

分類・整理するかが課題となります。さいたま市の公共施設分類を図

4-2 に紹介しました。公共施設分類のポイントについては、ボックス 4-2
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を参照してください。 

 

ボックス 4-2 公共施設分類のポイント 

施設の単位については、「施設」と「棟」の概念があります。たとえば、学校には複数の校舎や体育館等

の棟があります（1施設に複数棟）。逆に、複合施設は、ひとつの棟の中に図書館、児童福祉施設、

高齢福祉施設等の複数の施設が入っています（1棟に複数施設）。保全台帳は棟単位となっている

ことが多く、逆に財産台帳は施設単位となっていることが多い傾向にあります。この違いが、両者を統合

しようとするときにうまくつなげない大きな要因のひとつになっています。公共施設マネジメントを推進するう

えでの基礎データとして、施設の現状を整理するために、施設の機能に着目して、まずは施設単位で捉

えることを基本とすることが望ましいでしょう。 

次に、施設の分類方法については、所管別・機能別の分類が基本となります。ただし、この分類を考

えるときにポイントとなるのは、ここでの分類が、最終的に公共施設等総合管理計画を策定する際の、

施設分類別の方針やアクションプランを作成する単位につながっていくという点です。将来的に施設分類

ごとに統廃合や複合化・共用化等の方針を検討することを念頭において、当初の分類を検討する必要

があります。たとえば、さいたま市では、公民館は社会教育施設として教育委員会の所管になっています

が、その機能に着目して、「コミュニティ関連施設」という施設分類の中に入れて、市長部局が所管する

コミュニティセンター等と同じ分類の中で検討するような枠組みにしています。 

大きな分類としては、ハコモノとインフラに大別できま すが、環境施設等のプラント系施設は、建物その

ものよりも設備が特別であり、コスト構造も大きく異なるため、両者とは別の独立した分類とする場合も

あります。 

 会計という視点から、上下水道や病院等の企業会計施設を、道路・橋りょう、河川等の一般的なイ

ンフラ施設と区別する考え方もあります。これは、企業会計施設については、基本的には一般会計とは

別会計であり、施設の維持・更新にかかるコストについても、地方自治体の一般会計に影響があるのは

繰出金の範囲に限定されるため、別扱いにしておいたほうがよいという考え方です。 
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出所：「さいたま市公共施設マネジメント計画第１次アクションプラン」（2014） 

図 4-2 さいたま市の施設分類 

 公共施設の現状把握。公共施設の現状把握は、施設分類別の延床面積の

状況を築年別にまとめるのが基本となります。上述のように、さいたま

市は、多くの公共施設を保有しており、その約半数は築 30 年以上が経過

し、老朽化が進行しています。これらの施設の多くは、1960～70 年代
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の高度経済成長期に建設されました。一般に、鉄筋コンクリート造の建

物は、築 30 年ほどで大規模改修、60 年ほどで建替えが必要になるとい

われていますので、これらの施設が、近いうちに一斉に建替えの時期を

迎え、大きな波となって押し寄せることがわかります。 

 

2）将来コストの試算 

 

 長期にわたる将来コストの試算。公共施設の現状を把握したうえで、こ

れらの公共施設を全て維持すると仮定した場合の将来コストを試算し、

将来の財政に対する影響を分析します。たとえば、さいたま市の場合、

2011（H23）年度予算で 280 億円のコストがかかっているのに対し、そ

の後 40年間の年平均コストは 697億円と見込まれ、2.49倍の事業費が毎

年必要になることが分かります（図 4-3 を参照）。 

 

将来コストの試算には、地方自治体向けの公共施設更新用試算ソフトが

活用されています（ボックス 4-3 参照）。 

 

出所：さいたま市公共施設マネジメント計画第１次アクションプラン（2014） 

図 4-3 さいたま市の公共施設の改修・更新にかかる将来コスト（総事業費） 
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ボックス 4-3 公共施設更新用試算ソフトの活用 

一般財団法人地域総合整備財団(ふるさと財団)は、総務省が公開していた公共施設更新費用試

算ソフトを財団研究会における検討結果を踏まえ改修し、ホームページで無償で提供しています（下

記のウェブサイト参照）。 

http://management.furusato-ppp.jp/?dest=info 

 公共施設等更新費用試算ソフトは、地方自治体の公共施設の実態を把握するために開発されま

した。市町村の規模にかかわらず簡便に推計でき、将来の財政運営の参考にできることを重視してい

ます。各自治体の公共施設の保有量の把握、更新費用の試算、他自治体等との比較による自己診

断などができます。また、人口あたり施設量が他市町村と比べてどの程度多いか少ないか、更新のピー

ク時期がいつごろになりそうかなどを把握することができます。 

 本ソフトに入力するデータは、公共施設の延べ床面積、道路の面積など、各地方公共団体が保有

するデータで、容易に入手可能なデータです。また、各地方公共団体間の比較ができるよう、国の調

査など全国的に統一されたデータを用いています。 

 

 

 一般財源ベースへの置き換え。将来コストの試算に関して、庁内に説明

し問題意識の共有を図るうえでのポイントは、事業費ベースでの将来

コストを一般財源ベースの試算コストに置き換えて示すことです。なぜ

ならば、事業費が大幅にかさむとしても、その大半を国の補助金や起債

で賄えるのであれば、市の財政への影響は小さいからです。 

 

このため、さいたま市では、施設分類ごとの「修繕・改修」と「更新」

にかかる事業費について、現状の実績をもとにそれぞれの標準的な財

源割合を設定しました。その結果、一般財源ベースで、2011（H23）年

度予算で年間 128 億円のコストがかかっているのに対し、その後 40 年

間の年平均コストは 283 億円と見込まれ、2.21 倍の事業費が毎年必要に

なることが分かりました。このように一般財源ベースで予算ギャップ

を明示することにより、「そうはいっても実際は大丈夫なのではない

か」という根拠のない楽観論が付け入る隙をなくし、財政部門をはじ

めとして庁内の問題意識が一気に高まることにつながりました。 

 

3）総論ベースでの危機感・問題意識の共有 

 

 自治体間比較を行い相対的なポジションを確認。このように、現在のコ

ストと将来のコストを比較することによって、当該の地方自治体が全

体としてどれほど危機的な状況にあるのか、という問題意識を共有す

ることができます。さいたま市では、今後 40 年間の年平均で、今の 2.2

倍のコストがかかることを示したうえで、逆にそれだけの財源を確保

http://management.furusato-ppp.jp/?dest=info
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できず、今と同規模の予算しか公共施設の改修・更新に回せなかった

とすれば、今ある公共施設の 45%しか維持することができない、という

ことをあわせて示すことで、問題意識を一層高める工夫をしています。 

 

こうした状況を他の地方自治体と比較することにより、状況をよりクリ

アに示すことができます。たとえば、政令指定都市で比較すると、1 人

あたりの公共施設延床面積は、平均で 3.29m
2となります。その中で、

さいたま市は 2.07m
2であり、政令指定都市の中では最も低い値です。

公共施設の保有量が少なく、老朽化対策を行うという面で相対的に恵

まれた状況にあるといえます。逆に、最も多いのは大阪市の 4.95m
2で、

さいたま市とは約 2.5 倍の開きがあります。つまり大阪市における公共

施設の老朽化問題は、さいたま市の 2 倍以上深刻な状況にあるといえま

す。 

 

4）白書・カルテの作成 

 

 データの一元化と白書の作成。公共施設に関する諸情報は、公共施設マ

ネジメントを推進するうえでの基礎となるものであり、共通のデータ

ベースとして整備しておくとともに、継続的にデータを収集・更新す

る体制を整えておく必要があります（ボックス 4-4 参照）。 

 

地方自治体が保有する公共施設の全体像の現状把握に加えて、施設分類

別、さらには施設別の詳細な公共施設の現状を整理し、市民と広く共有

することが重要となります。それらの情報を「白書」の形で分かりや

すく冊子にまとめ、市民に公表する地方自治体が増えています。 

 

ボックス 4-4 公共施設データベースの一元化 

さいたま市は、公有財産の管理という観点で用 地管財課が保有する財産台帳と、建物の維持・管理

という観点で保全管理課が保有する保全システムがあり、前者は施設単位の、後者は建物単位のデ

ータベースとして、別々に存在していました。これらのデータを統合するため、施設と建物にそれぞれコー

ド番号を付与して両者を結び付け、一元化を図りました。そして、各施設について共通で把握すべき

項目を、「施設状況」「建物状況」「運営状況」「利用状況」「防災状況」「コスト状況」の 6 分類の中

で整理し、各課に照会する帳票に落とし込みました。この帳票を使って年に 1 回最新状況についての

照会を行い、白書の内容を更新することとしています。 

 

 

 

 マネジメントツールとしての白書の活用。白書は、公共施設の現在の状
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況を市民と共有することで、公共施設マネジメントの出発点とするた

めの、情報公開・情報共有の重要なツールです。しかし、白書を進行管

理・マネジメントの重要なツールとして活用することがより一層重要

といって過言ではありません。白書の内容を毎年度更新し、文字通り白

書として毎年度公開することで、公共施設マネジメントの取り組みが

どれだけ進んでいるのかをチェックし、必要に応じて取り組みの見直

しを行うことができます。 

 

（３）第 3 ステップ：方針・計画の策定 

【ポイント】 

1）目標の設定 

 分かりやすく明確な方針の設定 

 現実的な数値目標（ストレッチゴール）の設定 

2）複合化・共用化の推進 

 複合化のメリット・デメリットを示し市民参加で推進 

3）長寿命化の推進 

 保全の考え方を整理しライフサイクルコストの縮減を図る 

4）分野別方針の設定 

 総論と各論の行き来により実効性の高い方針を定める 

5）庁内コンセンサスの形成 

 全体方針の承認を先行させ庁内コンセンサスの基礎とする 

 

1）目標の設定 

 

方針・計画の策定にあたって、まずは全体の目標を設定します。実態把握をふ

まえて、将来コスト試算で明らかになった予算ギャップを解消するための戦略

が必要になります。 

 

 分かりやすく明確な方針の設定。目標設定の第一のポイントは、分かり

やすく明確な方針として示すことです。公共施設マネジメント計画自

体は、緻密な実態把握とコストシミュレーションに裏打ちされたもの

である必要がありますが、その対応については、全市的な運動として

広く実践されていくようにしなければなりません。そのためには、具

体的にどのように対処していけばよいかについて、誰にも分かりやすく

取り組みやすいものになっていることが重要です。 

 

さいたま市では、「ハコモノ三原則」「インフラ三原則」の 2 つの原則と

してまとめ、取り組みの拠り所として誰もが参照しやすいようにして

います（図 4-4 参照）。ハコモノについては、全体として一定の整備水
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準に達している認識のもと、将来的な人口減少による需要減も視野に入

れ、施設総量・コストとも圧縮していく方向性を打ち出しています。イ

ンフラについては、政令指定都市の中でもまだ整備水準が低いという

現状もあることから、将来的には維持管理にウェイトを移行させていく

ことを念頭に置きつつも、一定の予算ギャップの中で新規整備も行って

いく、としています。 

 

 

出所：さいたま市資料より調査チーム作成 

図 4-4 さいたま市の公共施設マネジメント計画の原則 

 現実的な数値目標の設定。第二のポイントは、現実的な目標設定にする

ことです。実態把握における予算ギャップは 2~3 倍、場合によってはそ

れ以上になっていることが考えられます。これを単純に裏返して、公共

施設の総量を 1/2 から 1/3 に減らすという目標を立てても達成は不可能

です。厳しい現状のなかで、達成可能なプランを立てて、着実に実行し

ていかなければなりません。 

 

さいたま市の場合、現状の 2.2 倍の予算ギャップがあるのに対して、今

後公共施設の新規整備を抑制していくことを前提に、現状で新規整備

に充てている予算を改修・更新に回すとすれば、1.4 倍程度まで予算ギ

ャップが縮小します。残りのギャップの解消に向けて、総量縮減とコ

スト縮減のトレードオフの間で配分を検討し、総量縮減で-15%、コス

ト縮減で-20%（イニシャルコスト-15%、ランニングコスト-5%）の目標

を設定することとしています（図 4-5 参照）。 
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出所：西尾（2014） 

図 4-5 さいたま市の公共施設マネジメント計画の数値目標設定イメージ 

 複合化・共用化の推進。ハコモノの統廃合は、利用者の理解を得るのが

難しい問題があります。このため、施設総量とコストを縮減するための

主要な手段のひとつとなるのが、「複合化・共用化」です。公共施設

の建替えのタイミングで、周辺の公共施設を取り込み複合化施設として

集約することで、それぞれ建替えを行うよりも、建替え費用を圧縮す

る方法です。公共施設の複合化・共用化のメリットを、表 4-1 にまとめ

ました。 



公共投資管理能力強化ハンドブック (事例集 ３：日本の事例) 

 

52 

 

表 4-1 公共施設の複合化・共用化のメリット、デメリット 

複合化・共用化のメリット 

施設面積の縮減 事務室や階段、廊下等の共用部分の共通化、会議室等の類似す

る機能を統合 

維持管理コストの縮減 施設を統合することによる維持管理コストの節約 

新たな財源 空いた施設・土地を売却・貸付等の形で活用 

新たな地域コミュニティの拠

点 

学校と子育て施設、高齢福祉施設が複合化することによる多世代の

交流 

新たな防災拠点 温浴機能や和室機能を有するコミュニティ関連施設と学校の複合化 

複合化・共用化のデメリット 

施設への距離の増加 施設が移動することにより、人によっては施設が遠くなる 

セキュリティの課題 学校を複合化する場合には、児童・生徒の安全をいかに確保するか 

 

さいたま市では、学校の余剰教室を改修して、放課後児童クラブやデイ

サービスセンターなどに活用して効果をあげている好事例があります。

また、文部科学省は、東日本大震災を機に、防災機能を含めた「地域コ

ミュニティの核」としての学校施設の位置づけを考え始めています。い

ずれにしても、市民が普段利用する身近な施設を動かしたりすること

であるため、市民の理解・合意を得ながら進めることが不可欠です。

市民参加のワークショップを開催して複合施設の機能配置等を検討す

るなど、市民が主体的に施設の設計や管理運営に関わる仕組みを構築

することが重要となります。 

 

 長寿命化の推進。従来の公共施設の維持管理は、施設が傷んで支障が発

生すると修繕を行う「事後保全」が主流でした。このアプローチの問題

は、施設が傷むまで修繕を行わないため、経年による施設の劣化が早

い点です。一般に鉄筋コンクリート造の建物であれば 50〜60 年は使用

できるといわれていますが、それよりも早く建替えの時期を迎えるこ

とが多くなります。 

 

これに対して、早め早めに計画的に修繕・改修を行うことで施設を長

持ちさせ、施設全体にかかるライフサイクルコストを引き下げるのが

「計画保全（あるいは予防保全）」です。施設の寿命を延ばすことにも

なることから、「長寿命化」とも呼ばれます。特に橋りょうなどのイン

フラで効果が大きく、公共施設にかかるコストを縮減するための有力な

方策のひとつとなっています（図 4-6）。 

 

さいたま市では、築後 20 年ごとにまとまった修繕・改修を行うことと
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しています。そして、40 年目に大規模改修及び 60 年目の修繕を行う前

に建物の健全性調査を実施し、可能なものについては 80 年以上使用す

ることを目標としています。橋りょうについては、2009 年に「橋りょ

う長寿命化計画」を策定し、5 年に 1 回詳細点検を実施して計画の見直

しを行いながら取り組みを推進しています。この計画では、70 年間で

約 390 億円のコスト削減効果（削減率-34%）があると試算されています。 

 

 
出所：さいたま市（2013）

15
 

図 4-6 「事後保全」と「計画保全」のイメージ 

 分野別方針の設定。全体目標を達成するために、分野ごとにどのように

取り組んでいくか、個別の方針を設定することが重要です。基本的には、

全体目標と整合性を担保することを原則として、施設分類ごとに「配置

の考え方」と「規模・機能の考え方」を整理します。 

 

配置の考え方は、どの範囲にいくつ施設を配置するか、という基準を

示すもので、施設の数を規定するものです。これに対して規模・機能の

考え方は、各施設がどのような機能を持つことを標準とするのか、と

いう基準を示すもので、施設の規模（延床面積）を規定します。これら

施設の数と規模による基準を明確にすることにより、施設総量（総延床

面積）をコントロールします。さいたま市の、個別方針の例を図 4-7 に

                                                        
15 さいたま市「市有建築物の保全に係る基本的な考え方」（2013） 
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示しています。 

 

出所：さいたま市資料 

図 4-7 さいたま市の分野別アクションプランにおける個別方針の例 

 庁内のコンセンサスの形成。方針・計画の策定にあたっては、公共施設

マネジメント推進部署と各所管課とが相互に連携し、協力し合って進

めることが重要です。各所管の検討結果を積み上げただけでは、全体

目標を達成できる可能性はほとんどなく、各所管でさらなる検討・工

夫を自発的にしてもらうような状況をつくり上げる必要があります。 

 

このような庁内調整をスムーズに行うためには、各所管が個別の検討

に入る前に、その自治体全体がどれほど厳しい状況にあり、今後どれ

だけを目指して努力しなければならないのか、という「総論」の緊急

性について、いかに切実に共有できるかが重要です。まずは総論レベ

ルの基本方針を固めて、正式に承認しておくことが望まれます。議会に

対しても正式に報告し、議会においても総論について了解を得ることが

重要です。庁内向けの説明会や研修を繰り返して意識付けを行うこと

も重要です。 

（４）第 4 ステップ：実行・マネジメント 

【ポイント】 

1）内部（庁内）のマネジメント 

 入口のコントロール（アクションプランの策定、事前協議制度、予算と

の連動） 

 出口のコントロール（白書の毎年度発行） 

2）外部（対市民）のマネジメント 
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 市民への PR の推進 

 モデルケース（ワークショップ）の実施 

 

公共施設マネジメント計画をスムーズに実行に移すためには、計画策定段階か

ら内部（庁内）と外部（対市民）で合意を形成し、主体的に関わってもらう仕組

みづくりや仕掛けを準備することが重要です。 

 

1）内部（庁内）のマネジメント 

 

 入り口のコントロール。内部マネジメントのポイントは、公共施設マネ

ジメント計画を、各所管が取り組む具体的な工程表に落とし込むこと

です。具体的には、計画策定段階で策定した施設分野別の方針に沿っ

て、分野別アクションプラン（実行計画）を策定することが必要です。 

 

さいたま市では、公共施設マネジメント計画における 39 年間の計画期

間をおおむね 10 年ごとの 4 期に分け、期ごとに具体的なアクションプ

ランを策定するとしています。そのうち、第 1 期（2014~2020 年度の 7

年間）の計画にあたる「第 1 次アクションプラン」を、公共施設マネジ

メト計画の策定から約 2 年後の 2014 年 3 月に策定しました（図 4-8）。

このアクションプランに掲載してある事業のみを認めることによっ

て、事業の発生段階（入口）で公共施設の状況をコントロールするこ

とができます。 

 

 

      出所：さいたま市資料 

図 4-8 さいたま市におけるアクションプランの策定イメージ 

さらに、さいたま市は、入口のコントロールを確実にするため、「公共
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施設整備事前協議制度」を制度化し、アクションプラン策定前の 2013

（平成 25）年度から本格運用しています（図 4-9 参照）。この制度では、

各所管が施設の整備や維持管理に関する事業を予算要求する前に、公

共施設マネジメント推進部署と事前協議を行うことをルール化されて

います。 

 

 
  出所：さいたま市資料 

図 4-9 さいたま市の公共施設整備事前協議制度 

 外部（対市民）のマネジメント。公共施設マネジメント計画の実行性の

最大のボトルネックとなりうるのが、市民との合意形成です。特に、

「総論賛成、各論反対」といわれるように、全体としての必要性は理

解してもらえたとしても、実際に身近な施設が再編の対象となれば反

対の声があがりやすいといえ、各論が動かなければ当然ながら全体目

標も達成することはできません。そこでポイントとなるのが、計画を

策定した後で市民の理解を求めるような後追いの取り組みではなく、計

画の策定段階から市民に広く PRするとともに、計画の策定・実行のプ

ロセスそのものに市民を巻き込み、市民と一緒に考え、市民と一緒に

推進していく体制をつくることです。 

 

 市民への PR。市民にできるだけ分かりやすく PR するため、計画の概要

版を作成することは必須ですが、マンガなどを活用することも効果的

です。さいたま市は、地元の埼玉大学のマンガサークルと協働で、マ

ンガ版のパンフレットを作成しています。さらに、市民向けにシンポジ

ウムを開催し、公共施設マネジメント会議に出席している市民委員や

ワークショップに参加している市民に登壇してもらい、その体験をふま
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えて市民の目線で市民に語ってもらう取り組みも行っています。ま

た、出前講座のテーマとして「公共施設マネジメント」を取り上げたり、

公民館の利用者の集まりや高齢者向けの生涯学習講座で短時間で説明

したりするなどの PR 活動を展開しています。このように、あらゆるチ

ャネルを積極的に活用して、市民への PR を推進することが重要です。 

 

 モデルケース（ワークショップ）の実施。公共施設マネジメントの取り

組みは、市民にとっては具体的にイメージがしにくいため、モデルケ

ースによって実際に体験してもらうことで、そのメリットやデメリッ

トを実感してもらうことが有効です。同時に、身近な施設を複合化等

する場合には、市民参加のワークショップを開催し、市民の意見を反

映させながら施設計画の策定を進めることで、市民にとって使いやす

い、地域のニーズに即した施設づくりにつなげることができると考え

られます。このような、市民参加、合意形成のための取り組みとして

も、ワークショップは有効です。 

 

さいたま市では、「ハコモノ三原則」のひとつに、「施設の更新（建替）

は複合化を検討する」ことを掲げています。保有する建物の約半分を学

校施設が占めているため、学校が建替えの時期を迎えたときに、周辺

の公共施設と複合化するケースについて、市民参加のワークショップ

によって検討を進めるモデル事業を、2012（平成 24）年度から先行し

て実施しています。 
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